
Title 北海道の知的障害児教育実践史研究:第二次大戦前における劣等児等の特別教育(Ⅰ)

Author(s) 市澤, 豊

Citation 北海道大学大学院教育学研究科紀要, 86, 65-149

Issue Date 2002-06

DOI https://doi.org/10.14943/b.edu.86.65

Doc URL https://hdl.handle.net/2115/28861

Type departmental bulletin paper

File Information 86_P65-149.pdf

Hokkaido University Collection of Scholarly and Academic Papers : HUSCAP



北海道の知的障害児教育実践史研究

一一第二次大戦前における劣等児等の特別教育(1)一一

市 j畢盟

A Study on the History of Educational Practices for Children 

with Intellectual Disabilities in Hokkaido : 

Special Education for Underachievers 

and Mentally Retarded Children prior to W orld War II 

Yutaka ICHISAWA 

目次

序章研究課題，意関，方法....・H ・....・H ・........・H ・....….....・H ・....・H ・....…・….....・H ・... 65 

0.1.研究の課題意識 …....・H ・....・H ・....…....・H ・.....・H ・....…....・H ・....・H ・....・H ・....…. 65 

0.2.研究の意図 ....・H ・-….....・H ・.......・H ・......・H ・.......・H ・....…...・H ・.......・H ・-……... 68 

0.3.研究の方法 ……...・H ・.......・H ・........・H ・......・H ・-…....・H ・....…...・H ・....・H ・.....….. 68 

0.4.研究の構成， 記述及び註記 ・…・・・ー・・・ーー・・・曹.....................................・ー............. 71 

第1霊安 我が留の戦前における劣等兇等の特別教育 ……...・H ・..…...・H ・.....・H ・.....・H ・..… 74 

1.1.義務教育制度と就学猶予・免除規定及び特別教育成立の背景 …....・H ・....・H ・.... 74 

1.2.劣等児等の「特別学級」の成立 ・H ・H ・.....・H ・H ・H ・.....・H ・H ・H ・-……...・H ・.....・H ・.. 79 

1.3.特別教育対象児の Is乎称、」の繋潔 ・……・....・H ・-…....・H ・.....……....・H ・.....・H ・-… 88

1.4.まとめ「劣等児等の特別教育」 ….....・H ・..……H ・H ・...・H ・....…H ・H ・-…....・H ・-… 92 

第2章 戦前の北海道初等通常教育にみる拓地殖民教育の特質 ….....・H ・......・H ・....・H ・... 96 

2.1 教脊行政施策における「簡易主義j，1地方主義j ・H ・.......・H ・-…H ・H ・.....・H ・.. 99 

2.2.教育内容・方法における「実利勧業主義j，生活主義」 …....・H ・-….....・H ・-….109 

2.3.学校所在地の「僻地性J と教育組織の「単級複式総昔話IJj ………....・H ・....・H ・....…・ 117

2.4.初等教育思怒と教育実践論の変遷 ・・H ・H ・-….........・H ・......・H ・...・H ・.....・H ・-…・ 128

2.5.まとめ「北海道初等通常教脊の特質と劣等!危等の教育」 …...・H ・-…・・H ・H ・-…..142 

序章研究課題，意図，方法

0.1.研究の課題意識

0.1.1.特尉教育の概念の転換

65 

「児童の世紀」といわれた 20世紀は，戦争，環境汚染，食糧危機，経済破綻，構造汚職など

人類存亡の開題を背景に，子どもの育ちに関わる諸問題が噴出した。子どもの育ちの問題は，

単に教育関題のみならず社会的関題にまで拡大され，深刻の度合いを深め，未解決のままに世

紀は転換した。



66 教育学研究科紀聖書 第86号

戦争や環境汚染問題などは，人間の生命・健康・生活を脅かし，新たな「障害」をつくり出

し増殖させる要国となっている。その結果，生活者をして障害若しくは生活上の差し障り状態

に追い込み，震療・教育・福祉による総合的な役割と機能の拡大的状況を生み出している。か

かる障害の増殖は，民主主義の未成熟による政治の貧困及ぴ教育機能の衰退などにより，社会

形成者l土生存欲求と人類愛を適切に実現させ得ないままの存在状況におかれていると言えよ

つ。

特別教育に限定して今日的状況をみると，教育の対象と教育の場が拡大され，教育内容・方

法等に多様な機能性が求められている。この状況は，醸史的な必然性のもとに，これまでの特

別教育の概念転換をもたらす世界的なうねりとなってきている。すなわち，これまでの特別教

育は，心身に障害を持った児童に対して特別な教育の場で，イ臨に配癒した特別な教育を行うこ

とを意味していたが，これからの特別教育は心身に障答がなくとも，個に配癒した「特別な教

脊的ニーズ、を持つ全ての子どもへの教育」という概念に包括されていく潮流である。この世界

的な特挺教育の概念転換への潮流は，特別教育を含めた「万人のための教育 Education for 

AllJ問題へと発展することになると考える o

0.1.2.特別教育の変還と知的障害児教脊

知的障答児教育は，イタールItard，J. M. G.やセグン Seguin，E. O.の治療教育に端を発して，

以来200余年にわたって毘療，教育，福祉などの分野との相互関連を保ちながら教育の専門性

を形成して今日に蛮っている。その専門性とは，人間尊重の理念であり，その理念に基づく人

関理解の理論であり，そして，人間理解を碁盤にした成長発達への援助介入の指導内容・方法

論である。

知的障害児教育の呂的と方法は，長い間，障答の治療による樟害の改善ないしは軽減を留る

ことを呂的に治療教育として行われてきた。やがて，身体障答におけるリハビリテーション思

想の影響をうけ，教育的リハビリテーションは，社会参加・自立を自的に加え，治療と訓練と

教育の統合を留る教育が広く実施されるようになった。更に，近現代に吏って，障害者とその

家族の人権を保障することを呂的に含め，配慮された環境における賓任ある教育が行われるよ

うになってきた。しかし，その障害程度の重度化や障害種別の多様化・重複化に対処するため，

治療教育的方法をはじめ様々な方法が試行実践されるようになり，目的と方法にも多様命現象

が現れている。

1960年代以前における教育の形態は，指離的，個別的な形態から公共描設における協定的，

集間的形態が主で，各閣はぽ再ーであった。しかし， 1960年代頃からノーマライゼーションの

理念のもとに，各国はそれぞれ新たな教育形態をとるようになる。1970年代から 1980年代初期

には，我が国を除く，アメリカ合衆愚，連合王菌， ドイ、ソ，デンマーク等いわゆる先進国は，

インテグレーション integrationによる形態をとりはじめた。 1980年後期から 1990年代に入

り，吏に，インクルージョン inclusionによる形態にまで車ろうとしている。インテグレーショ

ンの概念は，障害者のニーズに対する空間形態の統合理念で構成される。インクルージョンは，

障害の有無にかかわらず全ての子どもが，一人一人の環境的要因と個体的要因による固有な

ニーズに見合った教育を，基本的に閉じ教育形態のなかで学び発達することを意味する一体佑

理念である。

最近の30年閣の世界的な特別教育の変遷と動向は，教育の形態が分離型から統合・一体型へ

指向され，障害の治療を主自的とする教育に併せて，人権保轄と配慮された環境における行き
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届いた教育が力Zえられた。それは，特別なニーズ教育という考え方であり，ノーマライゼーショ

ン理念から導かれたインテグレーションとインクルージョンによる教育への発展の潮流で、あ

る。

このことをじ本研究課題と関連して論じれば，-万人のための教育」や「インクルーシブ・エ

テ〉ケーション」の教育理念は，これからの知的撞害児教育の在り方を示している。前述した

ように，近未来の特別教育は，欝害児に対する特別な教育と限定するのではなく，-特別な教育

的ニーズspecialeducational needsJを持っすべての子どもに対する，特別に自己臆された教育

として農開きれなければならないからであるo

治療教育学に端を発した知的障害児教育は， 200余年にわたって医療，教育，福祉等の分野と

学際的な関係を保ちながら教育の専門性を高めてきた。その王手r~性とは，人間尊重の理念であ

り，その理念に立脚した人間理解の理論であり，人間理解を基盤とした成長発達への支援方法

論として構築されつつある。従って，知的障害児教育の理念と教育内容・方法は，新たな教育

潮流の主流となることが求められるのである。

0.1. 3.教育実践史研究の意義

子どもに関わる問題の解明は，教育学においては主に二つの方法が取られてきている。一つ

は，三上昭彦「はじめに (W現代社会と教育⑥ 21 世紀の人間と教育~ pp.1-2. 1994.1.) Jが指摘

するように，今日の社会において噴出する諸問題を見据え，そのなかに表出している近未来へ

の、萌芽形態汐に注毘することを通して， 21世紀の社会における人間と教育の在り方の実現可

能性を教育科学により明らかにする方法である。他の一つは，稲垣忠彦「教育学と教育史研究

(W講鹿日本教育史研究動向と問題/方法と諜題~pp.235-248. 1984.1.) Jらに代表される子ど

も問題への取り組みの事実の足跡を史的に分析して近代性と現代性を明らかにする教育史的研

究による方法である。

本稿では，教育史的研究方法により北海道における特別教育の理念，教育理論，教育内容・

方法，教育の実際にかかわる史資料を集大成し，そこから近未来への新たな萌芽形態を見いだ

すことにする。特に，知的障害見教育の教育実践の事実を教育学的に整理して検許することに

より，近未来の特加教育の諜題解明の手掛かりが得られると共に，-万人のための教育Jの基本

的な実践課題を提示することは教育学的に意義があると考える。

0.1.4.先行研究

我が留における教育英践史研究に関する文献は，筆者の寡聞にもよるが機めて少ない。

教育実践史研究としては，海老原治善の教育英践を教育政策と教育運動との接点、でとらえて

論述した『現代日本教育英践史 (1975.10.).!lが代表的なものである。知的障害見教育実践史研

究は，清原治と渡辺健治のニつがある。清原浩は，-戦後の障害児教育英践試論 (1978.1.)Jで

海老原の研究手法を欝害見教育英践史研究に取り込む視点から教脊実践研究の方法論を著して

いる。渡辺健治は r戦後知的障答児教育方法史の研究 (1997.2.)Jで教育観や発達観をもとに

した教育実践を藤史的遺産と受け止めて，発達保揮の立場から検討した。大橋(迫)ゆかりは，

「教育方法の醸史から学ぶ (2000.8.)Jにおいて，教育研究の課題と教育方法の歴史から学ぶ視

点を示した。日本教育学会は，機関誌『教育学研究 (46-2.1979.6.).!lに「障筈児教育の盤史と

課題」を特集して教育史研究の課題を提示した。これらの研究に共通する意図は，人間の成長

発達を支援する教育英践を教育科学的に検討して理論化しようとすることにある。しかし，特

別教育における教育実践史研究は，研究手法が仮説の域を出ていないことや研究者が教育現場
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において教育実践を積んでいないことなどのために，開発途上にあって進展していない。

第二次大戦前の北海道における知的障害児教育研究文献は，すべて戦後の教育を論述する前

史的扱いとして，いわば断片的に記述されたものである。その内容は，概説通史的研究，年表

誌的研究，教育英践研究 r特別学級j史研究に分けることが出来るが，裏づけ史資料のない記

述や史的誤認による記述が多く史的価値は低い。戦前期に限定した研究としては，木村謙二の

「学業不振児および精神薄弱兇等の教育(1963.3.)に出」と前多亜衣の「戦前のわが国における

〔特別学級〕の性格と北海道における事例研究 (1998.2.)結2Jの二つのみである。木村論文は，

北海道立教育研究所が嬬纂した f北海道教育史全道編三』に所収されているものである。そ

の内容は，北海道師範学校附属小学校関係資料と道内の教育雑誌、 r北海道教育雑誌削』の掲載

論文等を原資料として，劣等児・低能児・精神薄弱児の教育内容・方法を論述した最初の文献

である。前多論文は，北海道教育大学教育学部旭川校の学士論文であるo しかし，二つの論考

は，概めて示唆に富んだ先行的研究業績であるが，教育実践史研究としての位寵を占めるには

軍らない。

0.2.研究の意図

筆者は，長〈知的障害児教脊実践者であった。そして，自らの教育実践の位置を確かめる披

拠のーっとなる「北海道知的障害児教育史」文献の必要を痛感していた。又，研究の課題意識

として述べたように，知的障答児教育の実践から生み出された特別教育学的知見を通常教育の

近未来の萌芽形態へ接続させることを課題としてきている。

この課題解明のために r北海道における精神薄弱児教育の歩み(1979.10.)制 J，r北海道の養

護学校の歩み(1996.9.-2001.9)註5J， r戦後北海道における精神遅滞児教育成立期における特殊

教育論(1998.1.)註6J， r北海道の知的揮害児教育英践史研究 (2001.9)組りをまとめて発表して

きた。しかし，これらの研究作業過程において，戦後の教育英践は戦前の教育実践との接続性

の観点から分析・検討することが重要で、あると再認識した。そこで r北海道の知的障害児敢育

実践史研究序説ー…その源流:奥田三郎 (1903…1983) と小金井治療教育所(小金井学鐙)一一

(2001.6. )註8Jを発表した。本稿は，第二次大戦前の劣等児等の教育英践を整理することと，史

的に検討を加えて近代性の特賓と現代への接続性を明らかにする意閣である。

0.3.研究の方法

0.3.1.手続き

本研究は，①劣等児等の特別教育に関する史資料，文献の収集，②実践現場の踏査，聞き取

り調査，③史資料の整理要約，(4:分析，検討によりおこなれ

①については，国内で刊行された北海道の劣等児等の特別教育に関連する資料，主に道内各

地で刊行された教育雑誌を収集して通覧する。②については，当該学校や関係者のもとに赴き，

先行研究内容や史資料を確認すると共に，開き取り調査により裏づける。③及び④の教育英践

の務理と分析・検討は，可能な限り教育笑践記録を原資料として，次の二つの視点から行う。

第ーの視点は，劣等児の特別教育及び「特J.JU学級」の成立と展開過程を概説して教育笑践の全

体像を解明する。第二の視点は，教育実践について1.教育の理念ないしは教育思想 2.対

象児及び障害観 3.教育の形態 4.教育の目的ないしは教育像 5.教育の内容・方法ないし

は教育計画 6.教育の成果ないしは教育評価 7.総括的評価の七つである。
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日.3.2.r用語Jの整理

r特別教育」について 英語のspecialeducation は，これまで「特殊教育」と翻訳され，法

令用語，学術用語，一般的な用語として使用されてきている。

「特殊教育」用語概念に関する史的研究は，荒川勇「戦前の文部省官制に見る特別教育 (IF精

神薄弱問題史研究紀要~ 13. pp.25-33. 1973.5.) j，小川克正「特殊教育の概念の変遷…一わが関

心身障害教育研究史における樋口長市の地位について…ー (IF世界教育史大系33欝害児教育史』

pp.323-339. 1974.10.) j，小)11 克正「特殊教育論の形成 (IF障害者教育史~ pp.211-217.1985.5.) J， 

小川克正「特殊教育の最初の用語例とその意味一一明治10年代文部省事務分掌規程に見る一一

(IF特殊教育学研究~ 32…4. pp.59-66. 1995.1.) j，平問勝政「近代日本における[特殊教育]概念

の形成一一学校教育法の[特殊教育]概念に関する盤史的検討一一 (IF障害者問題研究~ 26.pp.4-

17. 1997.4.) j があるo 荒川は r特殊教育」という用語は 1881(明治14)年の「文部省事務取

扱規則」のなかで r本局(筆者記入}専門学務局)ハ(中略)高等教育及特殊教脊ニ係ル一切

ノ事務ヲ掌理ス」と管理事務規定として使用されたとしている。しかし，荒川iは r特殊教育」

は何を意味したかは明らかでないと述べている。小)11は r特殊教育」という用語・概念の成立・

展開過程を，①「寄括合としての特殊教育」の段階(明治20-30年代)，②「特殊児童の教育と

しての特殊教育」の段階(明治40年代以蜂)，③「特殊学校(学級)教育としての特殊教育」の

段階(戦後-)の三段階に区分している。そのなかで，明治10年代の文部省の「特殊教育」 は，

専門学校並びに実業学校及び富臨践を含む各麓学校の教育を総称する概念であることを明らか

にしている o平田は，小川の研究を敷倍しながら，小川の②「特殊児童の教育としての特殊教育」

の段階を，第2期「特殊教育」への転換 (1907年前後-1918年)，第3期「特殊教育」の普及・

定着 (1919年-1929年)，第4期教育界の用語・概念としての「特殊教育J (1930年-1945年)

に区分している。これらの先行研究では，年長児童・子守児童など不就学見室のための教育形

態であった「特別教育Jについては論及していない。北海道庁は， 1903年に「特別教育規桂(庁

令第117号)Jを制定している(後述)。

本稿では r特J]Ij教育Jという用語を使用する。その理由として次の三点をあげる。その第一

は，第二次大戦前の「特殊教育」用語概念は，先行研究から明らかなように，その時代におけ

る法制や文献などにより様々な概念を含む用語として使用されていることから，論述が複雑に

なることを避けるためである。第ニには，戦後日本においては，教育権保障並びに指導内容・

方法のあり方をめぐる思想的相違から「特殊教育」を使用する立場と「障害児教育」を使用す

る立場とがあって，その用語概念の対立は止揚されていないためである。第三には， 1997年3

月に日本特殊教育学会障害克教育システム研究委員会員四は r特別な教育的ニーズJの生じてい

る子どもへの特別な教育や指導を「特別教育j という用語で表現して，特別教育システム構想

を提言している。又，罰委員会は，特別教育を実施する教育施設として，特別学校(現行の富

学校，聾学校，養護学校)，特別学級(現行の特殊学級)及び学習支援教室(現行の通級指導教

室)を設けることを提案している。筆者は，北海道における劣等児等の教育英態に関する史資

料には r特別教育」が使用されていることから，その教育事実を論述する用語概念としては，

問委員会の提案による「特別教育」を使用することが適切であるとの認識に立つからである。

r特別学級J について 大井清吉は r戦前の師範学校における劣等児あるいは精神薄弱児を

対象とする特別学級の設賓と擁止の状祝について (IF精神薄弱開題史研究紀要~ 17. pp.3-15. 

1975.3.) J を発表しているが，その記述内容には特別学級の概念規定はされていない。迫ゆか
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りは， r[劣等児・低能児]学級史研究の動向 (f特殊教育学研究JI27-2. pp.105-110. 1989.9.) J 

を発表している。迫があげた 1980年代に発表された「劣等児・低能克」学級史研究の関連論文

25編について通覧したが，北海道に関係する論述はない。又 r特別学級Jの用語を解説した論

文もない。戸崎敬子は f特別学級史研究 (p.14.1993.2.) JIのなかで，多様な学級(呼称，学級

形態)を次のように分類した。1.学級の対象児童を示した呼称(劣等児学級，成績不良児学級，

落第生学級)， 2.学級の機能，性格，役割等を示した呼称(特別学級，補助学級，特殊学級)， 

3.その他(格組， c組，桂(担任の名称)の三つである。戸崎の分類に従えば r特別学級」
とは学級の機能，性格，役割を示した名称、となる o 同じく戸崎は，前著を発展させた『新特別

学級史研究一一特別学級の成立・展開過程とその実態一 (2000.2)JI を公刊しているo その中

で「特耳目学級Jの概念について次のように述べているので引用する。

特別学級という用語は，稜々の寝泊で通常学級の教育課題の獲得に関難を持つ児裳を教育する目的で，通常

の学級から分離された学級に対して使われるようになった「ことば」である。 1907年(明治40)年に出された

「師範学校ノ規程改正ニイすキ注意事項ノ件J(文部省謬1¥令第8号)註10には「規程ニ之氏セル学級ノ外成Jl-ベク盲人，

唖人又ハ心身ノ発脊不完全ナノレ児主主ヲ教脊センヌゲ為特別学級ヲ設ケJ という記述が見られ，特別学級はここに

記された児童の教育のために通常の学級から分離された学級として使用されている。明治期から昭和初期にか

けて，特別学級は通常，劣等児，低能児あるいは精神薄弱児と呼ばれた児主主のための学級を意味している o た

とえば，大正期に文部省によって行われた「特別学級編告IJに関する認査J (1926年実施)における特別j学級は，

劣等児や低能児あるいは精神薄弱児のための学級である。

昭和戦前期になると，虚弱児のための学級が増加するが，これも特別学級として捉えられる。文部省学校衛

生宮大西永次郎は， 1931 (昭和6)年開催の精神薄弱児童量施設講習会の講演で，特別学級を①身体虚弱のため

の「開放学級・養護学級J②中間児(境界線上の児童量)，精神薄弱児のための「促進学級・補助学級」③蕊児で

はない視力障害手児のための「祝カ保護学級」④他の種々の隊警や病気に対応する「其の他の特別学級」に分類

している。以上のように，特別学級は稜々の濠自で通常の学級の学習諜題の獲得に関難を持つ児支のために，

通常の学級から分縫された学級の総称として捉えられる。やでも，明治期・大正規には一般的lこ，劣等児，低

能児，精神薄弱児と呼ばれた児童のための学級を意味していた。 (pp.15-16.) 

筆者は，北海道における劣等児等の特別教育のー形態として「特別学級」を編制して，実施

されている事例をふまえて，戸崎の「特別学級」の概念規定をとり入れる。従って，ヱド稿では，

「特別学級」は，特別学級，補助学級，精神薄弱児学級，劣等児学級，養護学級，促進学級等を

包指する名称と概念として使用する。しかし，用語「特別学級」には，下記のような法制の史

的変遷があったことを旬意しなければならない。

「特別学級」という用語の法的規定に関する史的研究はない。戸崎は，蔀引用文献に記述して

いるように，法制上の最初の規定として 1907年の「文部省訓令第6号」と 1941年の「留民学

校令脇行規制」をあげている。我が国最初の「特別学級」については，迫ゆかり(1989.9)，中

村勝二 (1996.8.)，戸崎敬子 (2000.2.)に代表されるように， 1890年に開設された長野県松本

尋常小学校の「落第生学級」が定説となっている。劣等児等の特別教育を開始した先進県長野

は，知何なる法的根拠により特別学級を組織編成したのであろうか。筆者は，本研究の過程で，

1890年当時の文部省と長野県，大分県，北海道など 12事例の不就学児童等への「特別教授γ

「特別学級」に関わる法制としての特別学級編制の根拠となる関係「例幾」を認めた。「特別学

級」設置の法的根拠となったものは， 1891年 11月の文部省令第 12号「学級編制等ニ関スル規

郎」第 1条及び第9条， 1894年 1月の文部省誇11令第 1号の「就学免除児童への二部教授・夜開
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教授等の奨励」規定，及び1903年 3月の文部省令第 11号「小学校令施行規則中改正j 第3節

第34条及び35条の規程。並びに 1904年 4月の文部省謬11令「東京高等師範学校隙属小学校第二

部若ノ¥第三部ニ於テ二部教授方」等の規定「克童ノ;就学上又ハ教授上ノ特別ノ必要アルトキj

事項であると言える。その大綱については， 1.2.に概説するが，本章ではその裏づけととして

註釈の一部詑11をあげるにとどめる。詳論は，別稿「明治期の[特別学級〕法命IJに関する一考察

就学督励策としての〔特別学級]の成立とその劣等児教育への導入過稽の検討を中心に一一

2002.4.) J として， 2002年9丹に日本特殊教育学会第 40回大会で発表するo

r劣等児等Jについて 用語概念研究としては，茂木俊彦・高橋智・平罰勝政による『わが国

における「精神薄弱」概念の歴史的研究 (1992.2.)Jがある。特加教育の対象児は，劣等児，

低能児，学業成績不良児，精神薄弱児などである。これらの用語は，史資料に使用されている

用語をそのまま使用しているが r劣等児と学業成績不良児」及び「低能児と精神薄弱児」は，

それぞれ同一概念として使用される場合が多い。本稿では，これらを包摂した名称として「劣

等児等」を用いて論述する。劣等児等の史的検討は， 1.3. r特別教育対象児の[呼称]の整理J

において詳述する。

0.4.研究の構成，記述及び註記

北海道の知的障害児教育実践史研究は，研究内容を第二次大戦前期と戦後期のニ期匿分によ

り構成する。「第二次大戦前における劣等見等の特別教育」は， 240ページを超すため研究紀要

には I部， II部， IH部に分割して投稿する。第二次大戦前における北海道の劣等児等の特別教

育は，記述内容を上述の課題意識，意関，方法により問主誌に分けて論述する。本紀要には，序

第1章，第 2章を掲載する。

第1家は，先行研究でほぼ論究されている内容である。本論では，北海道における劣等鬼等

の特別教脊は，我が国のその生成発農との関係のもとに成立し展開されたとする立場から，論

文の前提部分として筆者の史観により論述する。1.1.てすま，義務教育制度と就学猶予・免除規

定の成立過穂と劣等児等の特別教育成立の主要な背景を概述する。1.2.では，劣等克等の特別

教育の形態である「特別学級j の成立の全容を明らかにする。1.3.では，特別教育の対象児主主

に対する「呼称」と児童観について論述する。

第2章では，北海道における劣等児等の特別教育が成立する背景の解明は，初等通常教育の

成立過程とその特質を描き出すことにより，より確かな手がかりが得られるとの認識に立って

論述する。 2.1.では，北海道の初等教育行政の特質について， 2.2.では教育内容・方法の特賀

について， 2.3.では教育形態の特紫について，それぞれ関連づけながらその特費を析出する。

2.4.では，北海道における教育思想と教育実践論の発現過程と主張点を素描して，特lJlj教育へ

の思想的，教育実践論的な関係性を検討する。

II部， IH部の構成は，下記のとおりである。

第3主主 北海道における劣等児等の特別教育の成立

3.1. 北海道における就学猶予・免除規定と実態

3.2 劣等!尽等の特別教育の笑態一一実践事例の概況一一

3.3. 劣等児等の教育に関する教育理論並びに教育研究理論等

3.4. まとめ「北海遂の劣等児等の教育」

第4童話 北海道における劣等児等の特別教育の笑銭
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4.1“ 師範学校附属小学校における教育笑践

4.2. 公立小学校における教脊笑践

4.3. まとめ「劣等児等の教育実践J

終章総論
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10.文部省認11令第 6号の正式な名称は師範学校規程制定ノ要旨及施行上注意」でいある(文部省教育調査部『昭

和十三年三月 師範教脊関係法令の沿箪.!IP.277.1938.3.)。文部省は. 1907年 4Jl 17日に文部省令第 12号

「師範学校規程」を制定した。何日，文部省は，訪11令「翻範学校規穏制定ノ要旨及施行上注意Jを北海道庁，

府県宛に発して，書11令官話j定の趣旨を明らかにしたのである。
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て訂正を求めたい。)1/本字之介「附範学校規程ノ要旨及施行上ノ設意 (p.96.1954.12.) J. 国立教育研究所教

育史料センター「師範学校ノ裁穏改正ニ付キ注意事項ノ件 (p.378.1968.3.) J. 国立教育研究所「締範学校規

程ノ要旨及施行上ノ注意 (p.744.1974.3.lJ，大井清宮「部範学校規程ノ婆旨及施行上ノ注意 (p.12.

1975.3.) J. 杉浦守邦「締範学校規程ノ婆lii'及施行上ノ注意 (p.23.1978.3.) J. 文部省「師範学校ノ規程改正

ニ付キ注意事項ノ件(明治四十四年沼月七日文部省illll令第六号).p.495. 511. 1978.11. J. 清水究・迫ゆかり

「師範学校規程の要旨施行上の注意事項 (p.19.1985.3.) J，渡部昭男「師範学校ノ:規稜改.iEニイすキ注意事項ノ

件 (p.20.1996.2.) J，中村勝二「腕範学校規定制度ノ要旨及路行上注意 (p.191.1990.10.) J. 戸i埼敬子「続

範学校ノ規程改正ニ付キ注意事項ノ件 (p.15.2000.2.) J等である。以上のことから，表記例の特徴は.1978 

年以前と以後に大別される。すなわち. )11本字之介の表記例と文部省『特殊教育百年』の表記侠!である。そ

のなかで，中村のは独削除がある。国立教育研究所は，それぞれ件名が異なる表記である。文部省著警では，

名称だけでなく訓令制定8も4Jl7Bと誤記されている。

11.文部省大陸官房文審議綴纂 fEl明治三十年至大五十二年 文部省例規類纂Jpp.204-205. 1924.12. 

「尋常小学校特別学級規程設定方J (明治三十二年五月二日甲三発二九号長野県裏申)

通学普及ノ為メ別紙尋常小学校特別学級規程ヲ設定致凌候条御認可相成度此段菓申候也

(別紙)

尋常小学校特別学級規穏

第一条 市町村ハ就学児童ノ学力及年齢等ニ依1)県知事ノ許可ヲ受テ尋常小学校ニ特別学級ヲ設クルコトヲ得

第二条特別学級ノ、修業年波ヲ三ヶ年ニ減スルコトヲ得

第三条 特別学級ノ毎週教授待問ハ十八時マテニ滅スルコトヲ得

第四条 第ニ条第三条ニ依リ修業年限又ハ教授時間ヲ減ス/レ特別学級ノj教科課程ハ明治ニ十五年県令第二十八

号尋常小学校教科課程ニ準シ之ヲ定メ県知事ノ許可ヲ受クヘシ

第五条 特別学級ニハ明治二十四年文部省令第十二号学級車編制等ニ関スル規則第九条ヲ適用スルコトヲ得

第六条 特別学級ノ教授ハ別ニ教授級自ヲ作リ各教科トモロ授又ハ掛図等ニヨリ教授シ生徒ニ教科警ヲ持タシ

メサルコトヲ得

第七条 特別学級に編入スヘキ児童量ノ、市町村長ニ於テ其事情ヲ詳呉シ予メ郡長ノ許可ヲ経へシ

第八条特別学級ニ編入シタル児家ノ学籍簿ハ便宜別I援トスヘシ

「滋普通学務教普通牒J (明治三十二年六月二十四日亥普串九五二号)

五月二日付ヲ以テ尋常小学校特別学級規程設定ノ儀主主申松成候処おハ食官ニ於テ便宜御取計相成可然

依命此段及御通燦条候ttl，

追テ規程第四条市町村ニ依テ教科課程ヲ定メシムルハ然/レヘカラス又第七条ノ郡長ハ厳督官庁ニ改メ

ラレ可然為念此段申添候也

文部省令第 12号「学級編完封等ニ関スル規制」 は，文部省が不就学児童量や子守児主主等の就学を促して，獄学歩

合を向上させる施策の一環として，簡易な学級編制，教授法による法制を規定したものである。長野県は，本

規則を根拠に就学児衰の学カや年齢等を考慮した教脊を笑施する意図から「特別学級」規稼の設定方を文部省

に主義申した。文部省は， この主義申に対して「相成可然」と法的根拠を与えたのである。これに類する毒事例は，

1899lf. 4月の新潟県「学齢児童子守宅事ノ為就音色ハサル者ニ対シ学級特設方(f自明治三十年三豆大五十二年 文部

省例規類纂Jp.204.) J. 1900 lf. 12月のま奇玉県「尋常小学校年長児道特別教授ニ関スル規程 (f埼玉県教育史 第

四巻Jpp.346白347.1宮75.2.1J. 1900年10月の群馬路「学齢児童特別教授方 (f自明治三十年至大正十二年文部
省例規類纂~pp.276-277.lJ. 1903年2月大分県「尋常小学校特別j学級規程(f大分県教育百年史第一巻通史編(l)J

pp.820-821. 1976.3.) J. 1910年8月の高知県「尋常小学校特別教授施行 (rEl明治三十年烹大正十二年文部省
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例主主類纂Jp.736.) J等がある。第2重量設 15.及ぴ市j撃登 r[特別学級]法制過程に関する一考察一一就学督励策

としての〔特別学級]の成立とその劣等児教育への導入遜穏の検討を中心に一一 (2002.4.)J参照

第 1意 我が国の戦前における劣等児等の特別教菅

1.1.義務教脊制度と就学猶予・免除規定及び特別教育成立の背景

[1872 (明治的年-1885(明治 18)年代] 1867年 12月9臼，明治新政府が誕生した。太政

官制による中央集権体制の政府は，欧米諸国をモデルに封建的諸制度を撤廃し，富国強兵を期

して近代化を展開していった。

教育制度の近代化は， 1871年7月に太政官布「大学ヲ廃シ文部省ヲ被置候事」により中央教

育行政宮庁である文部省が設置されたことにより開始された。政府は， 1872年8月に「学術IJJ

を発布し，国家統轄による近代学校制度の創始に着手した。

「学術IJJの基本理念は，学制の序文「学事奨励ニ関スル被仰出書」によく表れている。すなわ

ち，学問は「身ヲ立ルノ財本J であり，学校で学時をすることは立身出世の道であるとして，

罰民皆学を奨励したのである。しかし，臨民皆学の実施には，児童の就学義務履行と学校設寵

義務の観点、からすると，二つの問題があった。その一つは，保護者の就学義務が明記されず，

不就学は届出掛(r若シ子弟六歳以上ニ歪リテ学ニ就カシメサルモノアラハ委シク其由ヲ学区取

締ニ届ケシムヘシ(学術i第12業)J)であったことである。二つ自の問題は，就学の義務を督促

しながら，一方では設置義務を民費負担，受益者負担を原則とする前近代的施策により実施し

たことである。就学義務が明記されず，財政的裏づけのない義務教育行政は，一般顕民の生活

要求や教育観に応えるものではなかった。その結果，国民の「学市IJJに対する不満・反感が高

まりなどもあって， 1878年の就学歩合は 41.26%と不振であった。

「学術IJJの第 29章には r中学ハ小学ヲ経タル生徒ニ・…・・諸学校アリ此外蕗入学校アルへシ」

とある。これは，障害をもっ児童の就学の機会を保障しようとするのではなかった。

第一次「教育令」は，この「学制」の理想に走った現実離れの教育制度を改め，国民生活の

実態を考躍した制度を期して 1879年9月に公布された。就学義務に関する規程は，相変わらず

「学制」の規程を踏襲しており， 1880年 12月の第二次「教育令」でも変わることはなかった。

ただし，第二次「教育令J第15条には，府県知事県令による「就学督責ノ規則」の起草と文部

卿への認可を得ることが規定された。この就学義務督責規程により，文部省は 1881年1月 r就

学督賞規則起草心得J を府県に通達した。この通達には，就学督責の方法を示すと共に「就学

不能ノ事故アリト認ムル者」について例示されている。それは r疾荊ニ擢ル者，続族疾病ニ1催

リ他ニ看護ノ人ナキ者，廃疾ノ者，一家賞塞ノ者」である。

この剖示規程は，就学猶予・免除の文書は用いていないが，貧困克と共に，実質的に「廃疾

ノ者」すなわち障害児を就学猶予・免徐の対象とした最初のものである。この例示規定の「麗

疾の者」とは，癒癒白痴を含めた児童である。

このように，中央官庁と道府県による就学義務の法制的強化にもかかわらず，就学歩合は向

上せず，障害児の保護者達にも積極的な教育要求は高まっていなかった。子弟の就学義務が法

令に明記されるのは， 1886年4月の第一次「小学校令j になってからである。

明治政府は，立愚政治の樹立を期して，憲法を制定し関会を開設した。 1885年 12月には，従

前の太政官制を擬止して内閣制度を創設した。 1886年2月には，内閣制度にともない各官制が
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制定され，文部省の官命uが定められた。
[1886 (明治 19) 年~1916 (大正 5)年代11886年 12月初代文部大臣に就任した森有礼は，

有能で$誠心に富んだ菌民を多数育成する必要を強〈感じていた。そして，居家のために国民

の教育が重要であり，そのためには小学校は国民すべてに対して教育する場でなければならな

いとの患いから， 1886年4月に第一次「小学校令Jを制定した。この森有礼の第一次「小学校

令」は r学寄せ」がその序文で「学問ハ身ヲ立ルノ財本」としたのに対して，教育の主阪は「一

国独立ノ撃悶ニアリ (1888年秋の演説)jと留家主義的教育を前面に押し出したのである。文部

大臣森有礼は，国民の就学を~Jìんでいた賞臨時題に対処するため，小学校に修業年限 4 年の尋

常科と珂じく 4年の高等科と，小学校簡易科(読み方・習字・作文・算術の基本教科だけを一

日2-3時開教え，修業年限3年以内の課程)を設けた。しかし，簡易科は，貧民学校ととら

える国民感情から，その設置が歓迎されず，就学歩合も向上しなかった。学制以来の就学強化

措策は効を奏することなし衛易科は 1890年 10月の第二次「小学校令」の制定とともに鹿止

される。ただし， 2.1.に論述するが北海道は例外規定として実在した。ここで留意したいのは，

公立学校においては原則として授業料を麗止し，義務教育の無償制を確立したことである。又，

この 1886年の第一次「小学校令J第3条には r児童六年ヨリ十四年ニ歪ノレ八箇年ヲ以テ学齢

トシ父母後見人等ハ其学齢児ヲシテ晋通教育ヲ得セシムルノ義務アルモノトスjと規定された。

これが，我が国の教育法令上において初めて親権者に教育義務を明記したものである。 L企
就学義務規程と同時lこ就学猶予規程が定められたのである。同法第4条には r疾病家計閤窮其

他止ムヲ得サノレ事故ニ由リ児童ヲ就学セシムルコト能ハスト認定スlレモノJ は「就学ヲ猶予ス

jレJ と規定されたのである。この対象には r癒輔自痴」等も含まれていた。

このように，関家に対する保護者の義務として子弟の就学が規定されたので，不就学が従来

の届出制だけではすまされず，府県知事県令による期限付き許可事項に変わったのである。第

一次「小学校令j は， 1889年の「大日本帝毘憲法j，1890年の「教育ニ関スル勅語」と平灰を

合わせて 1890年 10月に全面改正された。

この第二次「小学校令Jは，天皇制国家主義的義務教育が一段と色濃く投影される内容となっ

たのである。第二次「小学校令」は，学級編制jや小学校の設置，教員の資格に関すること，

校管理の統轄者である校長職の法制佑，更に地方自治体の責任など，小学校制度に関する主義本

的事項が制度化された。そのため，その実施に際して 1891年には，多くの細則 (r小学校設備

準則(4月)j， r小学校教員リ大網 (11月)j， r学級編常u等ニ関スル規則 (11月)j， r小学校長及
教員職務及競務規則 (11月)j)等が制定され，小学校教育制度の枠組みがほぼ統一された。し

かし，第二次「小学校令」第 21条には，新に「免除J規桂が加えられたのである。すなわち1

「貧窮ノ為又ハ児童ノ疾病ノ為其他巴ムヲ得サル事故」のため「就学セシムルコト龍ハサノレ」と

きは「就学ノ猶予又ノ¥免除」を市町村長に申し立て，市町村長は監督官庁の認可を受けて免除・

猶予することとなったのである。この免除規定が加わったことから，障害の重い児童は就学義

務から法制j上排除されたのである。

政府は， 日清戦争における勝利を，国民皆学・国民皆兵の制度化政策がもたらした成果だと

して，国民に教育尊重の意識を強めさせ，国家の指導者たちにも国民教育が国家輿踏の原動力

となることを再確認させた。そして，富国強兵のための教育政策を…層強力に推進していくの

である。 1900年8月に勅令によって改正された第三次「小学校令」では，そのような国民教脊

の国策重拐を背景にした学校教育制度が一層整備された。まず，教育の閤策的重視は，経済的
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基盤の充実によって裏づけられ，原別として義務教育は無償となった。義務教育年限は，尋常

小学校四か年と定められ，就学の始期終期も明確にされた。その際，義務教育の修了は一定年

浪を基準とするのではなく，一定の教育課程の履修を基準とする「麓修課程」主義がとられた。

我が国は， 1886年の第一次「小学校令」から 1900年の第三次「小学校令」までに，劣等見等

を義務教育から法制j上排除し，一方では年長児童・子守児童・被傭児童・中途退学児童・ 18土

人児童等の不就学児童への就学督責を強行に進めて義務教育制度を確立した。その結果，就学

歩合は， 1886年の46.3(男子62.0，女子29.1)%から 1904年には 94.4(男子97.2，女子91.5)% 

へと飛躍的に向上した錐l。ここに r品ニ不学ノ戸ナク家ニ不学ノ人ナカラシメン事Jを期した

「学命iJJ以来の意図がほぼ実現したのである。この時代における不就学児童への就学督賞施策の

背景としては，昭代の恩沢による関民普通教育貫徹の名のもとに， 1.不安定な政治経済と，そ

の打開のための戦時体制強化政策と教育費削減施策 2.徴兵適齢期の「壮丁」に対する「壮丁

教育調査」結果による不就学者・中途退学者の「無筆」への対策 3.被傭児童への就学奨励。

4.北海道における和人児童と i日土人児蒙との別学教育の緩和施策等があった。

文部行政は，就学督励施策と義務教育延長施策として， 1891年 11月に文部省令第12号「学

級編制等ニ関スノレ規則J，1894年1月には文部省認司令第1号等により r学校経費ヲ減省シテ良

好ナル教育成績ヲ得」るための苦肉の策である「ニ部教授・半B学校・夜間教授」を各道府県

に押しつけたのである。序章に既述したように就学歩合成績向上を割るために，新潟・長野・

高知県は，不就学児童の就学督励の方策について文部省と協議して県独自の「尋常小学校特別

学級規則」を制定した。これを「例規」として，佐賀・埼玉・秋出・青森・千葉・大分・栃木・

石川の各県と北海道も，独自の規程を制定して「ニ部教授Jのほかに「特別学級ム「季節学校J

を設蓋して，簡便で安上がりの教育を実捕したのである。

第三次「小学校令」第33条には r学齢児童癒癒白痴又ノ¥不具廃疾ノ為就学スルコト能ハス」

と認めたときには就学免除を r学齢児童病弱又ハ発育不先会ノ為就学セシムヘキ時期ニ於テ就

学スルコト能ハス」と認めたときには就学猶予を規定している。このように，第三次「小学校

令」は，義務教育体制を整備する一方で1就学猶予・免除の対象を具体的に註分して，不就学

の措置を厳努にすることにより，保護者の就学義務履行を徹底させたのである。この第三次小

学校令は，特別教育成立の視点、からみれば，三つ問題を内包した法制であったととらえること

ができる。その一つは，旗犠白痴・不具廃疾・病弱・発育不完全等の中・重度の障害児を義務

教育の対象外として排除することを法制j化し，現行の「学校教育法(1947 3月)同Jに引き継

がれたことである。二つには，国策としての就学歩合向上を鴎るために，障害をもっ児童を就

学対象から合法的に排除したことである。三つ告には，北海道の初等通常教育と劣等児等の教

育との関係からすれば，第34条の「第12条ニ依リ尋常小学校ノ設謹又ハ児童教育事務ノ委託

ニ関スル義務ヲ免セラレタル区域内ノ学齢児童保護者ハ其ノ義務ヲ免除セラレタルモノトス」

の規定は，北海道の地方主義教育に合致する問題であったことなどである。

1907年3月には r小学校令JI=ドの一部を改正した。法制による就学義務制度を整備した政府

は， 日露戦争後の帝関主義列強との経済的・家事的競争を勝ち抜くために，家事力，労働力と

しての人材の育成が国家にとって急務となり，そのための鴎民教育を繭策した。その政策のひ

とつが義務教育年限の延長である。そして，義務教育=年践の延長にともなう教員養成の改革の

必要から， 1907年4月に「師範学校競走(文部省令第12号)Jが制定された。同時に「師範学

校規程制定ノ要旨及施行上注意(文部省訪11令第 6号)Jが出された。この中には r又酎属ノ小
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学校ニ於テハ規程ニ示セル学級ノ外成ルへク盲人，唖人又ハ心身ノ発育不完全ナル見章ヲ教育

センカ為特別学級ヲ設ケ之カ教育ノ方法ヲ攻究センコトヲ希望スJ と「特那学級」の設定が奨

励されているのである。この背景には，後述するような「学業成績不良見意」の特別教育にか

かわる問題が初等教育界一般に存在していたことが，特別学級」を開設させる要因ではったが，

この「訓令Jが学級開設の法的棋拠となり開設を保したのは確かである。

1911年3月には，先輩の労働の禁止事壌を含む「工場法」が制定された。我が菌初の労働立

法である「工場法」は，原!l!Jとして 12歳未満の年少者の就労を禁じていたが，軽易な業務につ

いては 10歳以上の児衰の就労を認めるものであった。しかも，その施行は 1916年まで引き延

ばされていたのである。家計扶助のために線働しなければならない貧商家庭の児童は，公的扶

助制度も極めて不備な状況下にあって，事実上不就学の状態におかれていた。しかし，就学歩

合の飛躍的な向上は，必然的に貫関層の見童等の教育対象の多様化現象をもたらしたのである。

それは， 1900年の第三次「小学校令」第33条の障害児の就学猶予・免除規定と第57条の授業

料無償規程による就学の強化政策によるものであった。すなわち，同法第 33条の第3項には，

「学齢見童保護者貧窮ノ為」の不就学の理由を「前二項ニ準スJと規程して，一歩後退させたこ

とによるものである。しかし，通学歩合と出席歩合の状況関には大きな差が見られる。例えば，

通学歩合が90%を超えた 1902年の出席歩合は 68.40%であり，通学歩合との差は 20%以上に

もなっている緯3。これは，その貧困!曹の先輩が一旦就学しても 4年もしくは 6年の間に義務教

育王子限を修了するための経済的基盤がなく，家計を支えるために労動を余儀なくされていたこ

とを意味している。概述したように，当時の義務教育の修了は，一定の教育課程の履修をもっ

てその表基準としていた。そして，その課程の修了は王子素の成績によるとされていたのである。

従って，結果として，不規則な出席状祝であった彼らにとっては教育課程を修了することが難

しし中途退学となったり，成績不良として原級留置を繰り返すという問題が必然的に起きて

貧困溜の被傭見童・子守児童

学校教育の実践上の問題として顕在化していくのである。

日清戦争の際の軍事費は，公僚と国内の増税に依存したものだったが，戦後，賠償金も取る

ことができなかった日本には，それに見合フだけの経済力がなく，貿易においても輸入額が輸

出額を上回り，国家財政は閤難を極めた。しかも，戦後も軍備の拡張を進めたため軍需品や重

工業資材の輸入の増加，それに巨額の外題債の支払いカf加わり B本経済は次第に危機的状態

に陥っていった。また，戦争時の増税が戦後も解消されなかったため，国民の生活は苦しいも

のだった。このような状況に大きな変化をもたらしたのが， 1914年に勃発した第一次世界大戦

である。戦争によってヨーロッパ諸国からの商品の輸入が途絶し，代わりに諸外国から

物質の大量の注文が入札海運・鉱山・造船業を中心に空前の好況となった。この戦争は 1918

年に英，仏，露，米の連合国側の勝利に終わった。この結果は，皇帝による専制政治の敗北を

意味し，国際的にはデモクラシーの側における思恕的な勝利でもあった。そのため，戦後の国

際社会には民主主義の思想が波及していった。

【1917(大正6)年~1945 (昭和20)年} 義務教育制度の根本は， 1900年8月の第三次「小学

校」令でほぼ確立した。従って，それ以降， 1941年3月の小学校令(，国民学校令J)改正まで

は大きな変化は見られない。 1919年に「小学校令J，'小学校令施主子規則」がそれぞれ改正され

た。
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盲聾唖教育は，すでに 1871年工学頭山尾庸三が盲学校創設の建白書蓄を太政官に提出したこと

に始まり， 1875年には楽養会による富重量教育施設設立運動が起き， 1880年に「訓富唖暁」が設

立されている。文部省統計書によれば，全国の盲草壁学校は 1887年末に四校に過ぎなかったもの

が， 1897年末には三十校となり， 1907年末には実に五十七校と量的発壌を示している。内実は，

大多数校は小規模な蕗善事業的私立学校教育組織であった。官襲学校の教員たちは，

の質的充実と発農をめざして運動組織化をすすめ， 1907年「日本富唖学校教員会(1911年に

閣官唖教育会Jと改称、)Jを開催している。この会を主体とする育臨教育令部定運動は，教育要

求運動など富民運動が全国的に高揚する大正デモクラシーの時代を迎えて一層活発イじしていっ

たのである。 1920年第 43剖帝盟議会において r不具病弱児童ノ教育振興ニ関スル建議案Jが

提出・審議されたことの影響が大きかった。そして， 1923年8月に「盲学校及聾唖学校令(勅

令第 375号)註4Jが制定され， 1924年4月に施行された。

「無償」で「障害に応じて」行う教育機関であることを法制上明らかにして公教育体系に位置づ

けたのである。しかし，道府県への設置義務を諜したものの，盲聾児の教育機会を保障する「就

学の義務」の規程が欠けていたのである。ここにも，心身に障害をもっ児輩は，初等義務教育

の対象外とする教育行政思想が浸透ぎれているのである。

新教育運動は，大正デモクラシーの風潮のなかで，画一的，形式的な注入主義教育を批判し，

見童の儲性，自発性の尊重を主張して展開された。 1927年 12月には r児童生徒ノ個性尊重及

職業指導ニ関スル件(文部省訓令第 20号)Jがだされた。そこには，児童生徒の個性調査(性

行，智能，趣味，特長，学習情況，身体情況)と環境調査(家庭環境と其の他の環境)結果を

考藤した「懇切潤到」な指導を勧奨している。新教育運動は，学業成績不良児童すなわち「劣

等児J • r低能児」等に対する個別指導による実践や特別学級の成立に影響を与えた向。

昭和初頭の世界的大恐慌は，わが障の資本主義体制を危機に追い込んでいった。そして，

ファッシズムの足音は， 1930年代に入ると猛々しさを増していった。政府は， 1937年間塞情況

の打開政策として，ついに B中戦争を開始した。そして，国民生活の総ての分野にわたって「国

民精神総動員運動」が大規模に展開されていった。 1937年 12月には r教育審議会誼6Jが設置

された。教育審議会の任務は，天皇制ファッシズム教育の総仕上げをめざして，教育制度，教

育内容の全般にわたり，国民精神の溺養，国体観念の明徴を図るための樹新案を作りあげるこ

とにあった。戦争の拡大と長期化は，高度な菌防体制の強佑，戦時体制に照応する留氏教育の

得繍成，教育義務年限の延長を必車としていた。一方，学制改革の時期にあって，富民の教育

機会の均等を求める声も高まりをみせ，様々な教育改革案が発表された。その中には，障害を

もっ児童への教育機会を要求する運動や第三次「小学校令J第33条の就学猶予・免除規定の改

廃を求める改革案の提出維7などがあった。 1938年4月公布の「国家総動員法」の第 1条には，

「国家総動員トハ，戦時ニ際シ，国防自的達成ノタメ，菌ノ全力ヲ最モ有効ニ発揮セシムル様，

人的及ビ物的資源ヲ連用スルヲイウ」と規定された。この因坊のための人的資源育成思想に符

丁させるように， 1932年 12月には「児童生徒ニ対スル校外生活指導ニ関スル件」を， 1938年

10月には「小学校卒業者ノ職業指導ニ関スル件」を，そして， 1941年3月に「小学校令」と「小

学校令施行規則」を改正した。

改正小学校令，すなわち「留民学校令」の就学義務主主桂は，第三次「ノj、学校令」と変わるとこ

ろはなかったが，就学猶予・免除の対象から「保護者貧窮ノ為」が外された。 1941年3月には，

改正小学校令施清規則，すなわち「国民学校令施行規則Jが制定された。その第 5節第 53条に
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は，公教育法務IJ上始めて学級編制として「養護学級J，r養護学校」が規程された。第 53条の条

文は r盟畏学校ニ於テハ身体虚弱，精神薄弱其ノ他心身ニ異常アル児童ニシテ特別養護ノ必要

アリト認ムルモノノ為ニ学級又ノ¥学校ヲ編制スルコトヲ得 前項ノ学級又ノ¥学校の編制ニ関ス

ル規程ノ¥別ニ之ヲ定ム」とある。次ぎに， 1941年 5月に公布施行された「国民学校令施行規則

第五十三条ノ規程ニ依ル学級又ハ学校ノ編常Ijニ関スル規程(文部省令第 55号)Jを再掲する。

「園祭学校令施行規則第五十三条ノ規定ニ依ル学級又ハ学校ノ編君事jニニ隠スル規程J

第一条 本令ニ於テ養護学級又ハ養護学校ト称スルハ庖民学校令施行規則第五十三条ノ規定ニヨリ編制lセルモ

ノヲ言書フ

第二条 養護学級又ハ養護学校ニー学級ニ児重量数ハ三十人以下トス

第三条 養護学級又ハ養護学校ニ在 1)テハ成ルベク身体E闘¥1，精神薄弱，弱視，難聴，自お音，肢体不自由等ノ

~Uニ学級又ノ、学校ヲ綴帝uスベシ

第四条養護学級ヲ編制シタル学校又ノ、養護学校ニ於テハ養護謬11導ヲ翠クベシ

第五条 地方長官ノ、特ニ必要ア 1)ト認ムルトキハ市町村，市町村学校組合ニ養護学級ノ編制ヲ命ズルコトヲ得

総長せ 本令ハ公布ノ日ヨ 1)之ヲ施行ス

特別ノ;事情アル場合ハ当分ノ内養護謬11導;ヲ援カズ養護謬11導資格ヲ有セザル者ヲシテ衛生養護ノ笑務ニ従

事セシムルコトヲ得

である。

1. 2.劣等児等の「特;]Ij学級」の成立

最初に，我が留における「特別学級」の法制に関する概要を論述する。「学級」の起源や概念

に関しては別稿で、扱ったので，本部では，法制用語として最初に「特別学級」が使用されたと

されている， 1907年 4丹の文部省訪11令第6号「師範学校規桂信Ij定ノ要旨及施行上注意」に至る

法制化過程についてのみ述べる O

序章0.4.に記述したとおり，長野県等における「特別j学級」は，学業成績不良児童の学業成績

の救済として手札機編成された。 1890年代の我が閣の教育行政は，中央集権主導であったことか

ら，道府県は，何らの法的根拠もなしに就学歩合向上雄策や教育的熱意だけで r特別な教按Jな

いしは「特別学級」組織を独自に編成することはなかったであろう。教育先進擦の長野の行政

機関は，不就学児童の救済が就学歩合成績の肉上に連動することから r特別教授」ないしは「特

別学級」編制の法的根拠を求めていたと考えられる。学級編制に関する最初の法制は， 1886 

5月制定の文部省令第8号「小学校ノ学科及其穏度J と1891年 11月に制定された文部省令第

12号「学級編節目等ニ関スル規制」である。文部省令第 12号の第 1条，第9条を次に再掲する。

「学級編制等ニ鵠スル規則 第一条，第九条」

第一条 小学校ニ於テハ此規郊ニ依 1)学級ヲ編告IJシ及ヒ教員ヲ記号室スへシ 全校児童量ヲー学級ニ編制スルモノ

之ヲ単級ノ学校トシ二学級以上ニ綴昔話スルモノヲ之ヲ多級ノ学校トス

小学校ニ於テ全校児童ヲ二学級以上ニ編告ljスル場合ニ於テハ児童量ノ学力及ヒ年齢ヲ劉酌シ学級ヲ ~U ツ

〆¥ン

第九条 尋常小学校ニ於テハ左ノ場合ニハ全校ノ児童ヲニ部ニ区分シ其一部，教授了jレ後他ノ一部ヲ教授スル

コトヲf尋

1 会校児主主の数70人以上100人未満ニシテ本科工E教員一人及本科準教員(補効教授スル者)一人ヲ蓋
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クコト能ハサルトキ

2 会校児主主の数100人以上140人未満ニシテ本科正教員二人ヲ讃クコト総ハサルトキ

3 同時ニ全校ノ児童ヲ容ルルニ足ルヘキ教室ヲ設クルコト能ハサルトキ

前項ノ場合ニ於テは毎日ノ;教授時間ヲ各部三時トナシ溶クハ年長ノ部ヲ，問符，青年ノ部ヲニ持トナ

スヘシ

文部省は，本規制制定の趣旨については，-国民ノ度ニ相応シテ導ラ学校ノ経済ニ注意シ費用

ヲ減消シ成ルへク良好ナル教育ノ成績ヲ得ントスル。(中略)ーニハ町村資カヲ割前シ，ーニハ

目下教員ノ数乏シク町村ニ於テ多ク適当ナル正教員ヲ得難キ事情アレハ(後略)jと解説してい
るように，教育費削減のための法制であった。この第9条の規定は，一般に「二部教授」と呼

ばれ，学校現場では二部教授の編制実識に苦心惨慢している(後述)。第9条のニ部教授編制の
理由には， 1903年 4月の「小学校令学校施行規制中改正」にともない，教員不足と教育施設の

未整備の他に，-児童ノ就学上又ハ教授上特別ノ必要アルト七が加えられた。各県は，この規

定を受けて，それぞれの関係教育規射を制定して，就学歩合成績の向上の為に不就学児童(児

守党童，王子長児，被傭児，女工，居留児，旧土人の児童，中途退学者等)への特別教授を実施

している。特別教授は，原則としては二部教授のよフに通常児童とは別学踊制となっていたこ

とから，-特別の教育j，，-特別教育擁設j，，-特別学級」等の名称で通常学級と区別されている。

そのなかで，序章の註11.に記述したように長野県，埼玉県，大分県等が本規程第9条の規定

を根拠として，文部省と協議して「尋常小学校特別学級規程」を制定した。これに類する規程

は，住賀・秋田・青森・千葉・栃木';:5J11の各県にも存在した。北海道は， 1903年 12月に北海

道庁令第 117号「特別教育規程」を制定した。同規程の第 1条には，-特別教育ノ施設」が，第

3条には「別ニ学級ヲ編成スルヲ要ス」として「特別学級」繍制を示している。この文部省例

規により，文部省令第 12号の第9条の「二部教授」規定は，劣等児等の「特別学級」概念を含

めた規定として導入されていったことになる。この経緯について，八坂信男の『大分県特殊教

育史1976.12.)Jに，次のように記述しているので引用する。

知恵返れの子供の教育は，j也永千九郎が提唱し，子守学級，半日学級，夜学校，能力別指導等の笑践を生か

して，明治三九年，劣等児学級の誕生をみるにいたった (p.9.)

知事特別学級につき訓示 大久保知事(筆者註]1902年より大分県教育会長を兼務し，積極的に教育を推進

した)は郡長会議の席上 r尋常小学校特別学級規定要領」につき訓示貧窮者児童，被傭者，年長児童 (11

歳以上で就学部始の者)のため，管理者で特別な学級を設けることができる。毎週教授時間は半日小学校に準

ずる。(以下筆者省略)J等を述べ，三六年四月から実施することにした (W大分県教育雑誌』明治三六・二月号)

(p.51.) 

不就学児童等には劣等児等も多数含まれていたことから，-特別学級」の対象児童として劣等

児等も組み込まれていたことになる(後述)。度々の小学校令中・同施行規則中の改正により，

不就学児童のうち，-疾病」等を理出とする児童以外の児童に対する教育環境が繋うようになる

と，-疾病J等に含まれる劣等児等の「特別学級J問題が各地で顕現化していくことになる o こ

の全国的な顕在化現象は，平田勝政が「富服教育運動と政府の特殊教育への施策伊東京都教育

史通史編二.!Ipp.297-304. 1995.3.) jで論述している通り， 1907年 4月の文部省司11令第6号の

「特別学級」へと波及したと考える。その直接の契機となる関係法制は， 1894年 1月の文部省謬11

令第 1号， 1903年 4月の文部省令第 11号「小学校令施持規則中改正」及び1904年 1月の文部

省認11令「東京高等部範学校附属小学校第二部若ノ¥第三部ニ於テ二部教授方j，伺号外「女子高等

師範学校紺属小学校第二部若ノ¥第三部ニ於テ二部教援方」並びに，同日地方長官宛普通学務局
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長通燦辰普甲第 78号「師範学校附属小学校ニ二部教授施設方」であると考えられる。文部省令

第12号「学級繍命IJ等ニ関スル規則Jは，文部省令第 11号第3節「編脅し規程に取り込まれ廃

止となった。同編制規寝第 34条第3項には r児童ノ就学上又ハ教授上特剖ノ必要アルトキ」

が追加された。更に，第 78号には r小学校令縮行規則第 34条規定ノ二部教授は施行後日尚浅

ク学理方法トモ攻究ノ余地少ナシトセス且教員校舎其他ノ都合上此ノ編制ヲ要スル場合多々可

とあるように，二部教授施設が「児童の就学上の，又は教授上の特加の必要」により開

設して，教授法の研究開発を求めている。又， 1904年2月の静縄県三第 326号ノ 1r師範学校

附属小学校単級ノ学級ニ二部教授法施行方」照会に，文部省普通学務局は，関年同月辰普甲 513

号で「照会の趣了承J と単級告Ijの学級に二部教授を認める問答を与えている。これらの法制に

より，文部省内で「特別学級」に関する研究の必要を認識し，名称概念の法的根拠が次第に回

まっていったのである。

「特別学級J史研究は，その学級設量学校種別で区分すると，公立小学校の「特別学級Jと師

範学校附属小学校の「特別学級jの二つに分けられるo前者は，杉田持(1962)，飯森義次(1964)， 

北沢清司 (1967)，戸崎敬子 (1967)，藤井力夫 (1967)，迫ゆかり (1985，1989)らによる地方

史ないしは学校史研究としてすすめられてきた。後者は，飯間貞雄(1966)，大久保哲夫(1971)， 

佐藤静夫 (1972) らにより学校史としてすすめられた。大井清宮 (1975)は，全国の師範学校

関属小学校の「特別学級」にって，学級名称，対象児童，開設・廃止年月日とその理由等を再

調査した。この調査研究では，師範学校附属小学校「特別学級」の開設時期が r明治末期」と

「大正末期から昭和初期」に分けられること。学級の名称、は，明治期には「晩熟生学級」・「補助

学級」・「低能児学級」等さまざまであるのに対して，大正・昭和期には「特加学級j，r促進学

級」等が用いられていることを明らかにした。杉浦守邦 (1978.3.)は，地方教育史から B本に

おける精神薄弱教育の「より具体的な再構成を意関」して，膨大な史資料を泰に山形県の特殊

教育史(精神薄弱児教育編)を詳述している。この山形県特殊教育史で取り上げられた参考文

献と史資料は，その後の特別学級史等の研究者に引用された。追ゆかりは r劣等児・低能見学

級史研究の動向 (1989.9.)j により学級史研究の動向と課題を務理した。これらのモノグラフ

は，清水寛と戸崎敬子 (1985-1992)により到達点に至った。そして r特別学級J 史研究は，

戸崎敬子の r特別学級研究一…第二次大戦前の特別学級の実態一一 (1993.2.)~により一応の完

成をみた。

戸崎敬子は，それぞれの先行研究において「特別学級」として位置づけられた諸事例を系統

的に再整理して，分析することによって，戦前の「特別学級」の金属的な傾向を摘出している。

それによれば r特別学級jの開設時期は，大別して二つの特徴的な時期があるとする。第ーの

時期は， 1908年を前後とする開設輿騒期，第二の時期は， 1922年から 1925年を中心とするの

開設興隆期である。学級の名称は，第一期では「劣等児学級j，r低能児学級」と呼lまれる学級

が多く，第ニ期では「特別学級j，r促進学級j，r補助学級Jや能力別学級編制による「劣組」

が飛躍的に多いとしている。この戸崎の研究成楽に学びながら，劣等児・低能児の「特別学級」

の成立の背景と過程を「明治期J と「大正・昭和期」にわけて概説する。

{明治期] 我が留の近代教育制度は， 1872年の学術j頒布から 1885年の第三次「教育令」制定ま

でを創始期とすると， 1886年代から 1900年代は確立期とみなすことができる oすなわち，近代

教育制度は，第一次「小学校令」から第三次「小学校令j の制定の期間において教育日的，教

育内容が明確にされた。そして，見童l土，国家が求める人民として必要な一定水準の学力を要
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求され，その捜修が義務づけられた。その履修の評価は，義務教育機関である小学校において

は，法令が定める課程履修を暴挙とする諜桂主義が採用されている。従って，その課程を韓修

し得ない場合は原級留置，すなわち r落第生」となり，再度その課程を履修しなおすことで，

その教育内容の習得が図られることになるのである。しかし， 1900年の第三次「小学校令」が

制定されたころから，義務教育の就学歩合が急激に上昇したことにより，その教育対象が多様

化して，必然的に進級できない「学業成績不良児童Jや「落第生」が量的に増大していくこと

になるのである。そうした落第生や学業成績不良児童が教育実賎上の問題として顕現すると，

それらの児童の教育的な救済方法として「特別学級」を編成した特別教育が試みられたのであ

るO

学校教育に熱心に取り組んだ長野県は，義務教育の普及率も高<，教育県として名をあげて

いた。長野尋常小学校は， 1889年に新入学児童に試験を実摘して，その結果により能力別学級

を編成した。新入学児童のなかの「学業成績不良児童」問題に対応する「特別学級Jの先駆的

な取り組みであった。しかし，この学級は 1891年に廃止され，その後1896年に「鈍児学級」

として再開設され，さらに 1901年には「晩熟児学級」に， 1907年には「低能者学級」と名称を

変え，教育の笑態も変遷していくのである制。

松本尋常小学校は，教育の実績を上げる学級編制の方法として，平等教授による「関年級」

方式と能力別教授による「等差級」方式について協議し，論議の末に「管理ノ利ヲ捨テ，教授

ノ便ニヨリ従来ニ編命Ijヲ改メJて後者の方式を採用した。そして， 1890年4丹に一年級から四

年級まで学力}I演に組を編制(一年級:男早組1，女甲組1，男女乙組1，二年級:男女各甲乙

丙丁組4，三年級:男各甲乙丙丁紐4，女各Ej3乙丙組3，四年級男女各甲乙丙了組3)した

誌か，落第生組2学級，幼稚鴎組2学級，裁縫科組5学級を編成した。この松本尋常小学校の

「落第生J組の実践は，三か年後の 1894年3月で終わっている。廃止の理由は r劣等学級生は

他の侮辱を受くると共に自暴自棄の念を起しllJll育上の障害となり又各学級教授の進度を異にし

授業上の統一を欠き且教員何れも劣等学級に当たるを嫌悪する等の弊害あり従って其成績予想、

の如く佳良ならざる(後略)Jというものである註9。長野県において，これらの「特別学級」が

全国に先駆けて開設された背景には，就学歩合が全障の首位を占める高さと，学校が大規模だっ

たことが考えられる。そして，これらの学級が目的としたのは，学力の獲得であり，その特別

学級は障害をもっ児童の教育として成立していたわけで、はなかった。明治 1889年代に「特別学

級」の開設が見られるのは，この長野県の事例だけであり，全国的な動きとなってくるのは 1908

を中心とする時期である。この時期，教育現場では就学歩合が飛躍的に上昇し，第二次「小

学校令」で学級編制の碁準が規定されたことにより，一校あたりの学級数は確実に増加していっ

た。同一学年多学級からなる大規模小学校では，学習の効率を上けるための望ましい学級編寄り

が r劣等児j教育問題を含んだ教育実践上の問題となっていた。この時期の特徴は，師範学校

附属小学校の「特別学級J開設の都合が高いことである O 戸崎敬子 (1993.2.)によれば，この

時期の「特別学級」開設校数は 38校あり，そのうち 12校 (31.6%)が師範学校附属小学校で

ある。第二の開設興隆期では，開設校数が123校あるうち師範学校附属小学校における開設校

数は 11校 (8.90%)である。従って，第一の開設興隆期における師範学校紺属小学校の占める

割合の高さがうかがえる。その契機となったのが， 1907年4丹に出された文部省訓令第6号に

よる「特別学級」設霊の奨励である。

この訓令の発案者について， )11本字之介 (1954.12.詰10)は，服部教ーの「目下独逸ニ行ハル
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jレ新小学校編制法 (W官報~ 7003. 1906.10.31.)J中の「補助学校又ハ補助学級及びマンハイム

学校組織」と「独逸ニ於ケル富教育ノ普及ヲ述べ併セテ我日本ノ盲唖教育制度ニ及フ ，(W官報』

7053. 1907.1.4.)Jの二つの報告書が非常に有意義で、あり，はなはだ習11令の記述に近い意見であ

ると述べている。しかも， )11本は 1954年7月に服部教ーを奈良市に訪ね，発案者であることを

確かめている o 杉浦守邦 (1978.3.詑11)は，特別学級設置奨励発案への推進役について，川本字

之介があげた競部教ーの他に鈴木治太部の名をあげ，それぞれに根拠となるものを示している。

中村勝ニ(1985.5ア吋は，服部教一説を取り上げている。そして，当時文部省で要職にあった

服部教一位13が文部省訓令第6号制定に影響を与えたと，次のように論じている(原文のまま)。

「服部教ーと文部省特別学級殺蹟奨励」

一方，こうした教脊界の動向を背景に欧米における「特殊教育」の状祝が紹介されるが，それはこの穫の問題

に対する教育界の関心や笑践研究の必要性を一層高めるものであった。この期には精神医学者，教育者，教脊行

政家等によってそれぞ、れの立場からとりあげられているが，訪11令第六号との関係でみるとき，なかでも服部教ー

の存在は大きい。当時普通学務局第三課長という要職にあり，かつ行政法取調べの任務を負って欽米に派遺され

た服部は，ベルリンに滞在中の 1906(明治39)年 10月に「悶下独逸ニ於ケル新小学校編成法(筆者詮]官報に

l立「目下独逸に行はるる新小学校繍制法」とある)Jを官事長に報告し，そのなかで①補助学校又は補助学級，②「マ

ンハイム」学校組織，③附録，身体ノ不具病弱害事ノ為ニ設ケタル特別学校又は学級等，について詳しく紹介して

いる o そして， 1907年 1月には r独逸ニ於ケル青磁教育ノ普及ヲ述へ併セテ我日本ノ富唖教育制度ニ及プ」と

題する第二問自の報告を行ない，①磁学校，②護学校，③日本ノ盲唖教脊ニ関スル希望，について言及している。

このニつの報告に綴る服部の基本的な考えは，先進国の国カの充実は何よりも教育の徹底，普及にあり，この種

の教育の必要もまた教育政策上不可欠であるとするものであった。このような考えは，際主客別に対象をとり上げ，

その教育研究が将来において必要であるとした言11令のそれに近似するものであり oまた服部の地位や任務を考え

あわせるとき，訪11令に対して与えた影響は無視できない。 (pp.191…192.)

そのドイツにおける新編制法とは，従来の如く単に生徒の年齢により学級を分つ外に其能力

の優劣により特別学扱を設ける」ものであり，その対象となる児童は r白痴と名くるにヨきら

なくとも脳力薄弱にして小学校へ入学しでも学力進歩せず二年も三年も引続き落第するといふよ

うな小供」であった。服部教ーがこの能力別編制法を取り上げたのは，ドイツの関力を高めてい

るのが，心身の不完全なもの」にもそれぞれに適応する教育をしているためであると考えたか

らであろう。川本字之介らが述べているように，底力を高めるためには，教育の普及，徹底が

大前提であり， ドイツのような能力関学級繍制をして「心身不完全なるもの」も一人も漏らす

ことなし適応の教育をすることが必要で、あるとしたこの報告は，既述したような当時の社会

状況を背景に，文部省の政策に大きな影響を与えるものであったと思われる。平田勝政(1995.3)

は，訪11令市Ij定に関して，新たな根拠を次のように示している。それは乙竹岩造や服部教ーの海

外教育措報の提供と日露戦争後の盲聾教育運動(小四億八ら)が影響したと論述している。

この時期，特別学級」開設の中心となる師範学校附属小学校は，教員養成機関である締範学

校の整備，拡充の過程で開設されてくるものである。その開設以前，蹄範学校では師範学校の

生徒を児童に見立てて教授法の言11練を行っていたが，それにも限界があり， 1883年7丹に「府

県立師範学校通知IJJ を制定した。その第 10条には，府県立師範学校ハ生徒実地練習ノ用ニ充

ツルニ足ルヘキ附属小学校ヲ設ケ兼テ管内小学校ノ模範トナスヘキモノトス」と規定して，附

属小学校の役割，性格を明確にし，その設立を義務づけた。ここに，師範学校附属小学校は，

締範学校生の実地訓練の場であるとともに，地域の小学校の模範校として位置づけられた。模



84 教育学研究科紀要第 86寺子

範校とは，教育研究を行うことが不可欠であり，そのため附属小学校は地方教育界の指導的立

場に立つものであった。 1907年の文部省訓令ftt，各地の師範学校附属小学校は r劣等克等」の

教育関題に着手し r特別学級」を開設した。その開設期間は，東京高等師範学校附属小学校が

1908年-1944年，奈良女子高等師範附属小学校が1912年-1925年である以外は，学級廃止年

が不明である学校も多いが，そのほとんどは銀命であった。これは，この時期の師範学校附属

小学校の取り組みの特徴である。「特別学級」が短命に終わった原田は，大きく二つ考えられよ

う。その一つは，特別学級は「訓令」によって奨励され，設置されたが r訓令」は奨励するだ

けにとどまり，その学級を維持していくための制度的・財政的な裏づけに欠けていたことであ

る。もう一つの涼因は r特別学級」を開設させる基盤となる，問一学年多学級における「劣等

児等」の教育問題が必ずしも師範学校附属小学校内部の教育実践上の課題であったとは雷えな

いことにある。つまり r劣等児等」の陪題は，階属小学校内部から発意されて立ち上がって研

究したのではなく，地方における紺属小学校の指導的役割を担うために，当時の教育界一般の

問題であった「劣等児等Jの教育について研究したという事情が r特別学級」を短命に終わら

せた要因の一つであった。

1887年代，全国に先駆けて長野県で開設きれた「特別学級」の対象児童は，いずれも課程主

義のもとでの一定の課程を修了できないような学業成績不良児童であり，彼らの救済を呂的と

して能力別学級編制が実施されたのであった。戸崎敬子(1993.2.)は，この時期の「特別学級」

開設の理由を整理している o 戸崎によれば，一番多いのが「劣等児(学業成績不良児童)の救

済」で，この時期における学級開設の理由の半数以上を占めている。二番目に多い開設理由は，

「能力別指導」や「偲性に応じた指導」の実現のためというものである o それは，能力加に繍成

された学級が，結果として「劣等児等」の救済のための学級となった教育先進県長野の事例か

ら見ても，この能力別編成というのは r劣等児」のための「特別学級」と関係があることがわ

かるo ところで，明治期に開設され，短命で終わっていった学級の大半は，師範学校附属小学

校，公立小学校の違いにもかかわらず r劣等児(学業成績不良児童)Jの学力向上を目指した

ものであった。そして， 1907年頃から単なる学業成績不良児童とは異なる r低能児J，r最劣等

児J と呼ばれる児童を対象とした学級が登場し始める。長野県後町小学校の「低能者学級詰14J 

や東京高等部範学校時属小学校の「補助学級詑1ちなどがその例である。長野県後町小学校の「低

能者学級」は，長野尋常小学校の「晩熟生学級」を受け継いだもので， 1907年頃には「低能者

学級」と呼ばれるようになっていた。この学級の対象児童は，出席日数が授業日数の三分の一

以上あっても成績不良である児童で，学力考査と身体状況を参考にして選ばれている。つまり，

貧困や疾病などのために出席が不規制になり，その結果，成績不良となった児童が対象からは

ずされ，十分に出席しているのに教育効果の見られない児童が対象となっている o この入級条

件から見て，学校教育現場においては，単なる成績不良児童と知的能力の障害を伴う「低能兇」

との区別について意識されはじめていたのである。しかし，この時期には，まだ知的能力を測

る方法がなしその基準としては学業成績に頼っていた。又，教育内容は，盟諸と算数の反護

練習が中心の水増し教育で r劣等児」教育と比べて特殊性は見られない。

東京高等師範学校附属小学校では， 1907年の文部省WII令第6号を契機に「特加学級Jが開設

された。 1912年には，学級の名称を「補助学級」と変えている o 当初の対象児震は r低能見J

で，精神的な連れと身体的な劣弱さを持ち，従来の教育方法では教育効巣が期待できない児童

であった。対象児童は，文京区内の 1，000名の児童から 7人を選抜した。教育内容は，知育てや
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はなく，将来職業を持って生活できるようにするための教育を中心としたものであった。教授

に際しでも，できるだけ感覚に訴えて教授することや，少数内容をよく練習すること，個人的

に教授することなどに注意が払われた。東京高等部範学校附属小学校の「補助学級Jは，対象

児童，教育日標，教育内容などから見て，単なる「劣等児」教育とは異なる特殊性を持ったも

のであった。しかし，学級の拡張のために必要な費用や教具・運動具にいたるまで，文部省か

ら予算が下りず不十分な状況のため r低能児」教育として維持していくことができずに， r{!];; 

能児J教育よりも特別な設備を要しない「劣等児j 教脊の研究へと，その内容が変化していっ

た。ここでも，それまでの「劣等児(学業成蹟不良児童)jとは異なる，知的能力にかかわる成

績不良児童が「低能児」として意識されている。そして，教育内容は，次第に「劣等児」を対

象としたものへと移行して行き r補助学級Jにおける「低能見」教育も一時的な試みに終わっ

てしまったのであるo

[大正・唱和期} 我が国の近代教育制度は，大正時代に入っても明治時代の教育を引き継いで

更に拡充発展させる時期となっていたにもかかわらず，第一次世界大戦に突入し，経済の異常

な進展があり，そのことが教育制度の実施にも影響を与えていった。

昭和期になり，大正期に立てられた諸描策が拡充され発展が毘られたが，関家全体が戦時体

制へと進んでいった。 1922年から 1925年頃は，劣等児等の「特別j学級」開設の第二の興隆期で

ある。「特別学級」に関しては，制度的な変イちは特にみられないが，その対象児童である「劣等

児・低能鬼j の概念は，第一次世界大戦後の民主主義の思想が広まり，大正デモクラシー運動

が展開される社会状況のなかで次第に変色していった。明治後期では，成績不良見童の学力向

上のための「特別学級j が，師範学校附属小学校で開設される割合が高かったが，その開設数

は大正に入り激減している。そして，碍ぴ増加を見せるのが大正10年時代である。この時期の

開設事例jは，公立小学校における開設が多く，戦前において「特別学級J が最も普及した時期

である。そうした増加傾向に大きな影響を与えたのは，文部省の学校衛生課及ぴ社会教育課の

特殊教育政策であった。大正期には，この政策のーっとして「特別学級」の実態調査が行われ

ている。その実態調査を概観して検討しながら r特別学級」の成立の実態を論述する。

文部省は， 1923年から 1925年の間に「特別学級」に関する実態調査を 4由行っている。その

結果は，次の報告書に見ることができる。調査A:文部省文部大臣官房学校衛生課『特別学級

編棋に関する調査(1923年10月調査。 1924.7)~，調査B: 文部省普通学務局『全国特殊教育状

況 (1923 年 12 月調査。 1924.11.)~，調査C: 文部省普通学務局『全国特殊教育状況 (1925 年

12 月調査。 1927. 1.)~，調査D: 文部省文部大臣官房学校衛生課 F特別学級編制に関する調査

(1926年3-4丹調査。 1927.6.)j。次に，調査結果の検討内容を述べる。

調査内容は，学校衛生諜による調査A.Dと普通学務局のよる調査8・Cでは多少異なるカミ

特別学級の設置学校数，学級数及び児童数，担任数，見輩選定法，学級編俗IJ，教科・教材の取

扱法等となっている。調査期間は，調査Aから調査Bまで3年間という短期間の調査であるに

もかかわらず，設護学校数は調査Aでは 190，調査Bでは 235，調査Cでは 138，調査Dでは 175

L 数的にかなりの差巽が見られる。特に調査Aと調査Bは，調査年が同じであるにもかかわ

らず，その差異は 40校以上である。このような数の変動は，学級数及ぴ克童数にも見られるo

このことは，調査方法の問題もあるが r特別学級Jの概念と性格の媛味さを示していると思わ

れる。

調査対象を見ると，調査Aでは「名称の如何に拘はらず比較的劣等児を現容せる学級j，調査
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Bでは「劣等党主主もしくは低能児童のための特殊の学級(劣等児，低能児ノ特殊教育ト認ムル

ニ足ルモノヲスベテ)j，識査Cでは「劣等児童もしくは低能児童のために特設した学級j，調査

Dでは「精神薄弱者(劣等児及び低能児)の特別学級(促進学級，補助学級)jとあるように，

「特別j学級」のとらえ方とその対象も不確かで、ある。それだけに，この数の変動は，これらの学

級性格の不確かさと成立碁盤の脆弱さによるものであると言える。

一学級の児章数については，その全国平均はそれぞ、れ，調変Aが43人，説査Bが40人，調

Cが27人，調査Dが7人と，いずれも多い。このことについては，各識査で問題として指擁

されている。例えば，調査B.Cの企画と分析検討を担当した社会教育説査端託青木誠四郎は，

B報告書のなかで次のように述べている。

「青木誠四郎の[特別学級の適正人数JJ
特殊の教育に於ける一学級の人員は，その最多ニ0名を以て限度とし，これ以上に出るときは，効果をあげ

る挙ができないと云ふ理論に照らしてこれを見れば(中路)児童量四O名以上であっては普通学級にあってきへ

も充分なる教授の効巣をあげる慈のできないと云はれる今8，かかる編成は甚だしき誤と云はなくてはならな

いのであって，主主の結果特殊教育施設の目的を充分に達することのできないのは推察するに難くない。これを

平均人員に見ても全様甚だしく多きに過ぐるを見る。今日の特殊教育にあっては，一学級人数の減少を試むる

ことが改議の第一歩と信ぜられるのである (pp.3…4.)

再様のことが，他の調査でも替われていることから，全国平均で見ると，一学級の児童数は，

対象児童に適切な教育をするには充分な状況になかったのである o

対象児童の選択方法は，調査Aでは i概ね学業成績の劣等なものを収容してゐるJ とされ，

算術や読方を中心とした学科試験の結果や i精神検査j により，知能指数70-80以下の見童

を対象としていた。調査Bでは，学業成績による場合，知能検査による場合，身体検査による

場合が示されているが，この中で最も多いのは，学業成績のみによるもので，選択方法につい

て報告のあった学校の 3分の 2を占めていた。そして iその特殊の教育をなすにあたっては，

単に児童を学業成績のみを以て選択し，従って見童についての学業成績のみを知って教育する

のは様めて効果少なきものと去はなくてはならぬJと現状を開題視している。更に iまず身体

について詳細なる調査をなしてその状況の知何を検し，一方智能査定を行ひて智能発達の程度

を決定し，更に環境鵡査或は本人の性行の調査を詳かにするの要がある」と提言して，そのよ

うに児童を選択している学校を紹介している。調査Cでは，学業成績のみによる選択が最も多

いが，知能検査による選択については，調査Bでは回答校の 24%なのに対して，調査Cでは 59%

に増えている。 1923年から 1925年までの閤に，知能検査が教育現場に普及したことがうかがえ

る。この報告でも，児童の選択方法は，学業成績と知能検査，身体検査を併用する必要が述べ

られているo 調査Dでは，その児童が「真性の精神薄弱者か，仮性の精神薄弱者か，それが一

時性か，永久性か」を決定するために，少なくとも知能検査と身体検査を必要とするが，現在

の状況は大多数が学業成績のみによって選択していると分析している。

学級編成法註16についてみると，調査Aにはまとめがない。調査Bでは，大多数の学級が単式

編制であるとしている O そして，これらの学級は i多くは多人数である関係上知能の正常なも

のをここに収容する事となり，また極めて多数中より少数を選沢する場合(三百人中より三O

~囲O人位以下)を除いては，また正常智能のものをこの学級に編成する事となる」ため，純

粋な「劣等児・低能児学級」として教脊することは難しいとしている。この時題を解決する方
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策としては，小規模学校では「無学年学級の単級的」編成による方法で，大規模小学校では擾

式編成方法をとり，劣等児等に特別な個別教育ができるように嬬成する事を提言している。「挙

式嬬成jとは，同一学年で学級を構成するということである。一学年に 40人もの劣等児等が存

在するということは考え難いので，ここで述べられている単式編成の「特別学級」とは，劣等

児等だけを収容しているのではなく r正常知能の見輩」が混在している特別学級ではないかと

推測される。そのため，特別学級において劣等児等の教育を徹底させるためには，同一学年か

ら編成される単式編成ではなく，各学年より数名を選んで，単級的な「無学年学級」が必要で、

あると述べているのである。「単級編成」とは，一つの学校に一学級のみ開設し，そこに学年を

越えて全児童を収容するという学級編制である。しかし，ここでいう単級とは，複数の普通学

級のほかに「特別学級」を一学級開設し，そこに各学年から選んだ劣等児等を集めた「無学年

学級」という意味であろう。調査Bでは，単級的な「無学年学級」編成が「劣等児・低能児」

教育の効巣を上げるために必要だと提言している。同様に，調査Cでも単式編成によって同一

学年の克童のみを一学級に収容する場合には r比較的高き知能のものと共に低き知能のものを

収容しなくてはならない」ので r多くの学年の鬼童を一学級に収容するJ編成方法の方が，知

能の程度から考えて「肉質の児童」を同じ学級にi反容することができて，児童の教育要求に応、

えられるため望ましいとしている。そして現状においても，その望ましい編成方法をとってい

る学級が多いと報告している。調査Dでは r特別学級J363学級中，64学級が複式編成(17.6%)，

16学級が無学年組織の学級 (4.4.%)で，それ以外の大多数の283学級は単式編成 (77.1%)

になっている。同一学年の単式編成は，一学扱の収容人員の数が多くなってしまうという欠点

が生じるので，このような現状では複式的な取り扱いをするのが望ましいとしている。学級の

編成方法については，調変B，Dが単式踊成が多数を占めているという点で一致している。と

ころが，調査Cにおいては，他の報告に比較して単式編成は著しく少ない。又，学級編成法の

大半は，間定式の学級であるが，教科によって普通学級に戻る移動式の学級も存在していた。

調査Aに事例校として紹介されている東京市林町尋常小学校の促進学扱が移動式であった。こ

こでは r一部i反容法」と呼ばれ r一部の教育上の欠陥に基づく成績不虫児に対するi反容法で

彼のもっとも不良とする方面の教科目のみを当促進学級に於て取扱ひ其他は成る可く元の学級

に於て取扱ふ」いう方法を採用していた。この方式は，現在我が閣で実施されてれいる「通級

指導」方式の原型であると考えられる。調査B・Dで共通の実態として示されている単式編成

で， 40名程度の児童数の「特別学級」の実態は， も指摘されているように，個別的な

指導をすることが困難であり，特別教育としての話的が充分に果たせるような「特別学級」で

はなかったと考える。

教育内容・方法についてみると，調査Aにおいては，全国的な状祝は報告されていない。調

査B・C.Dについてみると，教科目の取捨選択については小学校令において許されていない

ので，教育内容の程度や教材の工夫などにより適当な取捨選択を行う傾向にあった。その取捨

選択の方法は，年齢に相当する学年の教材において蒸本的な事項を選択するもの，学科によっ

ては低学年の教材を選択するものなどに分かれている。全体的傾向としては，指導内容を軽減

して児童の負担を減らし，見輩の能力に適応するものを教授する場合が多い。

教授上の注意としてあげられている事項は1.教材をできるだけ具体化すること 2.読方

や算術では基本的事項の反復練習を重視すること 3.個別指導を主とし 4.児童が教育内容

に興味をもてるように工夫すること， 5.体操では遊戯を中心に自由にあそばせる中で運動機能
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の謬11練をすることなどである。このように教育内容・方法における現状は，法令で定められて

いる教科内1:"，教材の取捨選択を行い，児童の状態に合わせた指導方法を工夫するというもの

である。こうした現状に対して，調査C報告には，次のような疑問と提言が見られる。

f[特別学級]での指導内容と教材J

劣等児の教育に於て最初に考慮すべきものは，現行の小学校令による教科をそのまま襲用するや否やの問題

である。(中野各)また現在の教科課程は正常児を襟準として作られたものと推定することは緩めてき当然の事であ

るから，これが必すしも知能劣等なるものに適当なりとは断定し難い (pp.45…49.) (中略)

「特殊教脊に於ては尚その特殊の目的のために特別の教育をなす必要がある。感覚教育，生活訓練J職業訓練，

誉諮矯工Eの如きはその最も必要なものに数へらるべきものと思ふ。これらの児支は就学するにあたって他の児

童に於てはすでに，比較的完成されているとも見られる感窓的知識に乏しし生活の訓練も完成してゐないの

で、あって，そのために他日非常に不都合を生ずることは実際の教育にあたらる、人々の夜ちに気のつく点と，思

ふ。きればこの種訓練にこれに加ふるに言語練習を以ってすれば，まづ日常の生活には支障なし後日の生活

の恭礎を完全すること、なるのである。

而してその将来のための職業的教育の丞礎を作ることは尚望ましいこと、云わねばなるまい。全国各地に行

はるる特殊教育に於いては，この稜の訓練は尚不充分である(後略) (p.72.) 

当時の実情は i特別学級」における特別教育という観点からを見ると，多くの事例において，

その実態は特別教育とはかけ離れた学力向上を主体としたものであったといえよう。

以上，文部省によって実施された 4間の調奈報告書を概観した。大正未期の「特別学級」は，

知能検査の普及に伴い，その対象として知能の問題から学業成績不良となる児童の存在を認識

したものであるが，対象児童の選別に際しては，未だ，学業成績のみを基準としている場合が

多い。つまり i精神薄弱見」の教育としての特徴を持つ事例も少数ながら報告されているよう

に，この時期の「特別学級」 は，精神薄弱児の特別教育的性格への変移の様相を示しながらも，

会国的な状況としては学業成綴不良先輩の学級を中心として，多様な教育内容・方法と教育組

織の形態を内包する学級として存在していたといえよう。

1.3.特別教育対象児の r呼称」の整理

序章，1.1.並び、に1.2.において論述したように，戦前においては，障害をもっ児童に関する

概念については明確には識別されておらず，その用語も「痴児j，i癒癒白痴j，i劣等児j，刊誌

能児j，i精神薄弱児J等さまざまであった。特別教育先進系の『長野県特殊教育史 (1979.3.)，jJ

には i精神薄弱」という用語はなく，成績不良児童，落第生，劣等生，低能児，晩熟生，鈍児，

白痴など七つの「呼称」が使用されている o これらの呼称には，現行の学業不振児童から身心

の疾病に起因する障害児まで多様な児童が含まれている。

本稿では，特別教育対象児の概念について，当時の使用された背景から整理するが，概念規

定については茂木俊彦ら(1992.2.)の先行研究にゆずる。

幕未から明治初期に欧米より紹介された特殊教育事情の中で使用される障害児に関する用語

は，福沢諭吉の『西洋事情 (1866)，jJで翻訳された「痴児j という用語が多く使われている o

「癒織白痴Jにつては， 1878年に公布された地方行政三新法(郡区町村編制法・府県会規則・

地方税規則)に，選挙権・被選挙権の欠格条項として「癒癒白痴ノ者」の規定が見られる。癒

癒白痴の者は，公民権の喪失者であるばかりでなく，社会的に欠格者としてみなされており，
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この法規精神は府県会から底町村会の規則にまで浸透していた(後述)。このように，癒癒白

痴j ，ま「社会的欠格者」とする人間観は，教育界にも広がり 1880年 12月の教育令の改正に伴

う1881年1月の「就学督責起草心得」で，廃疾ノ者(，癒癒白痴」を含む)jが就学の対象外

とされた。以後，第一次「小学校令j，第二次「小学校令」の就学猶予・免除規程で，癒癒白

痴」は「疾病家計閤窮其他止ムヲ得サル事故」のーっとみなされ，義務教育の対象外となった。

三宅鉱ーは IF通{制丙的見童心理講話 (1910.10.) ~のなかで，白痴J について次のように説明

している。

白痴殺は智力は殆ど皆無で，何一つするにしてもよく考へて行動するといふようなことはなし全く其の時

其の時の出来心で衝動的に動く。(中略)白痴は人間といふよりも寧ろ動物といふ方に近い (p.96.)

当時精神医学の第一人者である一 の「楓横白痴」観は，当時の社会における代表的

なものである。 1900年に第三次「小学校令Jが制定されたころから義務教育の就学歩合は急上

昇を見せる。しかし，ここでの義務教育の就学歩合とは，第二次「小学校令」までの規定を引

き継いで，癒犠白痴Jの児童を就学免除として排除した上でのものである。当時「白調」とさ

れた児童は，三宅鉱ーが「白痴学校で相当の教育を施すか「白痴院j にあずけて看護をしても

らうのが良い (pp.97-98.)j と，述べているように，教育不可能態」として義諸教脊から見捨

てられていた。

「劣等児等Jとは，このような「白痴J児を義務教育の対象外とした上に成り立っている，義

務教育対象児の中の特別な児童のことである。それは r白痴jのような病的な特質を含まない

児童を指すはずでれあった。しかし，義務教育の普及にともない，次第に単なる成績不良児童と

は状態像を異にした児童として扱われるのである。明治も未期に近づいてくるころ，義務教育

の普及にともない，教育対象児童が多様化して，その結果一定の教育課躍を履修し得ない，主

に貧困閣の児童が量的に増大して，教育問題として顕現した。彼らは，劣等児(学業成績不良

児童)jと呼称され，単純な成績不良児童が大部分であった。つまり，貧困や疾病という生活状

況ゆえに出席が不規則になり，義務教育年限内でその諜粧を修了することが難しい児童である。

しかし，その中には単なる成績不良児童とは異なる，生理学的な原因によって成績不良になる

児童の存夜が意識されだしてきた。彼らは「劣等児Jと区別され，低能鬼j，'最劣等児」など

と呼ばれた。義務教育の対象外であった「賦横自癒」とは異なるが，従来の教育方法ではその

教育内容を理解させることが困難な，しかも，劣等見」とも異なる児童である。そして，この

時期に知能発達にかかわる「低能鬼(精神薄弱児)jという概念が生まれたと考えられる。

1887年当時，義務教育体制が進んでいた長野県では，落第生組Jや「鈍児学級」などと名づ

けられた「特関学級」が試みられているが，全国的には成績不良児童問題は顕在化していなかっ

た。すなわち，当時の教育界では，障害児と単純な成績不良児童との違いを明確にして指導を

行う思想も方法も充分整っていなかったのである。

大正期に入ると，明治期に顕現イちしてきた「劣等児」・「低能児」問題に関して，文部省普通

学務局第四課を中心に「就学児童保護施設講習会」開保，低能児教育調査委員会」設置，低

能児教育講潔会J開催などの取り組みが展賭される。これらの取り組みは，この時期の「特別

学級」開設に大きな影響を与えていたと考えられ，ここで、は，これらの講習会における「劣等

児j ，低能児」概念について概説する。
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1920年9月には i就学児童保護施設講習会設18Jが一週間にわたって関かれている。講習会

の目的は，児童保護の教育事業の従事者に，その特殊施設に関する知識を普及することと児童

保護に関する基礎的な研究を紹介することにあった。講習の対象者は i各府県学務当事者一名，

各市視学又は学務当事者一名及穂識者として小学校長及学務委員」とされ，実際の出席者は「東

京府社会教育主事官由幹氏以下全国各府県よりの聴講者百三十名Jであった。講習会講義録は，

文部省普通学務局編の f就学児童保護施設の研究 (1921.9.)結 19.1として刊行され，当期の「特

別学級」の全国的な普及に影響を与えた。講習会では，東京高等師範学校附属小学校訓導黒沼

勇太郎の「劣等児教育の実際 (pp.195-240.)Jと東京高等師範学校教授楢崎浅太郎の「低能児の

特徴並其鑑別法 (pp.89-194.)j のなかで「劣等児j，i低能児Jの概念に言及している。

特別学級の担任であった黒沼勇太部は，いわゆる精神薄弱児を「白梅ム「痴愚j，i魯鈍」の

三段階に分類して，次のように解説している(摘記)。

F罪悪j自勇太郎の段痴，痴愚，魯鋭敏」

「白痴」とは学校教育は不可能なもので総設に収容保護する対象であり r痴怒」は何度も繰り返し教えれば

一言くらいは覚えられるものであり魯鈍」は二十回か三十回も教えればわかるが，普通の学校では教育でき

ないものである。この中で「低能児」については痴愚・魯鈍」のことをさし r劣等児」とは普通の学校で

も何とか教育できるものである

一方楢崎浅太郎は i低能児」を鑑別するための知能検査法を次のように紹介している(摘記)。

「磯崎浅太郎知能検査銭」

どのようなものを正常というのか， という基準がなければ「低能児」の鑑別は不可能であり， 日本にはまだ

その基準がないので，主主の意味での「低能児」の鑑別はできない。(中盟各)知終検査法の確立が「低能児」の鑑

別と教育方法の発見，職業の選択にとって重要である。ここではまだ，その低能児の概念が確立しておらず，

概念、形成のためにも知能検査法の擁立が重重要な課題である

1921年には i低能児教育調査委員会誼20jが設定された。本委員会は i先ず，劣等児，低能，

白痴，痴鈍等の名称の統一や，其の心理測定の方法の基準，智能指数の算定等に関する標準を

調査し，次いで其の教育の制度等に及び，更に進んで教育方法の実際問題をも取扱って調査研

究する」ことを主要課題としてあげている。この委員会でどのような成果があったのかは明ら

かではないが，翌年に開催された「低能児教育講習会Jの講師が，本委員会の調査委員で構成

されていたことから，本講習と関連していたと考えられる O

「低能児教育講習会註21jは， 1922年 7月25日から一週間にわたって開催された。参加対象者

比「道府県，郡市祖学，小学校教員其他特殊教育ニ従事スルモノJとして，百名くらいを限度

に聴講者を募集したが，二百名を超える申し込みがあったほどの盛況ぷりだった。このことか

らも，当時，劣等克・低能児等の教育が，教育現場で大きな課題であったことがうかがえる。

講習内容は 1低能児及病的児童の診断及治療， 2.低能児の学級編橋Jj及其取扱， 3.個人及団

体精神検査法， 4.智能と学習作用であった。この講習会での講義記録は，出版物として刊行さ

れていない。杉倒産樹は，刊誌能児及病的児童の診断及治療」を 10時間講話した。杉田

i"{s";能児及不良児の産学的考察 (1923.3.)結22.1には，講習会時の「低能見に関する講話」の速記

錬が収録されているo そのなかの概念規定の部分に関する内容を次に摘記する。
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「杉沼蜜械の低能!怠等の概念と特別教育論」

教脊上の「低能児」とは著しい知カの欠織のために，教育上特別な取り扱いをしなければならないような精

神発脊障害を持った子どもである。この「低能児」の概念が，医学の側と教育のiJlgとで異なる o まず， r {fi;能!尽J

の定義については，教育の立場では，さき待感んであった知カ検査の結果だけで刊誌能児」を鑑別しがちだが，

医学的には，その欠陥の発生原協やいろいろな症状を診察して，脳のどこに原図があるかなどを採り，個々の

現在の状態によって分類する。また， r {fi;能児」の分類については，教育の立場では生活年齢でい知力年齢を割っ

て知能指数を算出し，それによって「低能Jr劣等J r普通Jr優秀」などと分類する。しかし，この方法では，

ただ現在の程度を表すもので，その児童の発達の見通しを考慮したものではない。それに対して，医学的には

「知能の発達の程度(白痴・痴怒・魯鈍)J， r喜多~'I間金の如何(興奮型か痴鈍裂か)J， r先天性か後天性か」といラ

ことを考慮して分類を行う立場である。又白痴J，r痴愚J，r魯鈍」の定義は，知能指数を基準とするのでは

なし「常人Jを恭準とした「知能年齢Jを指穏とする。「白痴」とは，いくら年をとっても知カ年齢6，7歳

以上にはならず，全然教育見込みのないものをいう。「痴怒」とは白痴」よりは知カが高いが，小学校卒業

程度の知カ以上にはすすまないものである。「魯鈍」とは r痴怒」よりももっと「常人Jに近く r常人Jより

もわずかに劣る程度のものである。特別教育は，すなわち，知能の分類は絶対的なものではなく，相互の間を

移行するものも数多くある。 r{fi;能兇」の教育的取り扱いについては，ただ一回の知能検査の結果で「低能児」

と決めてしまうのではなく，人情の知力は環境などによって変化することも考えられるのである。従って，い

つもその児叢の現時点て"の知能程度を基準に考え r特別学級」と「普通学級」のどちらで教育すべきかを選ぶ

べきで，一度「特別学級」に入った児童はニ度と「普通学級」に戻れないというような回定的な扱いは適当で

はない。 (pp.336-442.)

このように，杉図は医学の側から「低能児」を知能検査だけで鑑別し，その結果を絶対的な

ものとして「教育的なJ取り扱いをするのではなく，児童の変化，教育の環境，発達の可能性

を考慮しなければならないと指摘したのである。

文部省の体育課(学校錆生課が 1928年に改称)は， 1931王子2丹23日から 28日までの六日間，

「精神薄弱児童養護施設研究協議会」を開催した。研究協議会開催の趣旨を要約すると次のよう

になる。

「精神薄弱児蜜饗護施設講習会期俸の趣旨誼~

先天'全または後天性に精神の機能中知能発達の十分でない「精神薄弱児蜜」教育は，教養の根底には教育と

医学の共同動作を必要とし所謂治療教育の滋理に基づかねばならない。この見地から，学校衛生の立場により

散に忘れられている精神薄弱児支の教養を合理的にし彼等の福祉を増進する趣旨である o 研究発表と協議の成

果をもとに，この穫の児童の特殊養穫に関する教育制度の確立を期したい (p.62.)

ここには，文部省の精神薄弱の概念が述べられている。この趣旨を述べる文中には，よ護霊%ヰ

については，軽度の精神薄弱乃車中間者と称される者と位置づけている。参加対象者は，現在

精神薄弱児童の養護担当教員，養護教育を研究しようとする教員と学校医，その他による定員

150名であった。この議論の結果は，.精神薄弱見章養護措設に関する方案 (W学校衛生J11-5. 

pp.30-39. 1931. 5.) J としてまとめられた。これによれば，.特別学級」に収容すべき児童につ

いては1.軽度の精神薄弱児童 (IQ.90-70)は促進学級へ 2.重度の精神簿弱児童(IQ70以

下)は補助学級へ収容すべきであるとしている。ここで控目すべきは，.特別学級j は，促進学

級と補助学級をふくめた総称であることが明示されたことと，.精神薄弱克J，，.劣等見」の用語

を文部省や教育現場教師が使用していることである。研究協議の結果，.希望事項」として， 1. 

小学校に於ける精神薄弱児童の為めに特別学級の施設に関する規定を制定せられたし
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略)， 2.初等教育関係者に対して精神薄弱児童に関する教育を一麗強調せられたし(筆者略)

の二つを採決しているo

この研究協議会には，北海道から函館市東)11小学校訓導北川能光と小樽市色内小学校訓導高

山喜一郎の二名が参加している。両名は，それぞ、れの所属校において劣等児等の「特別学級」

を担当している(後述)。

1.4.まとめ r劣等児等の特別教育」

我が悶の戦前における劣等見等の特別教育は r学命IjJに始まる義務教育の普及・振興を踊る

強国な文教施策の展開過程のなかで成立した。すなわち，就学歩合の数的向上を自擦とした勧

学政策と画一的な知識注入教育は，学級組織の成立と学業成績不良見や落第生問題を顕現化さ

せていった。就学児主主が増加すれば，教育施設の援備と教育組織の編成方法が学校運営上の問

題となる。児童の個別性を考慮しない恭準学力の到達度による成績主義は学業成績不良見と落

第生を生み出し，学校経営上の問題となるのであるo 明治期における劣等児等の特別教育は，

これら学業成績不良児の救済措謹として，主に大規模校において成立した。

第二次「教育令」摘行後，府県の就学歩合成績の向上施策を進める必要から「就学督責規期」

を規定させた。第一次「小学令」では，就学義務を厳正に進める一方で‘，貧窮や疾病を理由に

就学猶予を規定している。第ニ次「小学令j は，劣等児等の特部教育の成立に大きな影響をも

たらした。その一つは，就学猶予に加えて免除規定による就学義務を一層厳正化したことであ

る。又，就学歩合の向上は，貧窮や疾病を理由としていた不就学児童が就学することを意味し

ていることから，それら不就学児童のなかには，軽・中程度の劣等児等が含まれていたことは

文部省などの調査結果からも明らかである。従って，就学歩合成績の向上によって多数の学業

成績不良児童と劣等見等の問題を発生させ，これらの児童の救済措置として特別教育問題が顕

現したのであるo

劣等児等の特別教育先進県である長野県は， 1891年の文部省令第12号「学級編制等ニ関スル

規制」第9条を根拠に， 1899年5月に「尋常小学校特別学級規程設定方」を文部省普通学務局

へ菓申した。それに対して，文部省は， 1899王子6月24日に亥普甲 952号で偶裁として通牒した。

我が器最初の特別学級は， 1890年に開設された長野猿松本尋常小学校の「落第生学級」である。

このことから，長野県は，特別学級の法的根拠の設定を検討していたことになる。

1890年代後半には，欧米における児童愛護思想や劣等児等の特別教育事情が紹介されるにつ

れて，額一主義教育への疑問と個性尊重の教育が論議されるようになった。又，精神医学，治

療教脊学，心理学の発達は，劣等児教育に関して，共に提携して理論と実践力を高める関係が

形成されていった。

文部省は，欧米諸国の新教育思想、と特別教育施策に後れをとったことから，会留に広がった

就学歩合成績の急、上昇に伴う劣等児等の特別教育問題への対策を漸く取り始めた。その一つが，

1907年の師範学校附属小学校での特関学級の実験的な開設である。そして，師範学校紺属小学

校を主に特別学級の興隆期が形成されていった。しかし，特別教育を実雄する法的基盤もない

ことから実験的開設期間は短く，一般の公立学校へ広〈浸透することもなかった。就学歩合成

績が98%に達していた明治末期には，就学児童のなかに学業成績不良児童とは明らかに異な

る，低能児・精神薄弱児などへの特別教育論や実践試行が顕現する。

日清・日露戦争は， -労働力を備えた国民資質の錬成を求め，学校教育は学力・体力・
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精神力の錬成に努めるようになる。そのために，能力主義的教育を効率化に進めたことから，

東京や大阪などの大規模校に特別学級が設還され，会盟的に第ニ興隆期を形成する。その要閣

となったものは，見輩の個性や自学性を尊重する新教育思想、による実践，知能検査法の開発に

よる科学的教授法への取り組み，学校衛生思想と社会事業思想の高揚による社会政策・刑事政

策上の問題，劣等児等の特別教育への文部行政の施策などによる潮流である。これらの潮流の

なかで， 1927年 12丹に出された文部省訓令第20号「児童生徒ノ個性尊重及職業指導ニ関スル

件」は，北海道における劣等見等の特別学級設罷へ影響を与えている。劣等児等の特別教育は，

低能克や精神薄弱児と呼称される児童を対象とする教育と学業成績不良見童や劣等児を対象と

する教育とに二分化していった。

1931年満州事変が勃発し，日中戦争へと拡大する時期には，劣等児等の特訓学級「補助学級・

促進学級j に代わって虚弱児童の「養護学級」が急、増している。これは，戦時体制が進行する

なかでは，健民育成が学校教育目標となったことと，国民病となりつつあった結核の社会防衛

上の施策によるものであった。

1941年の国民学校令の施行期には，養護学級と養護学校の設置規程がなされたが，戦時体制

のもとで国民学校の皇民錬成の教育が進められるなかで，劣等児等の「特別学級Jによる教育

はほとんど消滅するのであるo

第 1意義 註

1.就学歩合は帝国文部省統計審J，文部省年報』の各年度を参照した。

2. r学校教脊法Ji立， 1947年3月に法律第 26号として制定された。その第 I章総郊の第 23条には r保護者

が就学させなければならない子女で，病弱，発脊不完全その他止むを得ない事由がある保護者に対しては，

就学義務の猶予又は免除することができるJ と規程されている。

日々出席小学校生徒平均数 日々出席小学校学鈴生徒平均数
3.出席察口 X100 通学率，，--":，，，:~~-，:::，，， ._. x 100 

小学校生徒数 学齢児主主数

国立教育研究所 f日本近代教育百年史3 学校教育(I)Jpp.610-613. 1974.8. 

第2章の註織に北海道及ぴ全国の京高学歩合と出席歩合の推移についての資料を一覧表に作成して掲示した

(p.147)。

4. r護学校及重量畷学校令(勅令第 375号)Jは， 1924年4月1Bに施行された。そして，盲学校，重量殴学校は

ょうやく正規の学校体系の中にf支援づけられた。

1891年 11J'l文部省令第 18号「幼稚溺関番館事磁学校主主他小学校ニ類スル各稜学校私立ノj、学校等ニ関スル

規則」で，初めて盲唖学校に法的主幹則が与えられた。文部省官官計jでは， 1913年6月の文部省分課規定中に「第

一課ニ於テハ左ノ事務ヲ掌ル，六 盲唖教育及特殊教育ニ関スルコト」と，盲唖教育と特殊教育が併記され

ている。資性教育は，劣等児等の特殊教賓とは区別されていたのである o それは， 1924年12月施行の文部省

分譲規定中改正に，次のように教育毒事務所轄の分課が示されていることから明らかである。すなわち，学務

課は萄磁学校ニ潟スルコト」を所管し，社会教育=課は「特殊教育ニ関スルコト」を所管しているのである。

5 r児章生徒ノ個性尊重量及職業指導ニ関スル件」の前議きには，次のような趣旨が述べられている。「学校ニ

於テ児主量生徒ノ心身ノ傾向等ニ稽へテ適切ナル教育ヲ行ヒ吏ニ学校卒業後ノ進路ニ関シ青少年ヲシテ其ノ性

能ノ適スル所ニ向ハシムルハ時勢ノ進歩ト社会ノ推移トニ然シi匂ニ喫緊ノ婆務ニ属ス(以下省略)Jo1927年

11月2日には昭和の御代となったことから，祝日が，天長節・明治節.1月1日と改められた。時勢lま，

国家社会に有能な国民育成を求めているとの趣旨である」と。

しかし，第4主義で詳述するが，学校教育現場では r個性尊重と適性指導」の新教育思想は歓迎された。そ

れは，智能検査法の紹介と棺まって，劣等児等の特別教育への認識を高めて実践した函館市立東JlI小学校の

例がある。

6.内閣に附設された「教育審議会」には我カ、閣教育ノ内容オヨピ制度ノ刷新振興ニ関シ，実施スベキ方策」
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についての諮問がなされた。翌1938年 r図民学校ニ関スル婆綱」の中で特別教育に関して，次のような答

申をした。「精神又ハ身体ノ故障アル児童ニハ特別ノ教育施設ナラビニ之が対成方法ヲ議ズルヤウ考慮シ特ニ

E奇襲磁教脊ハ鴎民学校ニ準ジスミヤカニコレヲ義務教育トスルコト」と， 1言饗児童の義務教育制jの笑施を答

申した。しかし，満，+1毒事変， 日中戦争と膨大な家事費の捻出に苦慮していて政府は，実現に向けての方策を

とることはなかった。 1940年に就学義務総に必要な予算として約300万円が計上されたが実現の運ぴに至ら

なかった。そして， 1941年の「関民学校令Jにおいても，菌室筆児の就学義務総について触れられることはな

かった。(近代日本教脊制度史料編纂会 f近代日本教脊制度史料 第 15 巻~ pp.273←274.1957.10.) 

7.主主要な要議や運動をあげる。首護教育界は，就学義務制の制定獲得運動。精神薄弱関係者は， 1926 ~の第

一回会関児童保護会議での「低能児保護特殊教育令」の制定要望や「精神薄弱者保護法」制定獲得運動。肢

体不自由関係者は， 1934年に「不主主者教育令」制定の議願遼動の高まりを見せた。衆議院は， 1935年に「肢

体不自白者救護教育令制定ニ関スル建議」を可決した。 1938~に衆議i発は肢体不自由者教育令指iまさに関す

る議懸の意見書」を採択した。

1939年6月， 日本心王奨学会は，松本亦太郎会長名で内閣総理大怪・厚生大陸・大蔵大臣宛に「精神薄弱者

保護法制定並之が保護施設拡充方要望lこ隠する件J を建議した (f精神衛生~ 14日5.pp.57-61.1939.10.)。同

年7月には東京府会社会委員会が「精神簿弱其の他の異常児童主に対する特殊教育施設を速に設澄する要あり」

を東京府知事に提出した (f精神衛生~ 14-5. pp.53-54. 1939.10.) 0 1939年7月， 日本精神衛生協会は，東京

府知事時間周造宛の「精神薄弱主主他の異常児重互に対する特殊教育施設の設援に臆する陳情書」を学務部長に

提出した(f精神衛一生u4-5.pp.61-65.1939.10九日本心理学会は， 1939年 10月に内閣総還大隠・文部大医・

大蔵大医宛に「精神薄弱者に関する教育法裁制定並に之が教育絡設拡充要望に関する件」を建議した (f精神

衛生~ 14叩5.ppβ1-65.1939.10.)。

8.長野尋常小学校の「特別学級」に関する参考資料 長野県特殊教育百年記念毒事業会『長野県特殊教育史』

pp.81-9合.1979.3. ，戸~奇敬子『特別学級史研究~ pp.28-29. 1993.2. 

9.松本尋常小学校の「特別学級」に関する参考資料長野県特殊教育百年記念事業会『長野県特殊教育史』

pp.81-99. 1979.3. ，戸~奇敬子『特別学級史研究~ pp却…28.1993.2.

10. )11本字之介 f総説特殊教育~ pp.10l-105 .1954 .12. 

11.杉鴻守郊『山形県特殊教育史籍簿・虚弱篇~ pp.22-24. 1978.3. 

12. 中村勝ニ「師範学校総属小学校[特別学級]の成立と展開J r障害手者教育史~ pp.189-193. 1990.10. 

13.服部教一 (1872.7.-1956.6.)1927年7R奈良県にて出生。 1892年5月奈良県尋常締範学校卒業，高市郡

土佐小学校1¥JII導。 1899年東京高等師範学校卒業，福間県師範学校教諭。 1990年3月初仏法律学校(校外生)

修了，東京高等師範学校研究科入学。 1901年3月東京高等師範学校研究科卒業 5月東京陸箪幼年学校教授，

文宮高等試験合格(文音隅兼務)01902年4月文部省普通学務局第三課勤務。 1904年8月-1907年1月教育

行政研究のため独，米に留学。1909年文部省視学(教育功綴，教科用図書事，実業補習教育，青年団体，盲唖学校教

脊に関する業務)0 1913年3月鹿児島県事務官潟毒事官五等， 6月内務部長。 1919年6月広島県内務部長。 1921

年3月23日北海道庁内務部長。 1923年 10月依頼退職。 1925年日本植民学校，北海道高等専修学校{法律)，

北海道高等予備学院，北海道拓殖鉄道会社(帯広)を創設。 1930-1932年， 1937-1942年奈良県選出衆議総

議長， 1947年奈良県選出第一盟参議院議員(公職追放で辞任)01956年6月サンパウロにて客死 (85歳)。

北海道においては，中等教育拡充案3高害事国民学校案，夜間中等学校案，中等学校長海外派遣笑などを立

案して中等教育の将来を決定づける仕事を残したと評価きれているが笑誌が求められる。北海滋庁内務部長

夜職中に，劣等!尼害事の特別教育の計画について示唆したとされているが，その主義づけはとれない。内務部長

退任後，我が図の人口問題に関心を持ち，地域産業に結びっく地方部落の中堅人材の養成や海外に雄飛する

青年の育成などを目指して，私立の中等教脊機関を創立して経営に当たっている。一方，十勝の新得
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長野県特殊教育百年記念事業会『長野県特殊教脊史.llpp.81吋99.1979.3.，戸崎敬子『特別学級史研究.llpp. 

41-45.1993.2 

15.東京高等閑範学校附属小学校の「特別学級」に腐する参考資料 君主谷三四郎「東京高等師範学校F付属小学

校特別学級の初期の資料一一小林佐源治者[{fi;能児教育の要領]-Jr精神薄弱問題史研究紀要.112.pp.39←53.

1965.3.，戸崎敬子『特別学級史研究.llpp.45-50. 1993.2. 

16.学級編成の方法については，調査報告B:文部省 f全国特殊教育状況 (pp却ー30.1924. 11.).llの三，調査

報告C:文部省『全国特殊教育状況(pp.42…49.1927.1.).llの間及ひ調査報告D:文部大臣官房学校衛生議「特

別学級編制に隠する読査 (r学校衛生.ll7. pp.45-4 7. 1927.12.) Jの問に，それぞれ述べられている。しかし，

学級編成の名称と編成方法の関係が明瞭で、なく，用語も不統ーである。すなわち，単式学級編成と複式学級

編成との対讃は明らかであるが，主幹級編成と単式編成との区別，無学年学級組織と多学年学級組織の区別な

どの説明が不十分である。当時の「特別学級」の主要な編成形態は，学校内の劣等児等を一つの学級に集め

て指導する方法であるから単級複式学級」綴成である。学級編成法については， 1891.:tpの「学級編制等ニ

腐スル競則(文部劣令第 12号)J苦手を根拠にして，本論文の 2.3に解説した。

17.三宅鉱ーは通{谷病的児童心瑳霊能話 (1919.11.).llを事ぎした当時，東京大学精神医学教護の効教授である。

間年に，富士}II機・呉秀三と共に『教脊病理学』を著している。そのなかでは，精神薄弱児童量に関する部分

を執筆している。精神医学関係の最初の警として白痴及低能児 (1914).llがある。精神医学者三宅鉱ーは，

講習会の講師としても活躍するようになり，全国の劣等児等の医学・教育・精神衛生・児玄関題等広い分野

において指導的役割を来たしている。

18. JlI本字之介は，その箸 r総説特殊教育 (pp.106司 108.).llで r統学児童保護施設講習会」は自分が主隠した

ものであり，講習会の講義録の編集も惣当したと記している。JlI本は， 1919年7月に文部省普通学務局第四

課の社会教育務査機託となっている。この講習会について}II本は大正年代において，ヨド邦特殊教育の発展

に最も大きな影響をあたえたものであるJ と評価している。講習会開催の意図は，講習会講義録『就学児童量

保護施設の研究 (1921).llの文部大在南弘の訓示 (pp.1…3.)から推測して引用した。参加対象については，江

l機亀寿の『社会教育の実際的研究 (p.344.1921.).llを参照した。実際の参加者については，戸崎敬子 F新特

別学級史研究 (p.69.2000.2.).llから引用した。

19. r就学児童保護施設の研究.nl921.9.は，就学児護保護施設講習会の講義録として中文館察底から刊行され

た。向警によれば，講習会の講義惑と講師は次のようであった。l.r就学児童保護の諸問題J久保良英 2.

「低能児の特徴並に其鑑目立法」檎崎浅太郎 3r劣等児教育の実際」蒸沼勇太郎 4.r病弱児革まの教養に就き

てJoi頼安俊 5.r児童相談及職業指導」三田谷啓 6r児童量の身体と精神発達との関係」寺沢巌男。本番

には，ま審議録の1tl1.に， ~付録第一「我が校に於ける促進学級施設の概要」東京市林町尋常小学校，際録第二「職

業指導に関する調査」文部省社会教育調査室が掲載されている。

20. r低能児の調査計画Jr社会事業.ll5-8. p.70. 1921.11.に次のような記漆がある。「文部省にては全国に於け

る七万五千有余の低能児教育に就き，数年来研究を重ね居りしが，今回東京高等師範学校教授樋口長市氏発

案に依り，実地教育家心理学者医学者及ぴ行政官を以て低能児教脊認安委員会を組織することとなり，樋口

氏を委員長とし，医学者側より杉国直樹博士心環学者側より久保良英氏，其1tl1.専門家に嘱託して，近く第一

砲の委;司会を関き，学級区別問題，特別教育問題，主主偽に就き協議を行ふべし」とある。低能児等の特別教

育l土，学級車編制など笑際的な問題として関心が高かったのである。

21. r低能児教脊講習会J r教育時報.111340.p.34.1922.7.には，次のような記事がある。「文部省では全額学齢

児童量八百万人中約二十万人の低能!尽に対し，先年来之れが特別研究の歩を進めて蔚たが，今回友の如く第一

回講習会を東大法医学教室に開き七月二十五日から伺三十一日まで関催することに決した。元米本研究に就

ては欧米諸国では夙に稜々の総設があるに拘はらず~事り我図では殆ど捨てて顧みぬの遺憾とし，先づ第一

着手として今回の挙に出たものであるといふ。言語欝要領は左の通りである。低能!尼及病的児家の診断及治療

(十時間)杉間博士，低能児の学級編成および其取扱法(四時間)J樋口言語翻教授，個人及団体精神検査法(八

時間)久保帝大講師，知能と学潔作用(ニ時間)青木博士，見学東京「府立松i翠病院」と記されている。

22.杉田夜樹町民能児及不良児の医学的考察.ll1923.は，前註21.r {fi;姥教育児講習ヨ会」の速記録である。小JlI

英彦は，杉岡夜樹の[治療教育]の，思怒(l)Jr隆容者問題史研究紀重要.ll33.pp.27-38. 1990.7.により治療教育

思想、の解明を試みている。小川lはそのなかで，戦前，榊原三郎など 7名の医師の執筆による「精神薄弱」関
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係文献10舟の中に，杉倒直樹の著3情をあげている。その三冊の中で第一にあげた舎が本書である。茂木俊

彦らの rわが国における[精神薄弱]概念の援史的研究~ pp.83-90. 1992.2.には，杉慢の本著について次の

ように解説している。「幸いにも[低能児]概念に関わって杉回直樹の著警 rfsi能児及不良児の医学的考察』

(中文館， 1923 (大正12)年に，その時の[低能児に関する言葉話〕の〔速記緑]が〔少しも内容の増補訂正を

行はずに]収録されているJ とある。

23. r精神薄弱児童養護施設議潔会」については学校衛生~ 11-2. pp.62吋63.1931.2.， r学校衛生~ 11-3.pp. 

70-73. 1931. 3.に詳報されている。それによれば，同議習会は臼本赤十字社参考館を会場に，精神薄弱教育

l'f!当教員・精神薄弱党支の養護を研究する教異・学校医務その他の適当なる者の定員 150名を対象に開催さ

れた。会は非常に盛況で，全国各地から 200余名の参加者により連日熱心に聴講され，就中 27，28羽の研究

協議では多年の絞験を基礎とした主主努な論議が交わされたとある。諮問名と議義援自はl.r特別学級に就

て (2時間)J文部省学校衛生官大西永次郎 2.r精神薄弱児主主の病理(2時間)J東京帝大教授三宅鉱一，

3. r精神薄弱児の徴候養護並治療 (3a寺間)J東京大学教授杉E日夜樹 4.r精神簿弱児童の心理(3時間)J
東京帝大助教授青木誠悶郎 5.r知能検査及職業指導(3時間)J立教大学教授間部源太郎 6.r促進学級の

実際(2時間)J東京市関口愛尋常小学校訓導喜倒正若手 7.r裕劾学級の笑際(2時間)J東京高等締範学校

附属小学校訪Ij導小林佐i康治であった。

研究協議と研究発表がこB関もたれた。研究題目は，1.小学校に於ける精神薄弱児童の取扱に関する件な

ど16件があり，東京市補助学級研究部や新潟県新発田町小学校1lI11導小柳治太郎らが提案して協議した。研究

発表は 1 一般智能から見た本校遅進児学級」小樽市色内尋常高等小学校謬11導高山主喜一郎 2.r我校に於

ける精神薄弱児童量の精神分析的考察と禁の取扱法に就いて」福島締範学校認11導;安部丑松ら 20名が行ってい

る。講習会の包穏には，精神薄弱児童養護施設の参観も組み入れられているが，参観先は不明である。

第 2章 戦前の北海道初等通常教育にみる拓地殖民教育の特賞

北海道の教育史としては.1918年8月に北海道庁内務部教育兵事課が編纂刊行した『北海道

教育沿家主;ff..J]， 1955年6月から 1967年8月までに北海道立教育研究所が編集刊行した『北海道

教育史』全7巻，山崎長官の F北海道教育史(1977.2.).J]がある。しかし，北海道における初

等通常教育の特質に限定して論述した史的研究は，筆者の管見にもよるが見当たらない。北海

道教脊の特質に した論著には，茨城正ij又「本選従来の教育の特撒及び主義 (W北海道教育新

報.J]1-4. pp.1-6. 1893.4.) j.官m元利「北海道の小学校教育沿革 (W北海道教育.J]160.pp. 
75-81.1931.12.)j. 古谷全 W~t海道の教育(北海道函館師範学校 1930.5.) .J].関輿三郎「北海道

の拓殖と教育(W北海道教脊，，d71. pp.25-32. 1937.11.) j.安藤忠吉「北海道教育の麗史'性司ー傍

系教育の発展について一一 (W教育新潮.J]4-9.pp.14-17.1953.9.hr開拓教育一一北海道開発社

会における教育の発展に関する概要一一戸教育文1~史体系.J]X. pp.250-314.1955.12.h山崎

長官 f北海道教育の発達にみられる後進i生について(北海道立教育研究所1969.5.).J].玉井康之

『北海道の学校と地域社会 (1996.2.).J]等がある。次ぎに，それぞれの先汀研究の要点を摘記し

て，本宣言の導入とする。

茨城正収は，北海道は拓地殖民の土地状況が他府県と異なることから，教育法もまた異なる

として r本選は常に学寄せ学令の施行範囲外に於て教育諸般の事を便宜に措童せり」と論述する。

そして，北海道特有の事例として次の屈点あげている。1.男女の留学生を欧米に.I日土人の男

女を東京に就学させたこと。官立の小学校の設立と教育所を起こしたこと。 2.学校の経費，教

員の俸給を官費としたり，賓民子女に学資を給与したこと。 3.規則及ぴ学科程度を簡易にした

こと。村落小学校教則の制定，小学校教則の正期変則二種を設けて土地の情況により学校を区

加して教射を指定したこと。 4.学科目として，小学生徒に課業の傍ら土地の情況に応じて農業



北海道の知的際主害児教事苦笑践史研究 97 

牧畜等の現術を教授したこと，の囲点である。それを振興させた開拓教育主義は，教育の普及

を意匿し，官の可及的な保護奨励主義である。しかも，学科程度を簡易にし，実業科を設ける

のは，土地状況への適応主義であり。卓見で敬服される。開拓使時代は，簡易教育主義と保護

奨励主義により教育雄設の創業に尽くした。三県分治時代は I弛廃し殆ど無主義毘様の姿とな

りしならん……」であったから，移住民の生計に無関係な程度の高い教育を高進した。北海道

庁時代となり，明治二十年の教育令改正により，各学校の教育予算を隈定し，教育程度を一般

に低下させたのは，一新面目である。学令改正による教育程度の低下は，他府県でもなされた

が I北海道は全国にて最低度の位置を占めるものなり乃ち之を当時本道の教育上に於ける植民

地的の持識となす亦可ならすや」である。この拓地殖民教育の特設と主義は I唯往時のみなら

んや現今に於ても又将来に於ても応に此の如くならさるべからす」と結んでいる。

吉問先制は，北海道の最初の小学校である「函館会所学校」の教舗を経て函館師範学校三等

教諭として道南の初等教育の発展に尽くした人である。論述内容は，開拓使時代の教授法や学

校経営にふれながら，教育行政は「文部省の干渉を受けることなく，開拓使長官に一任されて

いたので思い切った試験的なことが出来た」としている。村落小学校の就学を満七歳からとし

たことについて「頗係阪の地の実襟に適したのを覚えた」と規定実施を是認している。そして，

「遺憾なのは明治十九年道庁になりて岩村長官が大に町村の教育費を削減したので，せっかく進

展して来た初等教育にー頓挫を来した事であったJ と岩村教育行政を批判している。町村は，

公立小学校の経費標準額を定められことにより学校の維持経営に困却した。そこで I出納簿を

二通り掠えておき，所謂[お上向]のi援面と実際消費した分のl援函とを別にして凌いだJ と，

当時の経営内情をあからさまにしている。

古谷会は，北海道函館師範学校教諭であった。師範学校では，北海道の教員養成上，生徒に

「北海道教育の特殊の事情」を指導することが重要な課題であった。その事情に関して，師範学

校長前回髄治は，序文で次のように述べている。

北海道といえば，教育の内地府県とほほ、同様であろう位に考へられるのであるが，然し笑際は余程異なるとこ

ろがある。都会の学校は別に変ったところもないが，地方の学校は余程趣きを異にして居る処がある。法令上小

学校には特殊の施設も認められてゐる。去を等のことは本道人に於て全般的に通暁して居るものは少くないと忠わ

れる。

そこで，函館師範学校は， 1929年に第一部北海道講演会を開催して，多方面から北海道につ

いて研究発表が行われた。古谷教諭は I北海道の教育」と題して発表したのであるo 本警は，

その内容が有益で、あったために，師範学校が印刷発行したものである。本書は，第一 北海道

の概況と教育，第二北海道教育沿慈の大要，第三北海道初等教育の大勢，第四 北海道初

等教育の特色，第五 北海道の教員養成期間，附録 国表から構成されている。古谷は，第四

の初等教育の特色のなかで1.本道特別教育規定 2.旧こと人の教育 3.庁令第八十四号「小

学校教科目教授ノ程度及教授時数ニ関スル規程J，4.補習教育，青年教育の四点をあげて概説

している。論述の要点は次のようである。

北海道の初等教育は開発の実情に応じて変則的な小学校を認むるの止むなき次第である。学校の設備は小学

校設傑士見剣に依るを事寄せず，学級は一学級を以て本体としてゐる。教育の方法は最もよく該地方の情況に適応す
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る;憾に注意せられ，速成，簡易を設とし，又f可処迄も実際的でなければならぬ趣旨であり，教科警の如きも之を

使用せしめざるを得る事とし，子守児笈の学級についても定められてゐる。(中盟各)

教科目，教授緩度，教授時数lこ関する規程があって，これは本遂の喜告発の情態の内地と異なる処あり，民度の

爽情に照らして会回顧ーの規程に依り難いものがある為，遂庁当局は特に命じニ十五年勅令第四十号により，特

別庁令の為文部大鹿の許可を受け大工E五年十ニ月庁令第八十四号を以て交付したのであるが大正九年の改正を

縫て今日に及んで震る。(中盟各)

特に教育の地方化，郷土化を江IJ-tぎるる今日，警人は大いに此の庁令八十四号制定の趣旨を考慮せねばならぬと

思ふのである (pp.11-17.)。

関輿三郎は，室蘭商業学校の教師であった。(一)拓捕と教育の論述のなかで r疎んぜられ

た教育と拓殖計画J と題して，教育費の余りにも少額なる事を指摘している。関は， r (北海道

拓殖予算総額。筆者記入)九憶六千蔦障に対し僅かに(教育費は。筆者記入)三千寓聞に過ぎ

ざるは吾人の最も遺憾とする点、であるJ と第二期拓殖計画を批判している。そして，それまで

の教育行政については r彼等は富を作ることに臼夜汲々として子供の教育を無視したJと評価

している。現佐上北海道長官(筆者註}佐上信ーは 1931年着怪し r教育尊重の大義」を実現

しようとしたが，在職期間が短く改革できなかった)の「正しく拓殖の根底は教育に存するこ

とを認識せられたる嫡眼に対しては，吾人は快哉を叫ばざるを得ぬのである」と r教育が青年

北海道建設の振興策」だと王張している。そして，拓殖教育の振興について r道民として生き

て行く力(生きて働くとしての徳性，知書包体格等，農工蕗の能力)Jの育成を重視している。

安藤忠吉は，北海道学芸大学助教授である。安藤は r北海道教育の盤匙往生傍系教育の発

展過程として特質づける。開拓社会北海道は，簡略主義・漸進主義政策により「後進性」を形

成した「特別地方」であると性格づけている r開拓教育史」は，開拓社会における人関形成へ

の教育の発展過躍を探求する意留で論述されている。そして，前論文を骨格にして，さらに統

計資料を用いて開拓教育史として到達度の高い内容にまとめている。北海道開拓杜会を，漁業

的社会と集部的社会にニ区分して，さらに集団的社会を，主答率的社会，士族的社会，一般的社

会に細分している O その四つの開拓社会の成立過程と生活情況から教育の特質の析出を試みい

る。開拓教育については，開拓指導者養成と開拓者そのものの形成に分けている。北海道の初

等教育形態は，正系(全国一律の教員せによる，主に市布地の学校)と傍系(開拓社会の特殊性

にままづいた特例jによる，主に新開発地の学校)にこ分類され，傍系は開拓地域の特性により，

さらに援線六形態に系統イじされ，発展する過程について精般に論述している。

山崎長奮は，北海道立教育研究所主任研究員として北海道教脊史編纂責任者の一人である。

山椅は，北海道教育の特殊性を「後進性」ととらえる史観である。そして，論述は北海道教脊

の発達を「後進性」から「先進性」への接近過程として構成している。その後進性を誘引した

ものは，金子堅太郎の「三県巡視復命書(後述)Jであると指摘する。北海道教育の後進性を形

成する要因として次の四点を上げている。すなわち， 1.地理的自然的特性からくるものが特有

の「道民性」を形成する。 2.北海道を搾取対象とし，資源の減少は決して本道のための蓄積と

ならなかった。生活基盤が貧弱な移住民は強い内在住(出犠ぎ根性)をもち定着心を弱めてい

た。 3.中央依存と補助政策から脱皮できない後進牲が内在し自力・自主性は薄弱であった。 4.

内部的二重構造の発生(地域開の格差，地域内の落差，生活構造の多様佑による経済・社会・

文化のニ重構造が，教育の組織，施設，運営等にひずみを生じ，総合的にいえば後進性を払拭

しきれない内部を持ちつづけている)0 5.過疎{I:;現象の顕著化の五点、である。しかし，後進性
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を誘引した北海道植民政策を批判検討する視点は見い出せない。

玉井康之は，北海道教育大学弱11路校助教授である。玉井は r北海道の僻地学校の塵史的展開

と地域jのなかで僻地性について，次のように説明している。すなわち r通常の小学校から簡

略及び猶予という形で学校制度の発展を阻害されていく学校であるJ とする。そして，次のよ

うな手法により，北海道の学校の形成を特徴づける。北海道の{陣地の学校は，政治的・経済的

背景と教育関係法令を根拠にして，制度的に切り捨てられてきた過桂から言葉描する方法である。

以上の先行研究から北海道における初等通常教育の特質は，後進性を開拓杜会の特殊性や顎

拓移民の特性に転嬢した史観は論外として，教育費削減による開拓擾先・教育軽視の行政施策，

傍系教育を主流とする教育形態の複線型による地域差別化の教育政策，学校教育制度からの切

り捨ての教育簡略化等に総括される。これらはまさに，北海道の初等通常教育のダンピング削

であると言えよう。

教育史研究論文とは異なるが， 1951年11月に北海道立教育研究所長手塚六郎は r北海道の

特殊性と地方教育委員会の設置 (ír北海道教育月報~Z-8.pp.1-3.北海道教育委員会)Jのなかで，

北海道の特殊性を問点あげて論述している。1.盤史的特殊'性(開発の新しさからくる巌史的伝

統の弱さ)， Z.社会的特殊性(区間的踊たりをもって分散しており，未開発のこと地が多い)， 3. 

地理的特殊性(島性。地勢，気候，交通，経済，政治の北方的性格と国際的性格)， 4.文化厚

生的特殊性(北方に偏立し，経済に弱く文化厚生部簡で最も遅れている)。そして r本道は全

体的にみて，近代社会としての歴史が浅く，大きな島であり，進歩的な社会ではあるが，地域

の割合に人口が少なく，資源は豊富でも，生活面には程度の低い地域であって，開発途上にあ

るということである」と総括している。

筆者は r特別教育」成立の背景を解明する意図から北海道の初等通常教育行政施策と教育内

容・方法の特質を明らかにする。その手法は，先行研究に学びながらも，教育施策としての教

育関係法令と北海道の教育関係部i令規則及び統計資料並びに教育関係雑誌、等を素材に検討・論

証する σ

2.1.教育行政施策にBける「簡易主義J. r地方主義J

第二次大戦前の我が国の教育行政の特徴について，場浩太郎は「日本の教育行政制度(篠田

弘編著 F資料でみる教育学.!lp.1Z7. 1997.5.)Jで次の四点をあげている。すなわち，①教育立

法の勅令主義，②著しい中央集権的性格，③一般行政への教育行政の従属，④国民の教育行政

への発言や参加の制限で、ある。

北海道の初等教育行政についての概説は， 1872年の「学制」頒布から 1941年の「国民学校令」

実施までの期間とする。この聞の北海道の教育行政は，一般行政がすすめた北海道開拓(北門

防衛，拓殖興産)i憂先のもとでの「教育費の削減J• r教育組織の鰐懐1l:JJ・「教育内容方法の簡

易化」など，教育の夕、、ンピングが特費であったと考える o その教育行政の特質は，北海道庁初

代長官岩村通俊の施政方針演説の内容によく現われている。岩村長官は， 1887年5月11臼，全

道の郡区長を招集し，諮問会を開くとともに，施政の方針を演説(行政組織の簡素化と実用主

義の拓地興産の実施について，会18ページにわたる内容詰りした。同演説の中で、「教育ノ程度

ヲ低フス」と題して教育政策を述べている。その結語には r萄クモ，拓地興産ノ主義ニ背キ，

其本末ヲ顛倒シ，全道移民ヲシテ衣食ニ貧シクシテ，教育ニ富ムノ状態ヲ呈セシムルコト勿レJ

とある。北海道の初等教育行政は，この教育務策方針に象徴されているように，他府擦にはみ
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られない拓地殖民優先行政への従属行政とみなせる独自性の強い特質(北海道性)をもって展

開されたことになる。

この期の北海道においては，劣等児や低能児などに対する特別教育への取り組みが他府県に

比して顕在化されていない(後述)。その背景には，教育行政による初等通常教育ダンどング施

策が生みだした特質と，そこから派生した要因があったと考える。その特賞と要簡を理解する

意関から教育行政を通史的に検討する。

{開拓使設置 r学僻~J前時代l 北海道における初等教育は，函館など開発が比較的進んでいた

道南地域では藩校，私塾，寺子屋などの教育機関により行われていた。しかし，教育体制とし

ては未発達であった。

{開拓使時代11869年7月，明治政府は蝦夷開拓を国家的枢要事として i土地墾構人民蕃殖J

を進めるために開拓使を設寵した。そして，教育行政は開拓政策に即応して，教育の組織化に

向けて着手された。 1872年11月には，開拓使関室長局は「学務IjJを意識したと思われる，初等教

育に関する「奨学告論結3J を通達している。しかし，開拓使は，北海道の社会的状況からみて

「学制」やらj、学教則j に基づく初等通常教育の実施は困難であるとの判断から，1873年12月

「北海道学事着手方(筆者註]北海道における「学制」の施行についての意)Jについて文部省

に伺いをたてている。それに対する文部省の「答議結4Jが同年7丹に送られている。文部省は，

北海道開拓社会の特殊性(未ダ他府県ト同ク学制施行スヘカラス)を認め，普通教育の実施に

ついては，成規(漸次学制ニ準拠スヘキモ現今謹ニ其成規ヲ践ヘカラス)に依らなくとも良い

こと等を主内要とする普通教育の特別扱いを認可したのである。この北海道教育施策の特例j認

可は，その後の北海道初等通常教育行政施策の根拠となり，実利勧業主義的教育，学校種別の

複線化など i殖民教育Jとしての特質を形成していくのである。この特例は， 1878年1月の開

拓使函舘支庁による「小学教則」の改正と「村落ノト学校教関」に見ることが出来る。函館支庁

は， 1875年に制定した司、学教則」を改正し，初等教育の学校制度をIE則と村落のニ種に区分

した。正問とは，文部省の「小学教則」に準拠したもので，下等小学校(6歳から 9歳までに)

と上等小学校(10歳から 13歳まで)の修業年齢による正系の初等教育学校である。村落小学校

とは i学制第25章」にある「僻地の村落農民ノミアリテ教化素ヨリ関ケサ/レノ地ニ於テ其ノ

教員リヲ少シク省略シテ教フ/レ」傍系の初等教育学校である。これを法的根拠とした「村落小学

校教則」には i村落小学校ハ僻遠ノ村落農民ノミアリテ教化素ヨ 1)開ケサル地ニ其ノ教則ヲ少

シク省略シテ教フルモノナリ」と教則の省略が明確に規定された。正郎は，上等8級4年・下

等8級4年課程であり，村落小学校は上・下等ともに 5級2年6か丹の課躍であって，どちら

も毎級6か月在学という制度であるo 函館支庁管内では，正問課程をおく学校は，函館・福山・

江差等の市街地に限定され，その他の地方は村落小学校課程が多数を占めていたのである O 札

幌本庁も， 1877年2月，文部省の示す普通下等小学校教別に準拠する教員日を布達している。北

海道l丸僻遠村落に対しでは教則の省略，すなわち教育のダンピングを認め，簡易主義教育施

策を具体的に実施したのである。

政府は， 1879年9月「学徳IJJを蕗して「教育令」を公布した。教育令は，初等教育学校の設

置義務を緩和し，巡回授業を規定している。しかし，僻遠の地や貧困児童に対する特別の就学

猶予や簡略化の規定はない。それだけに，北海道に対する特例規定容認の簡易主義教育施策が

際立つ特質となるのである。

1880年1丹文部省は r変則小学校の規程(第2号)Jを通達した。通達は r小学校種別之儀
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読書習字算術地理歴史修身ノ六科ヲ具備セサルモノハ普通教育ノ正格ニ合セスト難モ亦小学校

ノ部類ニ属スルヲ以テ変則小学校トナスへシ此旨相違達候事Jというものである。これにより，

正則課程の小学校と村落課程の小学校とのこ区分は，正則小学校と変則小学校とに変質したの

である。これを受けた北海道の札幌本庁と函館・根室の各支庁は，向年にそれぞれ「小学校則j，

「小学教員。j，r変則小学教則」を制定した。「変則小学教則」は，修業年E艮は 4年間で，教育内

容は「白用卑近の学科を授けるJとしている。これはまさに r小学教則」を全面的に簡素化し，

教育内容を低下させるものであり，初等教育のダンピングを制度化したものである。このよう

にして，開発社会北海道の教育行政は，一般行政主導の下に，教育制度』教育内容・方法の量

質の異なる r正系Jと「傍系」のこ系統よりなる教育組織を捜線化したのである。開拓社会に

おける初等教育学校設置の国難性を克服し，教育の必要に応え，かつ教脊効果を高めようとす

る教育行政政策は，傍系教育体系に新たな教育形態を加えた。すなわち， 1880年7月に函館支

庁は巡回学校の手続きを，同年9月には根室支庁が巡回訪11導;の配置を規定したのである。巡回

学校は，公立小学校を設置できない村落が協力しあって教員一名を確保し，各村落を巡留して

教授する形態である。巡回数は，一か月六日間以上と定めている。巡回訓導は，受け持ち区域

の学校を視察し r授業法ヲ整理シ及訓導ノ勤怠ヲ鍛別ス}Vj任務を担う教育形態である。この

教育形態は， 1898年2月の「鱒易教育規則」に規定される出張教育，嘱託教育形態へと発展す

ることになるので‘ある。

文部省は，同年9月「教育令」を改正した。改正教育令は，就学規制を強化したが，国庫補

助金の規定が削除された。補助金の削減は，表濁的な就学歩合の向上とは裏腹に，深刻な財政

危機(松方デフレ)であえぐ北海道の開拓地の学校教育の財政を窮地に追い込むことになった

のである。

{三県一局時代} 北海道は，開拓使時代 (1882年2月廃止)から三県(函館，札幌，根室)一

局(北海道事業管理局)の三県分治の時代に入る。しかし，教育行政は r教脊令j の適用を布

達して，それぞれの地域に即応した学事諸規程などを制定し，学事関係事務をすすめようとし

たものの，見るべき成果を上げることが出来なかった。当時の学事事情についてIf'札幌県学事

第一年報 (p.l.1882L!Iには次のように記載されている。

fキし幌県の学事事情」

本燥ハ本是最新移創造ノ地十余年来関拓使の事業ニ由 1):草奔変シテ都邑ヲナスニ~}レモ辺郡僻村ハ地名アル

モ人家ナキア 1)，民地勢風俗図ヨリ他ノ府県ト同一視スヘカラス加之人民率ネ資産薄弱ニシテー小学校ヲ維持ス

ルニ足ラサルノ村落多シ

ニ県時代の教育行政は，開拓使時代の踏襲に始まるが，教締難，校舎の不備，教脊用品不足

など深刻かつ重要問題を内包していた。それは，比較的開発の進んでいた函館県の『函館県学

事第一年報 (pp.2-3.1882) Jからも明らかである。向年5月文部省は「小学校教則要領(第12

号)jを通達したことから，北海道各県は 1883年，これに準拠した規程を各地方の実情により

定め，先に制定した「小学校則j，r小学教則j，r変則小学教員。」を廃止している。

1883年度の北海道の小学校は， 229校，在学克童数は 19，957人で，就学歩合は 38.1%であっ

た。 229校のうち 68.2%が変則小学校で四年課牒以下であった。 1882年までに設立された公立

普通初等教育機関は 164校について，創立当時の校舎の形態を謂べてみると次のようである。
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(W開拓イ変革事業報告書季Jp.667. 185.11.) 

rt 882年度までに創立された校舎の形態i

新設55校，民家38，神社19，官会9，ミ手続5，I日会所3，I臼分署3，易遊所2，病院出張所2，I日村扱所

2，その他5(茅獲，製薬害所，城跡，船改所，漁小屋各1)，不定1，不明 19

新設といっても，当時の写真資料を見ると，その実態は掘建草小屋で，床も天井も窓もなく，

入り口の扉もないといった粗末なもが多かったと思われる。

1885年8月明治政府は，北海道開拓事業行政の極度の渋滞を打開する方策検討のために，司法

大輔岩村通俊と太政官大書記官兼参事臨議官金子堅太郎を北海道施政改革調に任用した。間年金

子堅太郎は，北海道の拓地殖民の実情を視察して r北海道巡視復命番」を，参議伊藤博文に提出

している。この金子堅太郎の復命番は，北海道統治全般にわたるものであるが，教育に関しでも

かなりの分量をついやして批判するとともに，そのなかで北海道の「初等教育法の改正方策」を

述べている。金予感太郎の援命内容は，先に触れた北海道初代長官岩村通俊の施政方針演説の骨

子となっていることは明らかである。次に，金子襲太郎の「北海道ノ普通教育法」を摘記する。

「北海道ノ普通教事憲法(摘記)j

欧米諸国の椴民地政策は，王手ら笑利勧業的で知育にはない。従って，学校建築は最後のことである。何故な

ら，土地を関拓し人民を繁殖する政策がなければ教育などなし得ないからである。北海遂の普通教育・小学校

の現況は，この拓簸政策に反している。教脊法については其ノ教育法タル徒ニ主主尚ノ学ニ流レ，頗ル笑利の

業ニ線ク，所言寄，殖民的ノ教育ニ適当セザルモノ多シJ とし，それは学校教育の実際や保護者の聴き取りによ

り例証される。教育費が三県協議費の半額を費やしており，教育効果は無効である。そして，開拓人民の生活

と学校生活の差異は次のように肴視できる。すなわち「此ノ協議費出ス所ノ人民ヲ見ルニ，家ニ殴皇室ナクヨF茨

松橡織ニ風雨ヲ蔽ヒ，食ハ薮雲寺タモ猶モ飽カズシテ，笑ニ禽獣轡ナラザルノ生活ナリ o 然ルニ実子ノ、然ラズ，

常ニ結構笑顔ナル学校ニ出入シ，緩炉ノアル楊子ア 1)，以テ身ヲ温カニシ，以テ其居ヲ安シジ合モ主主父トハ

英世ヲ向ブセザルカ頃日キ起居為等，其レ又之ヲ何トカ翁フベキヤ」。北海道拓地殖民の事業は，殖産なくして恒

心なしの還に適うのである。従って，北海道普通教育法の方法改正することは万止むを得ざる事状なのである。

改正法については，米国米関の村落てい見開した教育法lまよい参考である。そこでは，春秋に老幼男女はみな荷

重農耕作の業に従い，農毒事を営むことの出来ない冬の降雪期の六か月間「冬季学校」を跨いている。学校は， 10 

から 15戸を一級とし，中央に所;(fする差是家を「仮学校」とする。教良i;J:，村内の僧侶又は村長，学識者をあて

ている。このように，開拓地における初等教育は，学校を建築することなし教員を履い入れることもない簡

便な方法により，儀かな教育費で済むのである。北海道の気候と耕絃牧畜幾法lま，米留のそれと悶ーなので，

函館など市街地以外の地域の教育法は衛健法がよいのである。具体的な改正法として問点あげる。

第一.哲学，修身等無形高尚ノ;教脊法ヲヤメテ，笑利勧業的ナ笑学ヲ輿シ，務メテ3主総縫ニ拓地獄民ノ笑利

主義ヲ養成セシムル事。第二.方今関校ノ季節ヲ改メテ，其年十一月ヨ 1)翌年四月マデノ隠ヲ以て，務校授業

ノ季節ト定ムル事。第三.十戸乃ヨ三十五戸ヲー級トシ，主主中央ニ夜ル農家ヲ以テ仮授業場ト為シ，務メテ学校

建築ノ如キ費用ヲ省ク毒事。第悶.教員ハイ曽fg，戸長，用掛，若クハ郡役所ノ察記等ヲ以テ之レニ充テ，務メテ

教員薦入給料ニ如キ費用ヲ省ク事。

この中で i農夫漁民， 18土人ノ子弟」と「普通一般ノ生計ヲ営ム所ノ子弟Jを区別して論じ

る人間観は控目される。又，教育費の簡便法は，まさに簡易主義と地方主義による地域格差を

増大させる方策なのであるo

{北海道斤時代] 1886年 I月明治政府は，開拓使三県一局時代の開拓実績を反省するととも

に，全道一元行政による開拓推進をー麗推進する意図から北海道庁を設置した。文部大臣森有
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札は，文教施策を実行するために， 1886年4月勅令「小学校令(第14号)Jを制定した。北海

道の教育行政は，北海道庁時代に入り，金子堅太郎の復命書を築にした岩村長官の施政方針に

よる拓地殖民に即応した安上がりの実利簡易教育施策を強硬に推し進めたのであるo その具体

された北海道庁教育課による「小学校規制及小学簡易科教別(庁

J である。この庁令の法的根拠は「小学校令」にあることは論をまたない。わずか

16条からなる「小学校令」には，小学校を尋常と高等に二分したことと土地の情況によって「小

学鰭易科」を設けて尋常小学校に代用することができるとした規定がもられていたのである。

そして，初等通常教育学校は，本格的な簡易主義教育施策による制度的な切り捨てによる地方

格差が形成されていくのである。

1886年5月には，文部省認司令「小学簡易科要領(第H子)Jが定められ，小学簡易科の修業年

限(3か年)，学科(読書，作文，溜字，算術)，学級，授業時間(毎日 2-3時間)が示され

た。これらのことから，北海道開拓政策の方針と，それに基づく初等教育ダンピング実施の法

制定の根拠には，明治政府の深大な意関が込められていたと解釈される。

1887年4月制定施行された北海道庁令「小学校規則(第16号)J第一章第二条には r尋常小

学校ニ於テハ修業年限四ヶ年ノ外温習科ヲ設ケ六ヶ月以上十二ヶ月以内既習ノ学科ヲ温習シ立

之ヲ補修セシムベシJと規定している。向令「小学簡易科教員JjJ第一条には r小学簡易科修業

年波ヲ三年トシー臼ノ授業時間ヲ三時トスJ と規定している。このように，北海道の初等教育

行政は，生産優先・教脊軽視の思想により教育制度を大きく変革・施行されていくのである。

明治20年度(1887年)の北海道初等教育学校の種別は，高等小学校と尋常小学校を併寵したも

のは穫か三校のみで，飽のおよそ 250数校はすべて簡易科諜援のものであった誼

閣は，地方自治制度の整備に合わせて， 1890年10月勅令改正「小学校令(第215号)Jを公

布施行した。しかし，北海道は未だ市町村信IJが施行される状況にないため，改正「小学校令」

を適用することがなかった。北海道は，関年4丹勅令「市lIfJ村告Ijヲ施行セサル地方ノ小学規韓

(第40号)Jによって，特別な行政組織と教育の課程を施行できる根拠が認められたのである。

この規定による実施は，北海道においては 1895年4月の庁令「小学校教則(第 10号)Jを制定

して施行され， 1941年4月に「盟民学校令」が抱行されるまでの46年間延々と実施されたので

ある o このことから開拓地域の特性を配癒することは，いかにも地域住民の経済的負担を軽

減する温情を装うものであるが，地方主義による学校設置条件の格差を合法化した教育ダンピ

ングに他ならないと指摘できょう。

北海道庁令「小学校教問(第四号)J 修業年限及学科程度の第一条には r尋常小学

校ハ分ケテニ類トス第一類ノ修業年限ハ三箔年又ハ阻鯖年トシ第二類ノ修業年限ハ三箇年又ノ¥

r'J、学校修業年隈指定様準(北海道庁11m令第8号)J

等 手ヰ 修業年猿 戸数 学齢児童概数 生徒概数 教員数
第一類尋常科 一箇年又ノ、ニ箇年 百戸未満 凡八十未満 凡四十未満
第一類尋常科 筒 年 百戸以上 凡八十以上 凡四十以上
第一類尋常科 四 箆 年 ー百戸以上 九百八十以上 凡八十以上 一以上

尋高
常 手ヰ 四 笛 年年 四百戸以上 凡三百以上 九百五十以上 四以上等 手ヰ 筒

尋高
常 手斗 四 箇 年

六百戸以上 九五百以上 凡二百五十以上 五以上等 手斗 箆 年

尋高
常 科 四

箇箇
年
千戸以上 凡八百以上 九四百以上 九以上等 キヰ 主手
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二僅年トス第二類ノ尋常小学校ハ特殊ノ地方ニ設クルモノトスJ と規定している。教科目は，

第一類が修身，読書，作文，習字，算術，実業，裁縫(女子)，体操，日本地理塵史の9科目に対

して，第二類では修身， 修辞，算事jij，実業，体操の 6科目である。第二章教授要旨の第

四条には「知識技能ヲ確実ニシテ実用ニ逮センコトヲ要ス故ニ常ニ生活ニ必要ナル事演を撰ヒ

テ之ヲ反複練習シテ応用自在ナラシメンコトヲ務ムへシJと規定している。これは，小学校教育

の内容については「日常生活に必要な実用的内容J を，教授方法としては「反複練習により応

用力」を身につける要旨を明らかにした規程である。第十八条には，第二類の尋常小学校にお

ける教授要旨を同様に規定し，更に「第二類ノ尋常小学校ヲ設クル地方ニ於テハ特ニ成功ヲ後

年ニ期シ常ニ懇切堪忍ヲ以テ徐々確実ニ其カヲ用ヒ児童ノ品性ヲ胸冶シ能力ヲ開発センコトヲ

務ムへシjとしている。そこには，第二類尋常小学校における自標観と教授観がうかがわれる。

地方の児童に対する教授目標観は，将来の生活のために確実に身につけた基礎学力による「品

性の陶冶」と「能力の開発」に主眼をおいている。その教授観は，-反復練習J と「懇切堪忍」

である。上記に， 1895年3月制定の道庁訓令第8号「ノj、学校修業年限指定標準」を再掲する。

北海道における初等教脊の形態は，地方の戸数，学齢児童数及び就学歩合，教員数によって

六種類の小学校に区別されることになったのであるo このように，地域開拓の進度，経済状態，

人口・戸数等の条件により差別的な義務教育学校システムが道庁訓令により公認されていった

のである。にもかかわらず，北海道庁は 1898年2月に，庁令第 11-5予をもって「鰭易教育規程」

を公布した。その第一条には，町村が成立したー，二年開は小学校教育の施行を猶予すること

を規定しているo その第二条には，成立五年以内の町村，戸数100戸未満の町村， I日土人部落

の町村は「簡易教育ヲ路行スルコトヲ得」と規定しているo 簡易教育に関しては，その第五条

から第十五条までに詳細に規定しているので，次ぎにその一部を再掲する。

第五条簡易教育ハ友ノニ稜ノ法ニ依ル

一，出張教脊

一，嘱託教育

F鏑易教育規程」の一部条項

第六条 出張教育ハ申ノ学校設援区域ニ於ケル学校ヨリ乙ノ学校設置区域ニ特別分教場ヲ設ケ毎月十日以上本

校ヨ I)j教員ヲ派遣シテ乙区域ノ教務ヲ行ハシムルモノトス

前項教員ノ出張ハ本校校長之ヲ命ス

第七条 嘱託教脊ハ町村蔚住内ノー私人ニシテ相当ノ資格ヲ有シ相当ノ設備ヲ呉シテ子弟ヲ教育スル者アルト

キハ北海道庁長官ハ支庁長ノ具申ニ依リ該町村ノ小学校教育ヲ此ー私人ニ嘱託スルモノトス

第八条 簡易教育ハ修身，読欝，修辞，害事術ノ凶科目中ーヲ欠クコトヲ得ス

第九条簡易教育ハ尋常小学校第二類ノ程度ニ従フ

第十条 簡易教育ハ毎月ニ十五待問以上ノ授業ヲ行フモノトス 簡易教育ハ夜間又ハ設問ニ於テモ授業スルコ

トヲ得

第十一条から第十四条まで(筆者主主略)

第十五条 普通ノ尋常小学校ニ於テ正教員ヲ得サルトキ臨時ニ経侭シテ簡易教育ヲ行フコトヲ得

この簡易教育の施行状況については，安藤忠吉 (1955.5.)は次表「簡易教育所と公立学校と

の比較J と数字とを示しているので引用する。

安藤は，傍系教育の実施状況について，次のように論述している。
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r錨易教育所と公立学校との比較(安藤忠吉 1955.5.より引用)J 

年度 1886 1887 1888 1889 1890 1891 1892 1893 1894 1895 1896 1897 1898 I 

割合 96% 92 90 85 

年度 1899 1900 1901 1902 1903 1904 1905 1906 1907 1908 1909 1910 I 

割合 29% 33 34 37 38 37 38 39 38 36 34 32 

備考 1. 1888年， 1891年から 1898年は正確な数字を欠く。 2.1899年以降は分教場と教育所の数

明治十五年公立ニ0六校中正則六か年三七校・変刻一六八校(約八一%)・不明一校，翌十六年には公立ニニ

九校中八年制j一三校・六若手術j七O校・三年完封一三九校(約六0%)・不明七校である。開拓の進行につれて，特
別措震の学校の数は土器し明治郊の北海道の特色を示した。このi簡易教脊の程度は依然として簡易化されたもの

であった。この傾向は今日の北海道教育において，単級複式の小規模学校が小中学校教育の六0%にも達する
という状況と関連する問題であるといわなければならない (r開拓教育史Jpp.307-308. 1955.5.) 

北海道開拓行政が推進されるにつれて，初等教育の夕、ンどングは一層強イじされていったのは

確かで、ある。北海道の初等教育におけるダンピング行政にもかかわらず就学歩合は 1897年度，

全体で48.68%(全国 66.67%)に過ぎないのである向。

北海道庁は， 1899年 2月庁令第 11号により「簡易教育規程」を改正した。改正の要点は，①

出張教育は「他の学校区域Jから「ー小学校設置区域j に r特翌日分教場」から「分教場Jに設

置すること。②嘱託教育は，一私人による教育担当者を「棺当の資格と相当の設備の具備して

教育する者」から「相当の経盤を有する者」へと緩和されている。更に， 1901年4月庁令第 57

号により「簡易教育規程Jが改正された。改正の要点は，第 1条規定が削除され，第 2条規定

の「衛易教育Jが「簡易教育所ヲ設ケテ尋常小学校ニ代フルコトヲ得」となった。第5条から

第7条の出張教育と嘱託教育に関する競走が削除された。第8条から第 10条の内容事壌がなく

なり r尋常小学校ノ規定を準用スj となったことなどである。

1902年9月，北海道庁は，訓令「王手長児童児守克童ノ学級編制及其ノ教授法(第 111号)Jを

規定し， 10歳以上の不就学児童と児守のまま就学する見童のための教育方法を規定した。主な

要点は，次のようなことである。

r~手長児童泥守児童量ノ学級編君事IJ~其ノ教授法(婆点)J

1.尋常小学校において， 10歳以上の児童置と児守児童主の獄学人数が1学級編制基準を超える時は他の児童と別

学編制jにすること。

2.午前，午後の二部による半日学校制でよいこと。授業時間は正教科の時間によらなくともよいこと。週教

授待問は 8時まで減少できること。

3.知識技能は，生活に最も須要適切な事項で，区町村民として夜接関係のあるものを，特に留意して教授す

ること o

4.教科は，修身，国務， j事術，体操，裁縫(女子)とすること。

5.学業成綴を考査し，年齢相当以下の学年に編制し，又は卒業を認定すること。

この規定は，年長児や児守党童への就学を保障しているものの，別学昔前，半日学校，生活卑

近の教育内容など，その教育内容・方法の簡便化，低質化は明らかである。

1903年 12月には，北海道は就学指導行政を強める意図から庁令第 116号「学齢児童就学ニ関

スル規則」を定めている。そこには r学齢簿」の調整 r就学猶予者」と「就学免除者」を明
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白にするなどの規定がある。

1903年12月には，庁令「特別教育規程(第 117号)jを制定して i王子長児童児守児童ノ学級

編常iJ及其ノ;教授法」を廃止した。この規程は，他祭においては不就学児童への就学督責による

就学歩合の向上施策として「特別教授」や「特別学級」を編成して特別の教育を実施する法制j

であった。しかし，北海道においては，簡易主義，笑利勧業主義，生活主義による拓地殖民初

等教育の特賞を増幅させる施策として進められ，劣等児等を含めた不就学児童への救済の意閣

は微鹿もみられなかった。北海道庁は i特邪教育規桂J命iJ定の理由を「内務部教育課第4207号J

により次のよう述べている o

「特別教育規程」制定の理由

本選ハ年々少クトモ五万人ノ移住者ア 1)，渇将来主主々之ヲ奨励シテ巳マサルハ臨ヨリ本道拓殖上ノ大方針ナリ

然ルニ是等ノ人民ハ湿ヨリ其ノ故郷ニ於テ主主ノ子女教育ノ義務ヲ果セルモノ多カラサル故二本道ノ、Jlsチ他ノ府

県ノ不就学者ヲ永久ニ歓迎スル覚悟ナカルヘカラス而シテ去を等ノ移民カ其ノ開拓地ニ着スルヤ林野ヲ拓キ茅茨

ヲ刈りうも其ノ衣食伎ヨリ始メテアラユル生活上ノ辛酸ニ耐へアルヘカラス時ニ其ノ必要ニ応シテハ全家主持テ春

秋半歳ヲ海岸ニ漁業ニ送リ冬期ハ後葉ノ土着ニ帰耕スルモノモ少カラス抑々是等ノ情態ノ、本道主ル月号ニ~ルヲ

得ヘキモ主主ノ児主主ノ就学ニ関シ之ヲ会民一般ノ法ヲ以テ規スヘカラサルハ明白ニ事笑ナ 1);是本道従来不就学者

ノ少ナカラサルト斯ニ特別教育規程ヲ設ク/レノ必要アル所以ナリ放ニ各規程ノ目的トスノレ所何レモ適笑ノ効力

ヲ僚セサルハナシ各条ニ就テハ別ニ之ヲ総説セス

この規桂も 1873年以米，北海道初等教育行政として，拓地殖民優先の嫡良教育施策の延長線

上に制定されたものである。この規程の主要内容は，対象児童を北海道開拓移住のため不就学

の年長児童と，これまでの規程の「新開地ノ児童Jに加えて i期節ニ依リ一時出稼スル者ノ児

を簡易教育所を設けて別学教育を施行することである。しかも，教授は i日，時間ハ児童

ノ出席ニ便宜ナノレトキヲ選フコト j，i児童ノ発達ニ注意シ速成ヲ主トシj，i教材ノ材料ハ生活

上最モ必要適切ナル事項ヲ選ビ旦ツ区町村住民トシテ直接関係ヲ有スルモノヲ要スJ として，

方法の自由選択と速成教授を加えていることである。この規定の実施により，北海道の初等教

育は「正規の課程j，i簡易教育規程による課程」及び「特別教育規程による課程J と三つの課

程が併存することになったのである。 1908年3月には，庁令改正「特別教育規程(第22~子)j

を制定した。この改正は，改正「小学校令」の要旨を織り込んだものであり i特別教育規程(第

117号)j， ij日主人児童規程(第42号)j， i簡易教育規程(第57号)j を統合した内容となって

いる。改正「特別教育規桂」には1.教育所が尋常小学校を代用すること 2.教科自は尋常

小学校の教科目中園画・唱歌・裁縫のー科目若しくは数科目を省き，開くことができること，

3.10歳以上の児童・!日主人児叢・委託教育区域外の児童・新聞部落又は季節出様ぎ場所在住の

見童・季節により通学園難な場所在住の児童に特別の教授を為すこと等，が規定されている。

この規定を実施するに当たって，開時に道庁訪11令「特別教授ニ関スル住意事項(第28号)Jが

詰I[達されている。この主旨は，それまでの「簡易教育規程(第57号)J， i特別教育規程(第22

号)Jと異なるものでない。却ち，教育内容と程度は簡単平易でい地域生活に直結した低水準のも

ので，開拓社会の貧困な生活実情に適応させるための教育規程である。

北海道庁は， 1916年12月庁令「小学校教科目教授ノ程度及教授時数ニ関スル規程(第84号)J

及び同月に庁令改正「特別教育規程(第85号)Jを制定した。改正の趣旨は，持日づけの道庁

訪11令第54号により周知を鴎っているo その冒頭の部分を引用して，次ぎにあげる。
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F特別教育規程(第85号)J改定の趣旨

(前田各)等シク義務教育ヲ施行スル学校ニシテ尋常小学校と称シ或ハ教育所と称スルカ如キハ動モスレハ児

童保護者等ヲシテ雨者ノ軽震ヲ疑ハシメテ延テ就学ノ普及発達ヲ阻害スルノ虞ナシトセス故ニ教育所ナル名称

ヲ尋常小学校ナル名称ニ改メタリ(後略)

北海道の教育行政の特例規程による施策とその実施は，概に文部大臣の許可を得ていること

である。しかし，教育行政当事者にとっては，初等教育の普及と就学歩合向上をめざす行政を

進めるにあたって，特別教育規程による軽便な教育所と正規の尋常小学技を並列させることは

道民の誤解を招き得策ではない状抗にあったのであるo しかも，教育の組識，教育の内容，教

育方法などが異なる二つの教育機関を関一名称の「尋常小学校」とする，形式・画一主義につ

いては，苦しい弁明を用いて否定せざるを得なかったのである。

第一次世界大戦は，社会の各分野に大きな影響をもたらした。北海道の教育行政は，あいも

変わらず国策に即応した政策を進めており， 1922年には道庁諸例規の改蕗が行われた問。これ

は，北海道庁内務部長服部教ー叫によるところが大きいとされている。すなわち，北海道独自

の教育規程は減少し，文部省の教則が却北海道に適用され始めたと解することができょう。同

年8月には，道内六区に市制が端行され， 1923年には戸長役場が廃止された。拓殖事業は r言午

可移民」寄せとして計画性を高めるとともに，開拓成績も安定傾向を示すようになった。 1927年

には，第二期拓殖計画が策定された(第一期拓殖計画は 1909年策定)。

1931年 10月北海道長官に就任した村上信ーは，同年11月の庁立中等学校長会議に怠ける

「北海道教育に関する訓示」において教育優先の考えを示した。村上長宮の訓示は r行政や政

治の根本には教育の力Jが要諦であり r政治行政も又教育の一つなり J と「教育尊重の大義」

の実現を図ろうとする意志が貫かれている。

北海道の初等教育の就学歩合は， 1917年に 99%に達していたものの，学校種別は複雑多様で，

教育水準も低く，教育のダンピングは解法されているとは苦い難い状況にあった。

学校種別は，尋常小学校，尋常小学校分教場，教育所，尋常高等小学校，尋常高等小学校分

教場，高等小学校，特別教育所の七形態に底加される。しかも，この形態の内実は，教授科目，

教授時間数，教授期間，教員などとの多様な組み合わせにより実施されているのである。次ぎ

に，公立の小学校数とその割合を先行研究から引用し再掲する。

1937年7月の麓溝橋事件に端を発した日華事変勃発は，教育の中央集権化と軍国主義教育に

「公立小学校数および割合(Ir北海道教育史全道編一~ p.100.より )J

区分 常 尋常小学 高等
年度¥¥ 小学校 分教場

教育所
小学校 小分教場 小学校 |合計|教育所

24 165 95 48 3 714 
明治33年! 57% 23% 

制度
(1900) 100% なし

80% 20% 

807 37 273 265 51 1，433 307 

58% 19% (1917) 23% I 100% 
77% 



108 教育学研究科紀要第86号

拍車をかけていく。北海道の初等教脊行政は，中央教育施策を北海道の地域性のなかで実現さ

せる傾向を更に強化されていったとみることができょう。

1941年2月，勅令第148号により，それまでの「小学校令」が改正され「国民学校令」が制

定された。再年3月には文部省令「国民学校令施行規則」が公布された。国民学校令第 1条に

は r皇関ノ道二期リテ初等普通教育ヲ雄シ留民ノ基礎的練成ヲ為ス」と国見学校の目的が明確

に規定された。

1941年2月，北海道庁学務部長平本義隆は r国民学校制jの実施と北海道の教育 (W北海道教

育.!270. pp.6-9. 1941. 2.) jのなかで，それまでの北海道開発が殖産興業，土木交通等に主力が

あり民心の啓培が閑却され勝ちであったと指描した。そして，開発行政追従の北海道教育行政

を「精神文佑の開拓」のための施策へと支点を移す考えを論述している。更に，北海道教脊の

特色として「単級，複式の教育J をあげている。単級，複式教育が，開拓地の後継者養成及ぴ

一村教化の中心として実績を挙げていることに注目し，その実践と研究を奨励している。

1941年3月には，北海道庁令「特別規程ニ依ル現存特別教場ノ取扱ニ関スル件(第24号)j， 

弱年7月には北海道庁令「国民学校令施行規則(第94号)jが制定された。同時に r特別教育

規穂j，r市町村制ヲ施行セサル地方ノ小学校教育規耀施行ノ件j，r町村学務委員規則j，i小学

校教科目教授ノ程度及教授時数ニ関スル規程」が廃止された。これは，北海道における初等教

育の特例規程が七市を徐〈全地域に適用されていたものを，関民学校令により他府県と見様の

適用となったことを示すものであるo 改正庁令「特加教育規程(第22号)j は，明治41(1908) 

年に制定されてから 34年間，大正5(1916)年制定の庁令「小学校教科目教授ノ程度及教授時

数ニ関スル規程(第84号)jは25年間にわたり北海道初等教育行政の根幹規程として機能した

ものである。「特別教育規桂」等は蕗止されたが，学校形態である特別教授場は関民学校の分教

場とみなされて存続するのである。ともあれ， 1941年4月からは，北海道の初等教育の特例規

程は法制上廃止され，全閣同ーの規程によって新な出発をすることになったのである。

以上，北海道の初等通常教育行政について r学術Ijj 頒布の1872年から「国民学校令」制定

の1941年までのほぼ70年間を概観した。北海道の行政機関が制定・実施した初等教育に関す

る「諸規程」の趣旨と主要点を取り上げて，その特質を「簡易主義」と「地方主義」ととらえ

た。この特質は，中央政府が蝦夷開拓すなわち拓地殖民を国家的枢要事として推進した行政施

策と，その拓地嫡民優先行政に追従した教育行政は他府県に見られない特質であると総括でき

る。その北海道性は，初等教育行政においては，道民の拓地殖産を{憂先第一におき，教育の漸

次的実施を基本方針とした開拓地教育を「北海道初等教育の特例」事項として，文部省の認可

を根拠として施行実擁されたところに顕現している。すなわち，開拓地北海道の初等教育行政

は，終始「他府県と同一で、はない」との理由づけにより独創生を強め，中央政府主導のもとに

教育のダンピング行政を推し進めていったのである。初等教育ダンピングの施策・実施は r教

育費の緊縮イI:Jj，r地域特性配慮の合法イ七j，r教育組織の簡便イI:Jj，r教育自擦の卑近化j，r教育

内容方法の簡易化J，r分離・別学編命IHI:JJ，r教員の無資格者・低資質者化」などの特質性を際

立たせていったのであるo

本稿で重要視することは，北海道の初等通常教育における「教育のダ、ンピンクコが戦前期の

70数年間にわたり「北海道の特例」として実施されたことにある。しかも，そのダンピング教

育の対象児童が，最も留意した教育を保障されなければならない未開発地域在住児，小規模農
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漁村落在住児童，移住民の不就学児童，児守児童，保護者とともに出様地に在住する児童，出

土人児童などである。長野県・埼玉県・大分県等は，これら不就学児童に対して，特別教授や

特別学級の規程により，就学歩合成績の向上を闘りながら教育機会を保障ている。北海道にお

ける初等通常教育施策は r簡易教育規程Jと「特別教育規韓Jにより，殖民党輩に対して義務

教育の形式的普及を第一義において，不就学先輩等に対する救済施策の伴わない実質の乏しい

教育ダンピングであった。

2.2.教育内容・方法における「実手IJ勧業主義J. r生活意義」

北海道初等教育における教育内容・方法に関する検討は，教育行政と同様に 1872年から 1941

年までの殖民教育期閣を対象とする。従って，教育内容・方法の特質は前墳の教育行政で論述

した「教育目標の卑近佑」と「教育内容方法の簡易化」により特色される。その特質は，北海

道の行政機関が制定実施した初等教育に関する「諸規程j 等に示された趣旨と教育内容・方法

の基準の検討結巣から r実利勧業主義」と「生活主義J教育ととらえることができる o その特

質を増幅させたのは，金子堅太郎の「北海道巡視援命書」を拓殖施策にとり込んだ岩村通俊初

代北海道長官の施政方針であった。以下に「諸規定」による殖民教育の展開過程とその主内容

を概観し，教育方法・内容の特質を論証する。

{開拓使 r学脅し前] 北海道初等教育は，主として道南地方においては藩校，私塾，寺子屋な

どで行われていた。庶民の教育機関であった寺子屋は r学命UJ頒布により自然消滅したが，函

館，小樽5余市などでは郷学又は郷校という性格を持つ教育機関となり，開拓使の指導により

教育所や小学校として初等通常教育機関成立への基盤となっていった誼9。寺子屋での教育舟容

は，本州各地のものと変わることなし「よみ，かき，そろばん」で，教材としては「いろは，

仮名交じり口上e 往来物，四番・五経」等が用いられていた。その教育内容・方法は r初歩的J

な，しかも「生活の実利実用的J なものであった。この生活の実利的・実用的・初歩的な内容

方法は，その後の初等教育に結びついていくのである。

{開拓使時代} 北海道は r学希IJJ第4章により，奥羽地方とともに第8医(1873年4月第7区

となる)に属していた。しかし，文部省は，未開地北海道の学事は他府県と同じに初等通常教

を実施することは困難であると判断し「北海道の学事例外Jを容認し r北海道教育行政はす

べて文部省と協議の上施行する結10Jとした。この北海道の特殊事情は，文部省主導の教育c行政

による教育のダンピングにより「中央依存体質」及び「後進性」をもたらしたのであるo

1872年 11月開拓使関墾局から布達された「小学告諭」には r農夫ハ農業ヲ務ム/レハ専用事

ナレ共文字ヲ知ラサレハ空シクカヲ尽クシテ収穫少キハ勿論御触達面モ了解シ難ケレハ不覚

(後略)Jとある。この趣旨は，開拓民にとって政府等の行政機関，すなわち，御上からの布達

を理解できる程度の「読み，苦手き，算術」の能力は有用だから就学しなさいというもので，教

育権保障と異なる行政効果をあげる就学奨励の意思をあからさまにしたものである。

1873年6月には，開拓使は既設の教育機関を新学校制度に取り込む方針を立て，一郡一教育

所の設立計画を進めた。教育所の教育内容は，必ずしも統ーされていないが，余市黒)11教育所

の事例では，各二時間ずつの「読書，留字，喫飯(12a寺)，算術，国史揮各論講」を課している (r黒
)11教育所の教育課程J W北海道教育史地方編一.11pp.499-502. 1950.6.)。

開拓使函舘支庁は， 1877年1月「小学教則」を制定した。そこには r六歳以上十三歳以下ノ

男女児ヲ入校セシメテ人民日用ノ事ヲ教フル所ナリ」と基本方針が述べれている。このさ当時，
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北海道においては函館地方が最も開けた池域であり，教育分野でも先進地域として先導的役割

を果たしていた。北海道において，初等教育に関する最初の規棋である函館支所の「小学教則」

は，その後の札暁本庁，根室支庁の教育規程制定に影響を与えたのであるo この時期になると，

北海道各地の教育所等は学校に改輔され，名称を「小学校」と改め，学校としての形態が整え

始めている。

1879年9月太政官布告「教育令」を受けて，開拓使本庁は 1880年1月「小学教則」及び「変

則小学教員リJ並びに「教員心得誉」を布達して，開拓地の状況に対応した初等通常教育の普及

に務めている。これは，先の函館支所「ノj、学教問」に準拠して，小学校を「正日目J と「変則」

に類別し北海道初等教育学校の制度を複線イじした最初の規定である。この初等教育学校の複線

化は， 1887年の「小学校規則及小学衝易教員し， 1895年の「小学教則j，1903年「特5.iU教育競緯

(その後の1908年， 1916年改正)jとして 1941年まで継続しているのである。この社会的背景

について，開拓移民の乏しい経済力や教育要求度の低さに求める史観が安藤忠吉(i開拓教育史」

p.298.1955.5.)，砂沢喜代次 (i教育課寝j ~北海道教育史全選編一~ p.616， 623. 1961.3.)， 

山崎長官(~北海道教育の発達にみられる後進性について~ p.35. 1969.5.)らの論述に伺われる

が，明治政府の消極的な北海道開拓政策が意間的に産出した結果であると考える O キしi院本庁の

「小学教則」には，就学年齢(満6歳~満14歳)，教育課程(1級-6級，毎級前後ニ期に分け

毎級6か月)，学課(読物復説，輪講復講，暗記，書取，作文，算術，講述，問答，醤字，閤画，

記簿法，農業，養蚕，体操)等が規定されている。これに対して「変則小学教員立」に示された

内容は，家業に従事しているために正則小学校に入学できない児童のために i務メテ日用切近

ノ学科ニ対シ満六年以上ヲ四ヶ王子簡ニテ卒業セシムj と規定し，教育課程(1級-8級，毎級

6か月)，学課(読物復読， 口授(修身・養生等ノ;教静，作文，算術，習字，書取，農業，養蚕，

体操)等である。「務メテ日用切近ノ学科Jは，正則と共通していると読み取れる i教員心得

は，教~Ijに盛り込んだ「勤労主義と英和j主義」の趣旨を学校教師に徹底するために出され

たものである。そこには，教問制定の趣旨について i入学子弟ノ徒ニ高尚ニ驚セ康文ニ流ルノ

墜ヲ救ヒ日用適実の教ヲ施i7../童ιζ~，教育目標を「尤日即近ノ者ヨリ始漸次教習シテ実着

ノ材ヲ成ヲ主トセ 1)j としている。

1882年当時の社会的思想には，個人主義と自由主義並びに関家主義と富関強兵主義のニ大潮

流があった。前者の潮流は，教育内容・方法として「イ間性の開発j，i自然法制の是認j，i感覚

教育の重視」など近代的な主張をもたらした。しかし，それらの主張と実践は，後者の潮流が

生みだした「尊皇愛国の精神Jにのみ込まれていくのである。

1883年 3月に函館が「小学校教則」を 4月に根室が「小学校教則」を，そして5月には

札幌が「小学校規則」を各県でそれぞれ定めているo これらの教則・規郎に規定されている学

課の内容と程度のうち，各県に共通に見られるものをあげると次のようになる。修身は，盟策

に合致させた「儒教主義Jにもとづく内容である。習字は，要旨，教材，学習方法などが「実

用主義」によって具体的に示されている。算術は，変期小学校にも筆算と珠算の併用を認めて

いる。農業は，拓殖政策の主要な一つであることから「農業現術J として小学校，小学教科倍

習所で重拐された。裁縫は，女子の就学歩合の向上政策として奨励されている。このように教

育内容・方法は，修身を中核学課としながら，習字，珠算，農業3裁縫など「生活主義j，

用主義」的なものが配されている。農業現術科目は，北海道においては，創成，山葬，対躍な

どの，比較的に教育条件に恵まれた普通初等教育学校の26%が実施した説28
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{三県一局時代} 西南の役後の恐慌が北海道にも経済不況をもたらし，三県一局というこ克行

政による政策の不徹底も震なって開拓事業は遅滞していた。従って，初等教育も，生活不安に

晒されている道民の生活とかけ離れたダンピング教育行政により成巣はあがらなかった。この

ような教育行政を巻き込んだ拓地殖民政策の遅滞を批判し，新たな雄策案を示したのが太政官

大書記金子堅太郎である。金子堅太郎による 1885年の「北海道ノ普通教育法」については，前

項1.1.1.で検討したとおりである。金子の趣旨は，北海道の通常教育法は Iあまりにも高尚

すぎて，実利の業に練く，殖民地教育に適当で与なしりので Iアメリカの未開部落の教育方法を

範にした改正をしなければならない」というものである。金子は，北海道の教育の実情視察と

農漁民への聴き取りをもとに，北海道の初等教育について次のように言及する。すなわち Iい

たずらに立身出世や官吏養成を呂指すのではなく，拓地殖民にふさわしい実利勧業教育を目標

とすべきだJ と，教育目標の変更を主張している。更に，屯田兵村の小学校は附属の実習地を

もち，農業関室長の実地を修習をさせていると賞賛している。教脊内容・方法については，三生量

に直結して日用の学を授けるべきである」という「実利勧業的な実学」の教育を提唱する。開

拓移民の生活を貧窮なままにして，教育を普及振興させることは殖産興業政策に反することな

のである。この金子堅太郎の初等教育法は， 1886年から始まる北海道庁の教育政策に全扇的に

とり容れられて，いわゆる「殖民教育」として呉体化されるのである。

{北海道斤時代] 1886年4月，文部大臣森有札は，国家主義統制!の方針をもって「小学校令」

を制定した。文部省は，毘年5月に「小学校ノ学科及其程度J，I小学簡易教財要領ノ事情i令

第1号)Jを規定した。この規定は，北海道長官岩村通俊の教育政策方針に，強力な根拠を与え

たと考える。 1887年4月には，北海道庁は庁令「小学校規剥及小学簡易教則(第 16号)Jを制

定した。この「小学校規則及小学簡易規制」は，小学校令と金子・岩村の初等教育政策方針に

添って規定されたことは明らかである。そこには，教育費を節減するという行政方針を大前提

におき r普通初等教育の程度を低くし，学科内容を簡易実用的にし，授業時間を短縮し，児童

たちが家業の手伝いして殖産興業に励ませるj とい 7，殖民教育思想が鮮明に規程化されたの

である。このように，修業年限を一王子短縮して三年とし，一日の指導時間を三時間に減少して，

児童を学校から家業従事に駆りたてるなど，極めて簡易・便宜主義による規程なのである。そ

して，実用主義と生活主義による教育内容・方法は，各学科の改訂となってあらわれている。

修身は，大多数を占める簡易科小学校では指導されず，学科程度は「簡易ナルB常ノ作法」と

された。読書では，漢文がなくなり，仮名と漢字まじり文に限定された。作文は， 日常生活に

役立つという観点から一学科として独立した。習字も作文と同様に重視された。算術では，培

算が「殊更ニ暗算ヲ授ケ，以テ生徒ノ脳髄ノ働キヲ活発頴敏ニ養成スルヲ要ス」と重視された。

しかし，簡易科では扱われず，珠算が課せられた。体操と唱歌は合わされ，体操は遊技，徒手

体操，亜鈴体換を課している。輩盟主直筆笠主立主立尋常科の年長女子と簡易科の補習

科(季節的学校)に課されている o 実業科は，実習演習として，尋常科，簡易科，温習科にも

課されている。これは I勤労精神と習慣を脳髄にたたき込み，開拓事業に役立てるJことで職

業教育が効率的に実施できるからである。この農業や漁業を中核とした実学教育は，普通初等

教育における基礎的な教育内容の切り捨てである。しかし，開拓住民にとっては地方主義にも

とづく実学教育は「開拓住民の再生産」という点からは受け容れられたのであろう。

1890年 10月には，改正「小学校令」が勅令として出されるとともに，教育の最高理念として

の「教育勅語」が発布された。改正小学校令の第一条には r小学校ハ児童身体ノ発達ニ留意シ
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テ道確教育及国民教育ノ恭礎並其生活ニ必須ナル普通ノ知識技能ヲ授クルヲ以テヱド旨トス」と

小学校教育の来たすべき使命が明示された。この規程と「教育勅語J によって，皇国史観に立

つ国民教育と閤民生活に必要かっ欠くことのできない普通の知識と技術を教授目的とする実学

教育が結合したのである。従って，北海道における殖民教育の方針は，改正小学校令と教育勅

語の趣旨に合致したものと見ることができる。

1891年11月には，文部省令「小学校教則大綱Jが公布された。その第一条の二項には i知

識技能教育でいは生活に必要な内容を選んで反復嫌習して確実に応用させること」と教科の内

容・方法を詳細に規定している。これを受けた北海道庁は， 1895年3月に庁令第 10号「小学校

教関」を制定実施した。本規程の教科呂は，尋常小学校第一類は修身，読書，習字，算術，実

業，裁縫，体操が課され，第二類には修身， 習字，算術，実業，体操が課されている。

次ぎに， 1887年と 1895年制定の教則等による「各種別小学校の学科・課目及び毎週授業時数」

並びに「第二類教科課程表」を表示する o

下記比較表から明らかなように，尋常小学校と小学簡易科の学科・課目数，授業時数の差異，

並び、に第一類と第二類との差異は非常に大きいことがわかる。又，第二類教育課韓表には，当

時の小学校令には実業がないのに，第二類には附加されている。又，裁縫科は内容が明示され

ていない。教育内容・方法の実利主義，地域・生活主義の特質がよく表れているといえよう。

この正系と傍系の格差は，そのまま北海道における初等教育軽視の教育ダンピングを如実にあ

らわすものである。

r1887 ~手[小学校規悶及小学簡易教期]. 1895年[小学校教関]における
寄小学校等の学科/謀関及び毎週授業時間J
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1898 -if. 2丹には，北海道庁令「簡易教育規程」が公布された。これは，道内の捜宜・簡易な

教育行故施策としてすすめられてきた大多数を占める簡易初等教育機関に対して 6年以内に

「小学校教則Jに移行させようとする措置規程である。それは，簡易教育は解消されるべきであ

るとの趣旨にも読み取れるが，内実は教育水準のレベルアップの措置というよりは r簡易教育J

の施行を一層合法化したものと考える。何故なら，その教育内容は 1887，1895年当時より更に

簡易化されたからである。すなわち，教授科目は修身，読書，習字，算術の国科目であるが，

その中のー科目を欠くことができるとし，その程度は尋常小学校第二類に従い毎週25時間以上

で，昼夜のいずれの授業でも良いと規定している。北海道の開拓事業は， 1892年ころから 1897

年ころにかけて広範囲な各地に開拓移住者が急増した。そのために，公立初等教育機関の設置

が追いつかず，簡易教育機関で代尽していたことへの法制化であった。 1899年 12月には，北海

道庁令で「小学校教則」を改正した。北海道教育行政は，尋常小学校第一類を主体としながら

も，特殊な地方に尋常小学校第二類の設寵を広範留に普及させて，初等教脊機関の複線型をす

すめていったのである。

教
科
日

修身

習字

事事術

実業

裁縫

体操

計

備考

r1887年[小学校規則及小学第易教関エ 1895年[小学校教則]における
第二類小学校教科課程表」

第一学年 第二学年 第三学年

毎遜教
内 l'与T司・ 毎週教

内 t内怪'j: 毎週教
内 t勾ヤT 

授時数 授時数 授待数

人道実践ノ方法，仮名， 人選実践ノ方 人選実践ノ方

仮名ノ 短匂，短文， 法，仮名文，近易 法，近易ナル漢字

九 近易ナル漢字交 1)文，片 九 ナル漢字交リ文， 九 交リ文，口上書類

仮名，平仮名，近易ナル 口上番類 B用文 及B用番類， 日用

漢字交リノ短匂 文字

二十以下ノ数ノ範麹ニ 五百以下ノ数ノ 千以下ノ数ノ範

-'-' 
於ケル計へ方及加減乗除 ム 範囲ニ於ケル計へ ム 間ニ於ケル計へ方

ノ、
務委事

ノ、
方及加減乗除時

ノ、
及加減乗除精算

算

農漁ノ談話及笑習 一 向上(向友)

一 遊戯 遊戯，普通体操 一 普通体操

一八 一

土地ノ情況ニ依リ日目歌ノー科ヲ加フルコト得，此ノ場合ニ於テハ本表時間外ノ三時間以内

ヲ以テ之ニ充ツヘシ

1900 年8月には r小学校令」及び「小学校令撞行規員しが改正・布告された。これは， 日清

戦争後における教育振興，特に義務教育の就学歩合の向上を罷ることにより，従来の国民教育

と実業教育の結合を徹底させる意思の現れである。

1902年9月には，北海道庁訓令「年長児童克守児童ノ学級編箭u及其ノ:教授法」が規定された。
ここでは， 10歳以上の未就学児童並ぴに児守の女児の学級を他と分離して「特別学級J扱いと

い授業時数を遇18時間まで減らすことができるとしている。教育内容・方法としては r生

活上ミニマムなものでうしかも地域住民として直接関係のある知識技能」とし，教科目は修身，
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国語，算術，体換をあげている。本規程は，未就学児や児守女児に就学の機会を与え，地域生

活への適応を目ざしているが，これまでの教育政策と同様に就学可能な環境を整える視点が欠

落した規程であった。本規程は，翌1903年に臆止された。

1903年4丹，北海道庁は急増する殖民児童対策として，庁令で「簡易教育規程」の一部を改

正した。しかし，教育施策は措極的であったため，簡易教育所，特別教育所，私設教育所など

複線型の多様な初等教育機関を容認せざる得なかった。そこでは，教育形態は分離・別学繍制

で，教科目は修身，国語，算術，体操に限られ，生活上最も必要適切な教材を選択して速成教

授することを求めている。教員私有資格者であることを規制せず，簡便な方法を許容してい

北海道における殖民教育が開始されて既に 30年経過した 1902年の 12月，北海道庁は庁令

「特別教育規程(第 117号)Jを制定した。これは相も変わらない，開拓地における選民の生活

の労働の実情に応じた「教育の特別措置競程」である。次ぎに，教育内容・方法に関わる規程

の内容を摘記して再掲する。

「特別教育期是(第 117号)における教育内容・方法(摘記)J

第四条 教授ノ日及時間ハ児童ノ出席ニ便宜ナルトキヲ選ヒ学校長ニ於テ適主主之ヲ主主ムヘシ

第五条 教授ハ児童量ノ発達ニ注意シ速成ヲ主トシ艮左ノ例ニ依ルへシ

一 教材ハ生活上必要適切ナノレ事演ヲ選ヒ主主区町村住民トシテ直接関係ヲ有スルモノタルヘシ

一修身ハ教科用図警ヲ児童ニ持タシメス日々行ヒ得ヘキ普通ノ作法ヲ授ケ兼テ必要書ナルJL4等方(子守児
童ニ就テハ特ニコノ理ニ心得)ヲ授クヘシ

三 国語いろは，五十音，実用ノ仮名文，通常ノ名頭，名字，物ノ名(其ノ:処ニ於テ直接使用スル文字ニ

限ル)， jj主接関係アル地方長官名戦名及役所名等，受取委，はがき，養状ノ認メ方等ニツキ読ミ方，害警~

方，綴リ方(以上時間ヲ区別セス)ヲ笑照的ニ授クへシ

問 主事術ハ児童及家々ニ於テ朝夕使用スルモノ其ノ処ノ戸数ふ人口，段JJI]，職業，産物等ニ関スル材料ニ

依 1)笑用ノ勘定ニ熱遼セシムルヲ主トシテ授クヘシ

五女児ノ為ニハナルヘク裁縫ヲ課シソノ材料ハ必ス8常所用ノモノニ取り，主トシテ緩イ方，洗濯等ヲ

笑施ニ授クへシ

六 遊戯，唱歌ハナノレへク併セ課シ聖子卑ノ弊風ヲ矯メンコトニ務ムへシ

七 子守児童ノ、ナルへク出入ニ俊笈ナル所ニオキ他ノ児童ノ教授ニ妨ケナカラシメンコトヲ婆ス

1903年2月には北海道庁制令第 13号別冊「普通教育に関する注意事項」の第四 教授に関す

る事において，法令に基づく教育行政指導を次のように強めている。すなわち r教期は国家の

注文書」であり r施行規則第22条の教授細目は国家が各教員に注文する仕事の明細番Jであ

るとして，注文書と明細害警の命令を受けて教育技術を工夫するよう注意を促している。そして，

各科目の「教授上の注意」を示している。訪11令の徹農を図るために，北海道庁内務部教育課は，

「特別教育縮自ノ一例 (1904年3月調査)Jを吋七海道教育雑誌 (135.pp.17-22.1904.4.).!に示

した。その主内容は，六点にわたる「往意事項」と五教科の細目から構成されている。そのな

かの「住意事項 I を次に嬬記する。

「特邪教育級闘ノ一例(摘記)J

1.細呂例は「特別教育規程」指導署長墳の要領であること o

2.教育対象児を「特別教育の子供」と規定し，能力lこ適応した教脊をすること。党支の能力区分は 2から 4

グ予ループとし，必ずしも「学級単位の教授」にとらわれることなく「合級教授」法により教授すること。
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3.教授にあたって教員は，腹案(教案)を作成し効率的に行うこと。

4.教案作成については，教科別に教授することを喜きせず，関係事項を関連させた r合科教授」の計画による

こと。

5.授業を学校外(校庭，漁場，海浜，原野等)で実施する場合は，校内での授業に関わる事項及び木版，石

盤等の学用品にも工夫すること(例，漁場の毒事項に対して子供が心得なければならない作法を教えたり，浜

辺の砂に文字を警かせたり，勘定等を教えることなど)。

更に，各教科の細自は r特別教育規程」の第4条，第5条の規程を詳細に表示したものなの

でふれない。以上のことから，特別教育規程は，年長克主主・児守児童等への就学保酵を意図し

たものであったが，初等通常教育の教育内容・方法の特繋としての「生活主義」と「実利勧業

とによって構成されている規穏として史的意味がある。

1907年3月には，文部省は日露戦争後の国勢を背景におき，全国的に義務教育の就学歩合が

96%を超えたことから教育年恨の延長を図ることにし，勅令で改正「小学校令J を公布した。

初等教育期時は 4年から 6年となったが，戦後景気は続かず社会的経済的影響は教清酒にも

及んだ。北海道庁は 1908 3月に庁令で改正「特別教育環程Jを制定した。そこには，本道の

初等教育行政の消極'性を一層増幅した著しい後退を示す内容が盛り込まれている。すなわち，

1.教育所の設置 2.教科目の削減許容拡大 3.教員配置の規定外容認 4.未就学年長児童

及び旧こと人児童のための「別学・特別教授j，5.それまでの望書易教育所，特別教育所を本規程

の教育所及び特別授業とみなすことなどである。しかし，年長児等の不就学見童を別学による

特別教授についての教脊実践の史資料は残されていない。

1916年12月，北海道長官俵孫ーは，北海道庁令「小学校教科目教授ノ程度及教授時数ニ関ス

ル規程(第84号)j及ぴ改正「特別教育規程(第85号)j並び?に雷11令第53号，第54号を支庁，

区役所，町村役場，戸長役場，度町村立小学校宛通達した。これらの規程並びに訓令は，翌年

4丹より施行された (W北海道庁公報』第230号.pp.10045-10065.19171.3.)。このjjJll令第53，

54号は r小学校教科目教授ノ程度及教授時数ニ関スル規程」の制定及び「特別教育規程」の改

正の趣旨と実施上の留意点を示したものである。そこには，北海道庁が従来から再三繰り返し

てきた r本選ノ民度実』情ニ考へ一層適切ナル教育」を施行するために r閥ーノ弊ニ臨ルヲ避

ケ教科呂ノ取捨及教授時数ハ土地ノ情祝ニ依リ掛酌スルコト従来ヨリ一層自由J にしたと述べ

られている。各教科の内容・方法も従来通りである。尋常小学校5年以上の男子に理科の中で

「実業j を新設した理由については r本道ハ拓殖ノ地ナノレヲ以テ産業ノ発達ハ教育上最モ留意

スヘキハ当然」であるから「義務教育中」にこの知識を習得させるためだとしている。新入学

児童の一学期の避教授時数は 18時間以内とした理由は r本道ハ交通機関未タ普及セス通学路

亦頗ル遠キニ過クルモノア 1)j，そのような地方の児童は身体発脊が充分でなく，学校生活に馴

れるには「規定時数ノ教授ヲ為スハ雷ニ心身ノ発達ヲ妨タケルノミナラス延テ就学ノ普及発達

ヲ阻害スル虞ナシトセサノレ」からであるとしている。ここにも，北海道の拓地殖民を特殊性と

して理由づけ，教育費節減の安上がりの初等教脊行政策が露呈されている。教育内容・方法の

蒸本事項には変更はなしむしろ「生活主義j，r実利勧業主義」による初等通常教育の一層の

徹底を関る姿勢が強調されている。

1923年11月 r国民精神作輿ニ関スル詔書」が決発され，次第に国家主義教育が提唱された。

1926年4月には r小学校令」と「小学校令施行規則」が改正された。高等小学校への就学者が

増加し，高等小学校義務化論が出された時代であるo 日本歴史は r国史」と改められ，女見の
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科目には裁縫のほか「家事Jが漏えられた。初等教育にも r職業教育」や「郷土教育」の思想、

が浸透されるようになった。

1929年 10月，ニューヨークのウオール街に端を発した大恐慌は世界の資本主義諸国を巻き

込んでいった。そして，教育にも大きな影響をもたらした。 1935年 8月，北海道の教師達は，

f綴り方における生活指導」を自指して「北海道綴方教育連盟J を結成している。

1941年 3月教育審議会の答申にもとづいて「留民学校令」と「国民学校令施行規尉」が公布・

実施された。留民学校令の趣旨は，国民全体に対する蒸礎教育を拡充整備して国民教育を一新

することと，義務教育年限を 8年間とすることであった。しかし，義務教育の延長は戦時非常

時措置により延期されたまま終戦を迎えたのであるo

r北海道の初等教育関係条例・規程等制定の趣旨と内容にみる教育施策思想J

教育条例・規則等 教育制度・形態・施設・教員等 教育方法・内容等

「北海道学事着手方」 -漸進主義(拓殖社会の特例容認)

(1873年 12月文部省) -関拓優先，教育軽筏の消極政策

「村落小学教則」
-形式，簡略主義(傍系教育形態 -簡易，省略主義

「学校維持規則」
を普通教育とみなす) -生活主義(日用の学科を教授)

(1878年1月)
-地方主義(隣拓社会の情況考慮，

小学校は地域住民が維持)

「変郎小学規則J -5定利主義(実用有益の人材育成) -生活主義(日用接近の学科教授)

(1880年1月) -笑学，勤労主義(農業現術)

-5足利勧業主義 -簡易主義

「ノト学簡易科教則」
-簡略主義(二筒年終了) -生活主義(日常適笑の教脊)

(1887年4月)
、・漸次教潔主義(日周期近の者よ -笑業，勤労主義

り始め，漸次教習して，実蕩の

材を成す)

-生産尊重，教育軽視政策 -簡易主義(簡易科教員日程度の教

「小学校教則(第二類)J -地方主義(特殊の地方)， 育内容)

(1895年3月) -簡略，便宜主義(戸数の多寡に -生活主義(生活に必要な内容)

よる教脊程度) -反復ドリル主義

「簡易教脊規程」 -地方主義(新開発地適合教育) -簡易主義(四教科，毎月 25時間

(1898年2月) -簡便主義(出張教育，嘱託教育) 以上，夜間・日曜日授業)

「簡易教育規程改正」
-地方主義(民度に応じた教育， -生活主義(笑際的簡略な内容)

「街易教育所設言量規程」
開拓者の資質養成，開拓地の笑

(1901 if. 4月)
態に応じた教育)

-簡便，普及主義

-形式，簡略主義 -生活主義(生活上最も必要適切

「特別教育規程J -簡便主義 な事項)

(1903年12月) -分離，別学主義 -察君主キ義(学校外授業)

-速成主義

「小学校教科白ノ程度及 -地方主義(民度実情を考慮した -街易主義

教授時数ニ関スル規程J 一層適切な教育の笑施， ) -地域主義(土地の情況に応じた

「特別教育規程改正J -形式，街路主義(教育所を尋常 教科尽の取捨選択，教授時間の

(1916年12月) 小学校と改称) 掛酌の自由)
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1916年以降，北海道における初等教育行政は国家主導に追従するように摘行され，北海道独

自の見るべき動きはなかったのである。

北海道の初等通常教育における教育内容・方法を概観し，その特質を考察した。そして，そ

の特賞は r生活主義」と「実業主義」教育としてとらえることができた。この特賀は，教育費

を節減し!安上がり殖民教育を政策的に構築し，北海道における「教育施策の特例」を御旗にし

た消極的な教育行政の現れである註12 従って，教育内容・方法の特質は教育行政における「北

海道性」と関根にある「教育ダンピング」に他ならないと考える。

北海道における初等通常教育関係の条例・規程等について，その制定の趣旨と主な内容を検

した。検討結果は，教育施策思想として上掲表のように整理した。その内容は，北海道にお

ける初等通常教育の特質としてとらえることが出来る。

義務教育の施行，特に初等教育の実施は，教育行政が管轄するいかなる地域においても，対

象児に対して，等しく教育の機会と条件が整えられており，一定の教育水準が維持されている

ことが普通的要件である。それは，児童の生活環境が都会型，農漁村型，工業地帯型，新開発

地域型などを関わず，その社会環境がいかなる情況にあろうとも普通的要件は充たされなけれ

ばならない。従って，教育行政は，北海道開拓社会における一般行政の課題が生産優先にあっ

たとしても，地域の特殊性を考癒するとした「地域主義」を名告にした「簡易主義j による教

育軽視の政策をすすめることは許されることではなかった。まして，教育軽視施策の要因を文

部教育行政に求めることなく，開拓社会の経済的貧闘や生活不安定さ並びに移住開拓民の教育

要求への薄弱性に転擁することは容認されることではない。

北海道の初等通常教育は，地域社会の教育的課題や児童の教育的要求に応える教育を実施し，

開拓の社会の進展に寄与する人間を育成することが目標課題であった。然るに，史的な総括評

価としては，教育ダンピングによる教育切り捨て，教育権保揮を無視した教育政策と，その実

施であったといえよう。すなわち，地域主義を名目とした簡易主義教育行敢により施策され，

その当然の帰結として教育目標設定の観点を「実利勧業主義j におき，教育水準を低下させた

教育方法・内容を「生活主義」に基づいて組織したのである。

しかし，初等通常教育にみられたこれらの特質は，北海道における劣等児等に対する特別教

育の実践研究の接点からすると，異なった地平が開けるのである。すなわち，北海道の初等通

常教育においては，劣等見等に対する「特別教授Jや「特別j学級」の顕在イちが希薄で、遅滞した

のは，地方主義と簡易主義並び、に実利勧業主義と生活主義に基づく教育内容・方法が，劣等見

等の生活経験や学習能力に相応して展開される可能性があったからである(後述)。

2.3.学校所在地の「僻地性J と教育組織の「単級複式編制」

拓地殖民教育の第三の特質は，学校所在地の「僻地性」と教育組織の「単級複式編制」によ

る教育である。この特質は，前述した教育行政施策の特質である「簡易主義J. r地方主義J と

教育内容・方法の特質としたあげた「実手IJ勧業主義J. r生活主義」とは分かちがたい関係にあ

り，両者を内包する教育形態の特質である。すなわち，北海道における通常小学校の教育形態

は，北海道の地理的特性と開拓殖民地の環境条件が必然的に僻地校と単級複式編制を多数生み

だしたのである。本節では，その歴史的変遷の実態及び教授法の特質の概要を論述する。

学校所在地の「僻地性」とは，留の就学義務奨励の施策が開拓地の最前線である僻遠地域に
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も諜せられており，そこに「同質等量による教育J を授けること軽減街略化した，鰭易主義に

よる簡易な小学校が設置されたことを意味する。

僻地学校とは rへき地教育新興法(1954年6月制定)J第二条によれば r交通条件及び自然

的，経済的，文化的諸条件に悲まれない山間地，離島その他の地域に所在する公立の小学校及

び中学校並ぴに学校給食法第五条に規定する漉設」である。僻地学校は，溝口謙三(1972.3.誼日)

によれば r教育行財政的振興策のみではおおいえない多くの課題をかかえている。へき地は概

して人口が少ないので，学童数が少なし教員も少人数で，学校は小規模である。そのために，

人事，予算等の学校経営上の問題がある。又，学童が少ないことから学級編制は捜式編制!とな

ることが多く，学習指導が複雑臨難」となるなど生活条件，教育条件にも恵まれない学校であ

る。

「単級模式踊街JJとは r単級学校」と「複式学級」編制jをつづめた表記である。学級は，

校における教育組織の一つで，学習指導及ぴ生活指導上の単位集団である。学級組織は，近代

学校の成立過程では一学年一学級一教師編制が基本形態である。学級編制は，法規上に学校・

学級経営上の指導形態として始めて規定されたのは， 1891 (明治24)11月年の「学級嬬制等ニ

関スル規則(省令第12号)Jである。その規則には，多級学校と単級学校について次のように

規定されているが r複式編制」については触れられていない。すなわち r全校児童ヲ一学級

に嬬ilJljスルモノ之ヲ単級の学校トシ二学級以上ニ編命Ijスルモノ之ヲ多級ノ学校トスJ とある。

「単級学校」とは，全校児童を一学級に編制する学校である r綾式学級J とは，ーイ関学年以上

の異学年児童をもって舗制する学級である。従って r単級稜式端接IjJによる学校教育は，資質

の高い教員の確保や教授上の工夫など学校経営上困難な問題が内包されている。

この単級複式編制による指導形態は，劣等児等を対象とした「特別学級」編制にもみられ，

教授法にも共通性が認められる(後述)。本節では，僻地学校の成立過程と特質並びに教育方法

の特質を素描する。

2.3.1.僻地学校の成立過程と特質

第二次世界戦争以前には，僻地学校という名称は使用されず r辺地」の教育 r僻陳地」の

学校等が使われているが，本論では同義語の「僻地」の学校として使用する。

北海道における，初等通常教育の発達は，開拓の進展に関わりながら推移していったととら

えることができる。本節では，その推移を学校教育に関わる法制jを根拠にして，年代を追って

論述する。法制の変遷は，前述の教育行政施策，教育内容・方法と重複するが，僻地学校の成

立過程に視点をあてた内容である。

北海道の本格的開拓開始は， 1869年7月の開拓使設置に起点をおくことが出来る。開拓使の

教育行政施策は，武士救済の立場と管理・指導者養成第一主義から，先進地域の市街地に藍点

をおいた。『北海道教育沿革誌 (pp.2-17.1918.8.)Jにより明らかなように，中心市街地である

函館・札瞬・小樽・余市・伊達・山鼻・琴似などには官立と私立の学校が成立した。そして，

崩辺小市街地や人家の密集地には郡立の学校が設立され，それ以外の僻遠の開拓地には町村立

の学校が地域住民により設立された。開拓最前線の僻遠部落の学校は，開拓社会の形成，すな

わち，開拓移民の生業，移民形態などにより異なるが，村立の僻地学校として成立していくこ

とになるのである。このように，北海道拓嫡教育行政は，学校設立形態を官立，郡立，町村立，

私立とに差別形成する構留のもとで開始されたのであるo この教育行政施策の根拠となったも

のは， 1872年8月の「学制」と 1973年の北海道初等教育行政施策への「特例認可」である。「学
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市JJ第21条には，尋常小学，女児小学，村落小学，貧人小学，小学私塾，幼稚小学の七つの小

学校区分が規定されている。北海道の開拓僻地には，村落小学校が設立された。その村落小学

について r学希IJJ第25条には r村落小学ノ¥僻遠ノ村落農民ノミア 1)テ教佑素ヨリ関ケサルノ

地ニ於テ其教則ヲ少シ省略シテ教ノレモノナ 1)或ハ年己ニ成長スノレモノモ其生業ノ暇来リテ学ハ

シム是等ハ多ク夜学アルへシj とある。この競走には，尋常小学校とは異なる村落小学校の設

置を容認し，教則の一部を省略してでも学校を建てさせて就学させようとする意図が何われる。

北海道の僻地学校は r特例認可」による変則的地方教育行政制度による「村落小学校」とし

て成立し，既述したように尋常小学校どは異なる「傍系教育」学校として出発したのである。

すなわち，僻地学校は， 1878年 1月の甑館支庁の「村落小学」の設置に始まり， 1879年9月の

「教育令」による「変則小学」規定により法的根拠を与えられた。開拓使は，この規定に基づき，

1880年 1月に「小学教員リ」と「変則小学教則」を布達して，ひたすら開拓の進度に対応した変

則小学校の設罷を進め，傍系教育路線を確立していくのである。変員削、学とは， 1880 年 1丹6

日の文部省通達第ニ号によれば r小学種別之儀読書習字算術展史修身ノ六科ヲ兵備セサルモノ

ハ普通教育ノ正格ニ合セスト雄モ亦小学校ノ部類ニ属スルヲ以テ変則小学校トナスへシ此旨相

違候事J とある撲に r正格」によらない「変異しの学校である。

開拓伎による教育施策は，基本的には三県一局時代に引き継がれたが，金子堅太郎の「三県

巡視彼命害事 (1885年)Jにより批判された。金子の復命審「北海道ノ普通教育法」は， 1886年

初代北海道庁官に就任した岩村通俊の教育行政施策に取り込まれた。そして，同年5月に，あ

たかも岩村の北海道教育行政推進に符丁させるかのように制定された「小学校令」を根拠にし

て，北海道教育の後進性，特に僻地学校における教育の低下をもたらしていくのである。小学

校令は，小学校を尋常科と高等科に分ける教育年限の拡大を盛り込んでいるものの，第 15条に

は土地の状況により「小学鯖易科」を設けることが出来る特例条項を規定した。北海道は，こ

の特例規定を殆どの学校に適用した。

1886年5月には，僻地の学校の単級捜式学校の学級編制!と教員定数の碁換となった文部省令

第8号「小学校ノ学科及び其程度J，文部省訓令第1号「小学鱒易科要領」が示達された。次ぎ

に，それぞれのその関係条文と規定内容をあげる o

「小学校ノ学科及び其稜度」の総係条文

第五条 尋常小学校ニ於テハ児主主ノ数八十人以下高等小学校ニ於テハ六十人以下の教員一人ヲ以テ之ヲ教授ス

ルコトヲ得

第六条 小学校ニ於テ教員二人ヲ置クトキハ二学級ヲ設クヘシ児支ノ数百二十人ヲ超フルトキハ三学級トナス

へシ 仮教員三人以上ヲ号室クトキハ本文ニ準シテ学級ヲ設クへシ

一，修業年線三償年以内タルへシ

ニ，学科読書作文習字算術

「小学簡易科要領J

三，学級 児主主六十人以下ノ場合ニ於テハ学級ヲ分ツコトヲ得ス其他ハ尋常小学校ニ準ス

四，授業時湖 毎8二時ヨリ少カラス三待より多カラス 仮算術ノ業時間総数ノ半以上タルヘシ

これにより，北海道庁は， 1887年4月に庁令第 16号「小学規則及小学鰐易科教則」を布達し

た。この規定は，僻地学校の児童，教員の実態に拘わらず r見童数が60人以下の学校は一学
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級編制の[単級学校]とする」として，学年や発達段階を無視した形式的学級分離不可の原剖

を明示したものである。次いで， 1890年 10月には，勅令第 215号で「小学校令Jが改正され，

第13条により小学校の「単級J，r多級」の却や男女別編命Ij等が別に規定されることとなった。

文部省は，この規定を受けて 1891年 11月に「学級編制等ニ関スル規則(省令第 12号)Jを街i

した。それには，全校児童を一学級で編制する場合は「単級」の学校とし，二学級以上で編

制するときには「多級」の学校とすると規定した。特記しておきたいことは r全校児童を二学

級以上に編制する場合には，児童の学力・年齢を酪酌して学級を分ける」とした規定であるo

これらの法制により，北海道における僻地学校は r単級学校」と二三学級鋪制による「多級学

校」が法的に成立したことになる。複式編制という用語は出現していないが，僻地学校の実態

としては多級編制に「援式編制」が含まれていたことは否定できない。従って，北海道におい

ては， 1880年代後半に「単級学校J と複式繍命IJによる「多級学校」が成立したとみなすことが

出来る詑14

我が閣の地方自治制度は， 1888年4月に「市町村常UJが，翌 1889年5月には「府県俗.j，郡能UJ
が公布された。しかし，北海道は，その地域特性と開拓事情等により特別扱いとなっていた。

従って，傍系教育は， 1892年4月の勅令第 40号「市町村市iヲ施行セサル地方ノ小学規程」によ

り，一層明確にされたのである。

1895年3月には，北海道庁令第 30号「小学校教則」により「第ニ類小学校」が出現した。こ

れは，従来の普通尋常小学校は第一類小学校とし，それまでの簡易小学校を第二類小学校へと

名称を変更して移行したものである。この分類は，村落の戸数，学齢児童概数と生徒概数によ

り教員定数を決定し，学校の種類により修業年娘と教科目を命IJ~艮するものであった。僻地学校

との関係では，簡易科小学校のほとんどの学校が第二類に移行したとみなされる O 次節でいも触

れるが，この規定により，当時の「小学校令」の尋常科の科目として規定されていない「実業

科」が北海道の第一類，第二類小学校に設けられた。これは，北海道開拓殖民教育の方針は，

明らかに開拓と教育との有機的結合を進めることを物語るものである。

1898年2月の北海道庁令第 11号「簡易教育規程」は，僻地に有資格教員の確保が臨難な状況

への救済法として，簡便な出張教育と瞬託教育により対応しようとしたものであった。

僻地学校に多い特別分教場では，無資格の常駐教員と本校から訓導かま侯訪日i導による出強教授

による教育を，時じく簡易教脊所には無資格の嘱託教員による教育で済ませたのである。

r北海道庁統計審』によると，北海道への入植は， 1890年の終わり頃から著しい増加傾向をみ

せている。その背景には，開発や移住に関する法令規制の制定，北海道庁による拓殖計画など

の務備， 日清戦争後の国内の政治経済の発展と日露戦争による生産の増強，北海道における道

路網の樹齢どの要閣があった。法令規則では， 1897年3月には「北海道国有未開発地処分法j

が公布され，同年4月には拓殖務省令「北海道移住民規則」が制定された。又， 1901年3月に

は，北海道庁長官園田安賢が内務・大歳前大臣に提出していた「拓殖ノ方誠ヲ定メ制度ヲ率ム

ルノ議(北海道十年計画)Jが議会承認され， 1901年から実施となった。更に， 1909年度から

は r第一期拓殖計画Jも実施されるなど，北海道開拓の基本的な行政施策が策定されていった

時期である。その結果，団体移住者は比較的平坦地に，自由移民は山間地に分散的に入植し，

奥地開発は著しく進行していった。北海道の開拓は，道南と道央の中心部及び海岸に眠られて

いたが，内陸部への入植が進につれて，僻地社会は全道に拡大されていった。そして，入植者

の増大は，必然的に開拓僻地の拡大と僻地学校の飛躍的増加をもたらしたのである。
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1899年2丹には，北海道庁令第11号の「簡易教育規穂」が改正され，周年3月には「市町村

立小学校教育費国康補助法」が制定された。加えて，間年8月の「ノj、学校令」の改正により，

義務教育年限が四か年となり，尋常小学校の授業料徴収が取り払われた。これらの法制により，

僻地学校への就学歩合は向上していった。

1901年4月には，北海道庁令第57号により「鋳易教育規桂」が改正された。その第一条規定

には，移住後五年以内，或いは戸数100戸未満の地域で，学校設置費用の負担が出来ない場合

には i尋常小学校に代えて簡易教育所を設けてもよい」とされた。教科目・教科の程度・授業

日時数等については，普通一般の規定を準局することとし，縞設・設備の簡易化を定めている。

出張教育，曙託教育制度は廃止され，無資格の代用教員は「代用教員」に統一された。この規

桂により，第二類尋常小学校の制度は解消したが，僻地学校は「鱒易教育所」として存続した。

1902年9月には， 10歳以上の不就学児童と児守のまま就学する兇章のための「年長見輩児守

児童ノ学級編命IJ及其ノ教授法(北海道庁訪11令第111号)Jを規定した。そして，翌日03年12月

に北海道庁令第 117号「特別教育規程」を制定した。特に新開発地や季節出稼者の子弟のなか

には，移住者の子弟で未就学の鬼章や家業や児守のために就学できない女子がいたことから，

義務教育の機会を与える意味があった。しかし，その実態は i特別学級紘15J による別学教授，

半日教授の二部授業5教科目の削減などによるもので，教育の鰭便化と低質化は明らかであっ

た。更に， 1907年3月の勅令「小学校令j改正による義務教育年限延長に伴い， 1908年3月に

は北海道庁令第22号「特別教育規程」を定めた。学級編制は，小学校令の改正による就学期間

が昭年最Jjから六年制となったことから，多級学校においては単級式編制が標準となった。一方，

僻地などの小規模学校では，多級学校が成立することにより i単級編制」と「模式編俗:JJが多

くなった。すなわち，傍系教育における教育制度上からと学校組織編制上から「単級・複式学

級編昔話IJJによる教育形態が成立註16したのである。 1913年7月には i小学校令施行規加中の改

第35条第2項により i三学級二教員脅しが取り上げられるようになった。この規定は，

「土地ノ情況ニ依リ学級毎ニ本科正教員一人及準教員一人又ノ¥三学級毎ニ本科教員二人ヲ霞ク

コトヲ得J とするもので，複式学級編制jの実態に合わせたものであった。

1916年四月に北海道庁令第84号「小学校教科目教授ノ程度及教授時数ニ関スル規程J，同第

85号「特別教育規程J改正が謬11令された。この規程により，従来の「教育所」の名称は「尋常

小学校」と改められた。しかし，教科目・程度・設備・教員配置につては，従来どおりの簡易

て刊誌質なものでも良いとされている。この規程は i単級編命Jj学校jに適用された。このことか

ら前節で論述したように，北海道における義務教育施策は，開拓使時代に構図された傍系教

育行政が推進された。開拓地の生活に及ぼす経済的負担や労力を軽減するために，学力の向上

よりは形式的な競学機会の均等を鴎ることにより，就学歩合の向上をめざすものであった。こ

の教育行政構悶による所産は，形のうえでは僻地学校と普通小学校との落差を解摘したが，教

脊内容・方法は簡易で，しかも平易な教育，簡便で貧弱な描設・設備，教員の資質の低さ等に

よる傍系教育は存続するのである。

第一次世界大戦時の北海道は，移民も増加して，奥地開発などによる産業開発が進んだ。し

かし，戦争の終了とともに世界経済の不況の波及，農漁業生産の低下は，市町村の財政を庄迫

したため，教育の振興発展にも影響を与えた。 1918年3月には，留の経費節約を実殖するため

の法律第四号「市町村義務教育費恩庫負担法Jが公布された。北海道庁は， 1929年3月には，

北海道庁令第21号「拓殖費教育補助規程Jを制定した。これは，新移住地において「特別教育
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規程」により設置した尋常小学校と特別教授場の教育費に対して，補助金を交付する規程であ

るo この規程は， 1931年2月と 1936年7月に追加改訂された。これらの規程により僻地を含む

新移住地は，学校新築，増改築，移転などについて拓殖費の補助を受けることが出来るように

なった。

北海道庁は， 1931年4月の「留民学校令」施行を前に，向年3丹庁令第 24号により「特別教

育規程Jを鹿止した。これは，北海道特有の教育規程として， 1908年制定・施打されてきた教

育の法制に終止符を打ったことを意味する。北海道特有の傍系教育形態である「特別教授場J

は，-国民学校分教場」と改称された。 1937年 7丹に日薬事変が勃発した。そして，次第に戦時

体制下教育が強力に進められていった。国民学校の義務教育8年制jの原則は，修業年限の短縮

による傍系教育にも終止符を打つことになった。しかし，僻地性と僻地学校が解消されたこと

ではない。

北海道庁は， 1941年1丹14日発行の F北海道公報』に「昭和 16年僻服地指定校J353校を

指定した。これは，全学校数1，802校の約20%に当たる数である。

「僻開地指定校数J (W北海道公報1941年1月14B~ より再掲)

Jぞ 学校総数 僻服地校 (関分教場) (特別教授場) 僻隈地校上じ

札暁市 22 O 0.00 
函館市 24 2 8.33 
小樽市 26 0.00 
旭川市 12 0.00 
蘭市 13 0.00 
&111路市 10 1 10.00 
帯広市 5 3 0.00 
小計 112 
石狩支庁 117 21 4 17.95 
渡島支庁 105 10 1 1 9.52 
空知支庁 216 12 5.56 
上川i支庁 113 20 6 17.70 
檎山支庁 58 14 1 24.14 
後志支庁 127 36 4 5 28.35 
留萌支庁 106 28 1 26.42 
宗谷支庁 79 41 8 51.90 
網走支庁 214 31 10 14.49 
胆振支庁 86 13 1 l 15.12 
日高支庁 62 13 8 20.97 
十勝支庁 202 29 6 14.36 
翁1¥路支庁 116 28 1 2 24.14 
根室支庁 89 54 9 60.67 

合計 1，802 353 11 57 19.59 

2.3.2.僻地学校の教授法の特質

北海道の教育内容・方法の特質は，前節 2.2.で論述したように，-実手IJ勧業主義」と「生活

ととらえることが出来る。従って，僻地学校の教育内容・方法も例外ではあり得ない。僻

地学校の教育は，つとに「教師の質」に左右されると評されている O それは，単級・複式踊常1]



北海道の知的際苦手児教育実践史研究 123 

教育(以下「単級複式」と略記する)は，学級構成員の年齢や学習能力の程度が異なるために，

教授が複雑で困難であることを物語っている o単級複式編制学級の教育は，教師の「教授技術J，

すなわち i教授法j の巧・稚拙にかかっていることになる。本節では，僻地学校における教授

法の特質に焦点を当てて論述する。

僻地学校における学校経営は，教師の学習指導と生活指導の学級経営能力をいかに発揮させ

るかが課題となる。学校経営の方法は r校員UJを制定して，それに基づいて運営されるのが通
例であった。三県時代の校則は，県により教場規則，教場参銃規出，授業料規則，入退学規則，

生徒心イ尋，裁経場規則等として統制されており，それによっていた。学課課程は，開拓時代に

は正則と変則の差異が明確であった。三県時代には，各学校は県制定の校別，教員リ，教科用額

より，各学年の学科目及び教授内容は統一されていた。三県時代には，僻地学校でも特

別な教則は適用されてなかったのである。

単級学校の編告ljや単級教育の理論は，松浦秀雄 (1963.3.tt17)や榎本守恵 (1990.9ア叫によ

れば明治 20年代ドイツの単級学校の影響を受けたとされる。単級教育理論を著した著作とし

て，松浦と榎本が共通にあげているものは，高等師範学校附属小学校訓導;である黒回定治の「僻

地教育(If講藤教育学lX.I)J， If単級教授成績報告(1888).1， If単級学校の理論及実践 (1896).1， 

『単級教授法 (1902).1である。榎本は，他に木場良長の『日本独逸合級小学校 (1887).1と山田

邦彦の『単級小学校(1888).JJをあげている。これらの著作から，このさ当時，単級教授法が教育

界の課題として取り上げられていたと考えられる。

文部省は， 1891年 11月に「学嬬制等ニ関スル規則(省令第 12号)Jを，同年同月に「尋常師

範学校附属小学校規程ヲ定ムノレ事(省令第 26号)J第3条により，全国の尋常師範学校間属小

学校に「単級学級」の設置を命じている。

北海道では，既に 1887年に簡易科が設けられており， 1892年には北海道師範学校附属小学校

に単級教授のための単級学級が開設されている(北海道教育大学附属小学校 r百年史.1p.43. 

1986.11. )。これらのことから， 1887年当時には i単級複式教授法」の実践研究が進められて

いたと考えられよう。

1893年に北海道師範学校を卒業した牧口常三郎は，この単級教育に大きな成果を上げたが，

彼は後に『人生地理学(1903.7.).1を著し，意u儲学会の創設者として著名になった。その牧口

は，北海道尋常師範学校附属小学校単級主任訪11導として， 1895年に文部省が開催した「単級教

授法講習会」を受講しているo そして，牧口による「単級教授講習筆記大要」と題する口述筆

記録が『北海道教育雑誌 (36…47)結19.1に掲載された。牧口の記録の中に「第三章 時間昔話 第

学科の組合せ一般につきてJの項目があり，塾主主組合法について，一，同時間科向j裂芝一三z

同時間科異程度三，同時異科巽桂度の三種に区分している。第一の「同時間科間程度Jの方

法は i各組に不適当なる教授をなさるるを得きるの失あり jとして，主幹級教授法としては欠点

があると評している O 第二の「開時河科異緯度」の方法は r生徒は学科同一にして趣向間ーな

るを以て各組注意を他に奪わるることなしJ として，有効であるとしているo 第三の「同時異

科異程度Jによる方法は i教師の手数を要する多きものとすくなきものを組み合するを得る」

が，教師の勤労分配に課題があるとしている。結言には，主幹級教授法について次のように説明

している。すなわち r単級教授法とは，学力年齢等の等差ある一聞の生徒を一人の教師にて教

ふる場合には如何なる方法を以てすれば最も教育上成効あらしむるを得べきかを研究するj こ

とである。教育上最も有効な教授法とは i教締の勤労を適当に各組に分配することと，生徒を
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しいて適当に時間を徒費することなく学習するを得せしむること」である。そして，最後に，

単級教師の僑えるべき資質について r権威・決断・熱心・秩序・礼譲・蕗愛」の六項呂をあげ

て説明している。この記録からは，単級教授法は r同時河科異程度」組合法と「同時異科異程

度」組合法のこつが有効でmあるとされている。前者の組合法は，ある同ーの教室内で，各学年

共通の教科告を間一時間帯で扱い，内容や桂度は学年や児童の学習能力に応、じたものを教授す

るもので，いわば r年齢と学習能力差に応じた教授法」である。後者の組合法は，時ーの教室

内で，各学年毎の教科呂は異なり，その程産も学年や児童により異なる内容を教授するもので，

前者よりも一層敏底した「偶人差に応じた教授法J である。劣等児等の救済は，この単級教授

法と学級編成法とを組み合わせて試行されたのである(後述)。

北海道教育会の機関誌『北海道教育雑誌』を通覧すると，単級教育の経営や教授法に関する

論述が盛んに見られるのは， 1899年ごろに始まり， 1912年に入ると教育内容・方法に関する研

究論文が自立って多くなっている。

北海道師範学校は，農村の児童教育の実際について実験研究し，しかも，教生指導を行う

図から， 1908年4月から札輯区郊外の藻岩村盛山尋常小学校を代用附属に指定した。園山小学

校は，単級と援式編制の学級を編告Ijして，単級及び二部授業の比較研究を行った。その結果は，

f北海之教育(182，185)~ ， Ir北海道師範学校一覧(1911 年度)~に掲載されている。後者には，

研究成果として，次のように記述されているo すなわち r工部教授ニ在リテハ(中略)助手使

用法自習時間利用法等ノ成績並々良好ノ域ニ進ミツツア 1) (中略)単級ニアリテハ前年度マデ

踏襲シ米レル編制法ヲ改メ二部教授編制法ノ長所ヲ採用シテ特ニ自習時間ヲ設定シ各教時ニ於

ケル直接教授ノ組織ヲ減少シ以テ教授力ノ徹底ヲ関ル方法ヲ諜1) (中略)其成績ハ極メテ良好

ニシテ学力ノ進歩著シキモノアリ(後略)Jとある。二部教授と単級との比較では，学力面では

どちらとも擾劣つけがたく，訓育では単級の方が栴容易でトあるとの結果だとしている。教授法

としては，教科目の組合せによる時間割の作成，上級生や優等生によるアシスタント活用法，

a学自習法，自費時間の設定などにより個別指導と全体指導を組合せたものである。その指導
技術は，複雑で菌難であるだけに，教師の指導技術の力量が間われるものであった。

尚，本論(III)の4.l.l.において，闘山小学校の低学年の劣等児等の綾式学級編制について

特別教育として扱っている。

北海道における劣等児等の特別教育は，学級編成上の実験研究として取り扱われているとこ

ろに特繋の一つがあることを特筆しておしここに「単級援式繍制教育」と「特別学級理担」

の接点があることに住自したい。

牧口常三郎の報告した三種の組み合わせ教授法は， 1911年頃には名称が「学科甑合法向。」に

変わり1.河時異科法 2.問時異程度開科法 3.問時同程度開科法と名づけられている。

単級複式教育法の実践研究は，各地に設立された教員の研究連絡組織である教育会を中心に

深められていった。その研究成果は，それぞれの機関誌等に次々に発表されている。又，単級

複式用教科書が編纂された。その主なものはIr尋常小学単級修身訪11(金滋堂 1900.)~ ， Ir尋常単

級修身教本(集英堂 1901.)~， Ir尋常単級国語読本(集英堂 1901.)~， Ir高等単級国語読本(集英

堂 1901.)~等がある o

こうして，僻地学校における単級複式教育は，異年齢呉程度の児童の教育を効果的にすすめ

る教授法を中心として，一つの教育体系として成立されていった。一方，僻地学校の教育は，

実利勧業主義により開拓地の生産増強に役立つ笑業科教育を主要課程として，農漁村の生産と
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結合させた生産教育を展開していった。僻地学校の教育は，年齢・学力差のある先輩を効果的

に教授する教授法と照拓生活に直接結ぴつく生産教育とを，二つの特質として形成されていく

のである o

大正年代になり，中央の新教育思潮は北海道でも導入され，単級複式編制教育実践家を刺激

していった。そして，画一教育への批判U，個性尊重の教授の提唱，児童の自主性を重んじる自

学自習の奨励など自由主義的教育論に基づく実践を展開していった。

1931年 10月に北海道庁長官に就任した佐上信ーは，僻地教育の振興に対して意欲的であっ

た。それは， 1932年 10月の「視学会議」や 1933年2月の「全北海道支庁市視学・蹄範学校長

並に師範学校附属小学校主事会議」等での長官訓示に如実に現れている。その訓示の中で注自

されるのが「愛郷心の育成」がある。佐上長官は，北海道全体の教育の成績を上げるためには，

全体の 76%以上を占める単級複式教育の振興にあるとの考えから，小学校教育において実業補

習教育を盛んにすることだと力説している。佐上長官の実業補鷲教育論は，単級複式教育は開

拓の第一線で活躍する人物の養成に必要欠くべからざる機関として位置づけ，開拓現場に役立

つ実業補習教育こそ，愛郷心を育成する方法なのである。又，彼は，優秀な教員の育成施策に

も力を入れ， 1933年6月の「師範学校長・教頭・ において I附属小学校は単級複式

教育に役立つよう，その機能を発揮すべきだ」と訓示誼21している。そして， 1933年4月に札幌

師範学校代用附属王子岸小学校と旭川i師範学校代用附属神居小学校に農村教育学級が， 1934年4

月には函舘師範学校代用問属茂辺地小学校に漁村教脊学級が設置された。各小学校の教育方針

を次ぎに概説する。平岸小学校は I全村教育教授実績向上のため，教材の作業化単純化により，

a学に適応せしめ，学習様式の自学化と環境の自学的経営により学習を自動化し， (以下省
略)緯22j とある。神蔚小学校は I教育に関する勅語の襲旨を奉戴し， (中略)主主誠一貫勤労を愛

好し互助奉仕の精神旺盛なる見童を育成するとともに， (中略)本村文化の向上と模範村建設の

根幹培養に寄予せんとす詰23j とある。神居小学校台場ケ原分教場は，代用附属の単級教育研究

を分担した。台場ケ原分教場の教育は，教授の準備を周到に行い，教授上においては，自学自

習の指導では自習時間，学習進度表による自習，学習の仕方の指導，間接指導(自働作業)に

留意し，一斉指導につては「一斉郎捜式の指導」と銘を打って，学潔の多角化をはかっている。

又，個別及び分間指導，練習発表等も実践している。茂辺地小学校の経営方針は I国民教育の

重大職棄を十全して，教育報国の突を致すと共に小学校教育の実践的研究に専念する説24j とあ

る。これらの教育方針には，戦時体制下の教育思潮が顕現しているものの，単級複式教育の教

授法の原理原則である I学習教材の作業化と単純化j，I自学自習環境づくりと自学自習の自動

化j，I勤労・奉仕教育j，I学習進度表による自習j，I個別指導と分間指導j，I農村建設j，I教

育報国」等が皇室り込まれている。

北海道庁は，単級複式教育政策が行き臆いたと見なしたのか， 1932年 10月に全道を四方面に

分け，各会場二日間の尽程で「単級並複式繍制教育研究会」を開催した。その成果は，翌年 10

月に『単級複式編昔話i教育研究録的5~として刊行された。第二回研究会は， 1933年 10月19日か

ら29日までの関に道内4部会に分けて，各会場二日間日程で開催された。第三盟研究会は，道

内の 4部会で1934年9月11日から 22日までの閣に，各会場二日間日程で関かれた。研究発表

と討議内容等は，研究集録として第三輯まで発行されている。この研究会が刺激剤となったの

か，各地の教育会が活発にこの種の研究活動を行い，それぞれの機関誌に発表している。

先に，佐上信一長官の「愛郷心の育成」論を取り上げたが，昭和初期には農漁村の冷害凶作
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克瓶のための自力更生運動と結ぴついた会村教育が芽生えた。特に， 1931年以来の冷害凶作は，

と郷土教育が結合されて活発に展開されていった。それらの実践論文は，北海道教育

会の機関誌等に発表されていることから明らかである。その代表的なものをあげると，次のよ

うなものがある。木村文助(茅部郡砂原小学校)は，-村の教育 (W北海道教育J156. pp.l9-27. 

1931.8， 157. pp.8-19. 1931.9.) jのなかで，-生産発展の教育論こそ村の教育の理論である」と

して，郷土を基礎にした，経験に基づく教育英践論を強調している。白山友正の「漁村更生策

に就て (W北海道教育J188. pp.58-64. 1934.4， 189. pp.24-34. 1934.5.) jでは，漁村教育の立場

から漁村の底力更生について述べている。竹内鼎(浦河郡荻伏小学校)は，-小学校の実業科指

(W北海道教育』実業教育五十潤年記念号194.pp.124-134.1934.10)jにおいて郷土教育を実

業教育の立場から論述している。空知郡音江j中里小学校の「純農村学校の経営 (W北海道教育』

19.pp.75-107. 1934.10.) j， ，-小学校実業科の指導 (W北海道教育J194. pp.108-120. 1934.10.) j 

では，郷土教育を全村教育と位琶づけた実践論を展開している。

単級複式教育の研究は，多学年にわたる多犠な学習能力のある児童を成員とする学級集団へ

の学習指導法の開発が当面する課題であった。従って，単級複式教育の研究会は，-授業研究j

に主限がおかれていたのである。研究会では，研究方法としての公開授業，研究授業，模範授

業がもたれ，研究内容は，それにもとづく「教授技術と教授案」に関する「授業による，授業

の研究」という手法がとられていた。教授案は，体系的な指導は教授系統案にもとづくもので

あることから，-教授系統案」の作成が実践研究課題であるとされた。

その「教授系統笑」の実践例としては，谷村巳之次の「単級複式学校の診断(Ir後志教育J6-31. 

pp.22-25. 1937.7.) jがある。谷村は，単級複式学校の特質をふまえた学校経営視点を，-集聞

社会関連の学級生活」と「単級学級としての調和と統制」に求めた。そして，学習の形態を，

児童固と教師面との学習の統合活動として構成する工夫をした。すなわち，児童面においては，

「自発活動j，，-共同性j，，-確実免」に主点をおき，教師面では，-学習の信頼j，，-工夫利用j，，-撤

底化」により，両者の学習活動と教授活動の相互作用による効果を期待したのである。更に，

教授系統を三つの学習様式の基本的支柱に分類して学習の創造的深化を関ろうとした。それは，

独自学習(自学学習)吟分団学習(相互協同学習)吟学年的協関学習(統一的補導学習)の三つ

の学習様式を段時的系統的に，しかも，児童と教師による活動統合により進めるものである。

要するに谷村の「教授系統案」のねらいは，児童と教師が「教児共流」として結合することに

ある。一連の研究物からみると，この谷村の教育論を支えた思潮的背景には，自然発生的教育

環境に育つ単複学校論，集団社会関連の学校共同生活論，学校・家庭・社会の一体化による全

村教育論等の立場があったと考える。しかし，この論証は他に譲る。単級捜式学校における授

業研究は，教授案の作成と時間割の編成が重要な論議の焦点、であった。その中心的論議は，教

材の組合せ論である。教材の組合せについては，体練・芸能関係の教科は「同時同教科同教材」

的組み合わせに，修身・理科・裁縫等の教科は単級複式教授の中心である「同時間教材異教科」

的組合せ法が定着したと見られている。教授時間割編成は，教科の時間舗と時間配当とは学年

の組み合わせ(学級編制)と教科・科目の組み合わせに関係する重要な問題である。更に，教

授の形態を「問時間教科同教材」にするか，-同時同教材異教科」とするかによって授業時間の

配当に異なる工夫が必要であった。ともあれ，この当時には，この合科・統合的な教授の形態

は，僻地学校を含む単級複式学校の教授法として定着していった。そして，劣等児等の特別教

育の教授形態へ影響を与えたのである(後述)。
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1937年7月の8華事件勃発を契機に，教育もまた戦時体制下におかれるようになった。戦時

体制下の教育は，教育目標の統一と教育内容・方法の瞬一化へと傾斜していった。 1931年に留

民学校令が施行された。北海道の傍系教育は，修業年般の延長により終止符が打たれたが，僻

地学校の見童に対しても国家有為の人材を育成するという責務が課せられた。又，教育内容に

つては，それまで分科していた学科課程が五教科に統合され，科目は分節された。これは，一

面では単級捜式教育において取り組まれてきた「合科・統合」的な考えに似かよったものであっ

た。北海道庁は， 1939年11月「国民精神総動員北海道委員会規程Jを制定して庁達するととも

に，総務部に「国民精神総動員課」を設置した。そして，道民精神の高揚と拓殖の振興という

スローガンのもとに戦時下教育を推し進めていった。

しかし，単級捜式教育の実践研究は，国民学校令施行後盛んになっていった。 1941年9月と

10月には「北海道昭師範学校閲民学校共同研究会」が， 1942王子10月には「北海道単級複式問

師範共同研究会」が， 1943年8月には「単級複式国民学校教育研究会」が相次いで開儀された。

1943年には，北海道庁学務課内に「北海道単級複式教育研究所」が設けられ，翌年から事業が

開始された。初代所長には内政部長井田完こが兼務し，主事には函館師範学校附属小学校訓導;

中村繍四郎が就任した。後述するが，中村訪11導は，同校の劣等児等の特別学級を 10年開担当し

た教抑である。北海道庁長官坂千秋は， 1943年2月に単級複式学校経営の笑状視察を行うなど，

この教育の育成・指導に努めた。 1944年1丹には，北海道庁申学第7号「単級複式教育研究指

定学校設護ニ関スル件」により，全道14支庁に単級複式学校が各一校指定され，複式には三，

国学級が指定された。そして， 1945年6月には，北海道庁主催による「単級擾式教育研究指定

学校協議会」が，知・iJlI路・渡島の三会場で開催されている。同年4，5月には，全道各地

において，北海道庁主催の「単級複式教育講習会」が行われている o このように，北海道庁に

よる単級複式教育の育成・指導は，研究会，協議会，講習会等の一体化によりす進められたの

である。

北海道の単級複式教育研究は，当初の牧口常三郎が口述記録を報告した 1895王手当時と比較す

ると，国民学校令施行に伴い，その性格を変質させている O それは，前述の「北海道単級複式

回師範共同研究会」の開催方針を見れば明らかに相違が分かる o すなわち，-単級複式国見学校

ノ教育ハ本道国民学校教育上重要ナル位置ヲ占ムルモノニシテ之ガ経営ノ指襟ヲ明カニスルト

共ニ農出漁村教育ノ実際研究ヲ為サンJ とある。これは，国民学校教育の経営の指標を明らか

にする目的と農山漁村教育の実擦を研究する目的をもった性格である。牧口が講習会で学んで

きた単級複式教育は，学習効果をあげる教授法の研究にあった。単級棲式教育は，確かに興隆

を極めているが，由民学校における農山漁村教育研究が顕現して，本来の児童の学力向上を自

指す「教授法Jの研究が影を潜めていったのである。

「学術JJ第25条の村落小学校規定に端を発した北海道における韓地学校の成立と発展は，傍
系教育体系化の過程とみなすことが出来る。その特質は，単級複式繍成組織，教育の内容の卑

近生活化と程度の低下，学校施設・設備の街易化，教員資格の衛使佑等に顕現されている。

教育組識は， 1886年5丹の文部省令「小学校ノ学科及程度(第8号)J，詞訓令「小学簡易科

要領(第1号)Jを受けた北海道庁令「小学規則及小学鰐易科教則(第16号)Jにより，単級学

校を成立させた。これは，小学校の在学児童の年齢・学年・性別・学習能力などを無視した機

械的な編成による教授を意味していた。 1891年11月には文部省令「学級編成等ニ関スル規則

(第四号)Jは変異M、学校からの規定により，単級学校と多級学校の区加がなされたが，北海道
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「小学校数及び単級複式小学校の比率の推移(北海道教育史会道編三p.393.より引用)J

移
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は単級学校の割合が大きかった。 1880年代には，単級学校と多級学校が成立したが，名称、は単

級であれ，多級であれ，一学級の繍成組織が多学年による場合は複式編成であるから r単級J

で，しかも「複式」編成である。 1895年3月には，第二類小学校が出現し，僻地性と単級複式

編成による傍系教育が成立していった。この傍系教育の学校を一騎増加させることとなったの

は， 1898年2月の北海道庁令「簡易教育規桂(第11号)jである。この規定は，その後度々改

正されて， 1908年3月の「特別教育競走」へと接続され，傍系教育体系、が出来上がっていった

のであるo

僻地学校の教育内容は，簡易主義・地方主義のもとでの実利勧業主義と生活主義により構成

された。単級捜式学級の構成員は，年齢・学年・性・学習経験・学習能力・学習適性などの異

なる 60名以内の児童である。その教育方法は r単級捜式教授法」と名づけられ，児童の「個

人差や能力差に応じた教育法」であった。単級複式教授法は，複雑で，しかも，時期的な変遷

もあるが，方法の原理は「各教科の組み合わせ法j，r教授時間配分法j，r学習クゃループ編成法」

の三つがあった。具体的には，初期においては「同時間教科同桂度」法から「開時間教科奥程

度法」と「同時異教科奥程度法」と呼ばれて実践され，検討されていた。単級複式教授法は，

大正年代における新教育思想と相まって，普通教育に対する画一教育批判による個性尊重の教

授，児童の自主性の伸張などを標語として創意工夫されながら展開されていった。しかし，北

海道の教育行政は，僻地学校の教育環境の不備を改善することなしその不備を補う方策を教

授法の研究開発に求めたことを看過しではならないと考える。北海道庁は，単級捜式教授法の

研究開発を師範学校柑購小学校に求める共に，教授法の普及のために道内規模の研究会を開催

し，研究資料を作成記布した。この附属小学校での教授法の研究開発の過程において，学級鋪

制上の問題として劣等児等の「特別学級」が試行的に開設され，特別教育が実践されていくの

である。

2.4.初等教驚思懇と教育実践論の変遷

教育英践という事実行為は，その事実を生起させ，成立させている教育実践論が存在する。

この教育実践論は，教育観ないしは教育思想より裏づけらる教育科学理論である。北海道の初
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r公立単級複式尋常小学校学級数鵬学校数(北海道教育史全道編三p.392.より作成)J

k寸 単複式
単複式

総数 1学級 2学級 3学級 4学級 S学級 校比率
校合計

(%) 

1895(明治28) 368 146 106 56 326 88.6 
1896 348 204 71 29 304 87.4 
1897 378 189 87 42 318 84.1 
1898 415 216 90 48 354 85.3 
1899(明治32) 443 219 100 48 367 82.8 
1900 500(615) 265 107 46 583 87.7 
1901 563 (228) 278 127 67 700 88.5 
1902 879 575 134 54 763 86.8 
1903(明治36) 923 578 155 76 809 87.6 
1904 976 607 171 68 846 87.5 
1905 1，015 631 174 77 882 86.9 
1906 1，084 645 208 81 934 86.2 
1907(明治40) 1，119 642 206 90 938 83.8 
1908 1，131 556 209 124 55 55 999 88.3 
1909 1，152 480 241 136 67 69 993 86.2 
1910 1，167 437 265 152 65 63 982 84.1 
1911 (明治44) 1，193 430 271 167 72 54 994 83.3 
1912(大正元) 1，221 421 284 180 84 61 1，030 84.4 
1913 1，239 424 304 179 99 48 1，054 85.0 
1914 1，254 431 296 169 65 53 1，014 80.9 
1915 1，274 399 319 179 103 65 1，065 83.6 
1916(大正5) 1，313 386 336 204 101 69 1，096 83.5 
1917 1，352 366 367 195 116 70 1，114 82.4 
1918 1，391 352 370 227 98 72 1，119 80陪4
1919 1，433 350 378 242 113 60 1，143 79.8 
1920(大正9) 1，454 355 371 235 125 64 1，150 79.1 
1921 1，473 348 380 259 102 76 1，165 79.1 
1922 1，496 365 378 247 123 73 1，186 79.4 
1923 1，522 368 377 263 117 80 1，205 79.2 
1924(大正13) 1，527 371 366 266 112 80 1， 195 78.3 
1925 1，543 367 376 279 112 69 1，203 78.0 
1926(昭和元) 1，566 359 394 272 109 83 1，217 77.7 
1927 1，585 358 389 278 113 76 1，214 76.6 
1928 1，613 367 418 254 115 75 1，229 76.2 
1929 1，641 364 412 277 128 66 1，247 76.0 
1930(昭和 5) 1，684 387 428 280 121 66 1，282 76.1 
1931 1，691 374 436 277 126 67 1，280 75.7 
1932 1，709 364 447 279 131 73 1，294 75.8 
1933 1，727 357 452 288 134 74 1，305 75.6 
1934(昭和 9) 1，773 394 485 263 121 83 1，346 75.9 
1935 1，800 391 488 277 124 75 1，355 75.3 
1936 1，817 416 485 270 128 67 1，366 75.2 
1937 1，833 408 491 284 116 79 1，378 75.2 
1938(昭和13) 1，845 395 471 305 126 76 1，373 74.4 
1939 1，861 393 484 304 126 80 1，383 74.3 
1940(昭和15) 1，880- 398 478 315 120 79 1，390 73.9 

'--

注 (W文部省年報』による。尋常高等小学校の尋常科を加えた。
(2)明治33，34年度の( )内は簡易教育所数。同年度の学級区分には，簡易教育所を含まない。
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等通常教育の特質については，前節において，教育行政施策に焦点を当てて論述した。特に，

教育内容・方法につては r実利勧業主義」と「生活主義」ととらえた。しかし，各初等教育機

関における教育実践は，教育行政施策にもとづいて計画され展開された実態を検証することは

室難であり，本論の意関するところではないので他に譲ることにする。

北海道の戦前期における初等教育実践論史研究は，筆者の管見にもよるが，本論執筆の時点

では見い出すことが出来ない。本開米五郎の「教育思潮(If'北海道教育史全道踊ー~pp.721-987. 

1961.3.) Jは，戦前期を創始期・前進期・拡充期・発展期に区分して，中央の情勢にカ点をお

いた教育思想、史を論述している o 本間は，中央の'1育勢を詳しく述べていることについて，次の

ように説明している o

「中央の教育思想の北海道教育への影響」

北海道は，開拓使設号室以来，回資による潤拓が主流をなしたため，その事業の進捗にあたっては，中央の情

勢lこ左おされやすしそれにともなって，本道の政治・経済・文化・社会等の情勢は，それの影響を受けると

ころが大きしまた，遊民に中央依存の風習を根強く櫛えつけることになった。教育の場合も例外でなかった

本節では，本間の論究に依拠しながら，北海道内の三師範学校が使用した教育実践関係の教

科書と教育雑誌に掲載された教育英銭論を主資料として概述する。論述に当たっては，北海道

における教育英践論と我が留の教育観ないしは教育思想の変遷について，可能な範囲で照会し

た。

北海道の拓地殖民の使命は，明治新政府の富盟強兵主義の一環であることは既述したとおり

である。この富関強兵主義は，教育施策においては国家主義教育論となった。そして，国家主

義的教育論は，開拓使長官黒田清隆により明確に述べられた。黒田長官は，小学校教員に対し

て， 1879年6月に「農桑現術仮規郎」を実施する意図について，殖産興業の実業教育と国家の

富強との関係について論告している。

三県時代に入った 1883年，改正教育令に合わせて，小学教則が改正された。その時，函館媒

令時任為蒸は，改正の趣旨を述べた中で r人民教育あるが為に描政上に龍宜を得しことは未だ

其実効を見る能はざるなり」と，教育の実績が進まず，かえって r生徒は高尚の事のみを唱ひ

行は益浮薄軽操に陥る弊なき事能はず」と評している。そして r小学教則綱領」を補い，徳育

の重視と国家主義の教育を次のように強調した。

夫れ身飾り産立って然して後独立の民となり主主義務たる処の租税は遊滞なく納めてこそ始めて民権をも主張

すべく権利をも得ぺきなり是れ之を良民と称すべし此の良民の集会すれれば国家以て富強なるべく。(中部各)小

学校に於ては先の良民を養成することこそ緊要なり。(中略)放に教員たる者尊3::愛国の志気を養成し一良事急、

なるに際しでは身を捧げて国家の犠牲となし毘窓万分のーを報じ以て日本国民たるに恥じざるに宏、気を養成せ

んこと肝要なり (W函館教育協会雑誌~ 6.pp.1-7. 1883.2.) 

同じく時任県令は， 1886年6月号の F函館教育協会雑誌 (37.p.1-8.1886.6.)~ に実業愛好の

精神を極養し，国運の興隆に寄与するよう論達した。しかし，政治的，経済的貧閣は教育費削

減となって教育現場にしわょせされた。

本間米五郎 (1961.3.)によれば，北海道における近代教育の出発となったのは， 1874年 11

月に画館鶴岡学校の教員となった域谷成器による r新教育の授業法・管理法」の講習会で、ある。
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師範学校小学師範科の第一四卒業生である域谷は，スコット， M.M.に直接「授業法」の伝習

を受け，母校で第二回生の教育を手伝っていた。 1875年3月には，函館の官立会所学校が東京

部範学校の教関により，モデル校として発足した。以来，城谷を中心に，授業法・管理法の講

習が行われたという。 1876年2月には，函館小学教科伝習所が会所内に開設され，北海道にお

いて本格的に教員養成が開始された。関イ云習所は， 1879年11月に商館師範学校と改称された。

1880年から 1883年当時，-函館師範学校規則(1880.11，1883.3.)J， ，-小学教員階級試験規則

(1880.1L 1883.3.)J， r札幌祭師範学校規制 (1883.6.)Jに示された教育書名には次のような

ものがある。これらは，教育学・教授論・学校論など，英米国で刊行され翻訳された教育原論

的著述本が自立つ。

r1880年から 1883年当時の指定教育書等J(~北海道教育史全道編ー.JJ p.734.より作成)

発行年 4蕗 三考

1873 

こと方幸勝 1873 

小学授業T必携 金子尚政訳 1875 N. Calkin; Primary Economy， 1870 

彼日氏教授論 カステール訳 1876 D. P. Page; Theory and Practice of Teaching， 1873 

加爾均氏庶物指数 蒸漆寿仁訳 1877 N. Calkin; Primary Objects lesson， 1871 

平民学校論略 村隠範為馳訳 1880 C. Kehl; Die Praxis der V olksschule， 1872 

新氏教育論 尺振八訳 1880 H. Spencer; Education: Intellectual抗oraland 
Physical， 1869 

小学教育新編 西村長訳 1881 ジョン・ギル著(原著名不明)

教育学 伊沢修二 1882 

倍図氏，心理新説 井上哲次郎訳 1882 A. Bain; Manual of Mental and Moral Sciences， 1868 

改正教授術 若林虎二郎他 1883 

訳註如氏教育学 有資長雄訳 1884 ]. Johonot; Principles and practies of Teaching， 1873 

カステール訳『彼自氏教授論』の原著は r教授の理論と実際Jである。ページ， D.PJ土， 20 

数年の教育実践を経て， 1844年にはニューヨーク州立オルパーニー師範学校長に就任した教育

者である。本書は，通読すると小学教師への実際的な，-天意ノ¥常ニ体意心ノ三育ヲ斉シク注意

養成スルモノ」であるとする指導書である。その指導の)1関序と軽重は，身体の健康すなわち「体

育J，そして，ネし敬修身「徳育」の指導があってこそ「知育J，すなわち，智力が伸びるとして

いる。これは，ペスタロッチの調和的発展の思想、を継承した「三育主義」であろう。又，ペー

ジ， D.P.は，前述の教授論において，-教育ハ人ノ精神ヲ発動セシメンコトヲ切要トス」と教

師の糞任を論じている。この論もまた，ペスタロッチの r人聞の有する自然の力は内的なカに

よっておのずから発援するもので，教育は児棄の内部にある自然の力を自発的に発展せしめる

作用である」とする r自発性の原理J!こもとづく理論であろう。ページ， D.P.は，従来の詰

め込み主義の注入教授を批判し r皮棺ナ誘導尋問Jによる摘出法に反駁している。そして，

ましい教授法について，次のように述べている。

教師ノ教授ニ熟練スルト称ス11]'キモノハ能ク生徒ヲシテ他人ノ助クルコトヲ欲セサル気ヲ振興セシメ立ツ教

締ノ弁解ヲ受クルニ先ダチテ再三其旨趣ヲ考究スル心ヲ奮起セシムルナワ
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この論旨は，児童の「自発的考究心を奮起」させる教授法，すなわち r開発主義」的教育論

である。「江差講習会の景1兄 (W函館教育協会雑誌J25.pp.30-34. 1885.6.)jには，函館師範学

校三等効教諭斎藤寿蔵が江差管内講習会で教員 25名を対象に W教育学』・『小学教育新編r

r改正教授術』の講義をしたと記されている。『平民学校論』は，ゴータ府師範学校校長ケール，

c.の翻訳書である。本書は，ドイツの平民学校，すなわち，国民学校における各教科教授原理及

ぴ教授法について，具体的に記述したものである。教授受法の原理は，ペスタロッチの「直観

教授」の系列に位置するものである。巻末には，単級学校の紹介がある。北海道の初等教育は，

単級複式編制による学校が80%以上も占めていたことから，北海道の師範学校の教科書として

好著であったと考える。直観原理による具体的な教授法として提唱されたのは r単語鴎答jや

「庶物指数」である o 黒海寿仁が翻訳した『加爾均氏庶物指数』は，カルキン， N.A.のrprimary

Object LeSSOlljであるo 黒j暴は r庶物指数jについて r児童ヲ教授センニハ先ツコレニ物品

ヲ与へテ呂撃手持シ，漸ク其オカヲ暢発セシムヘキコト」と訳している。本書の緒言に記され

ているように，この教育原理はコメニュウスとベスタロッチの論著によっている。庶物指数は，

主護主題全L 経験的事物に即して学習を進める近代的教授法の一つであった。庶物指数の方
法は，人間の自然な発達順序にもとづくもので，自然科学的心理認識の方法とも関連する。そ

の科学的方法は，事実の観察による呉体的な観念の把握，個々の観念を表現する苦辞の附与，

観念相互の異同の認識，観念の比較総括による体系化，その応用的雷語表出の五段階に分かれ

ている。 1883年には，礼申晃師範学校が開設され，教科書として f加爾均氏庶物指数」が採用さ

れている。

東京師範学校校長諸務信澄の『小学授業必携』は，開発主義・実物教授・自学主義の教育観

で論述されているo 函館師範学校は， 1881年4月に r築物科教授法』を教授科目としたと記さ

れている(If罰館師範学校第一年報上Jp.204)。

1885年，内閣制が擁行され，初代文部大臣に森有礼が就任した。森文部大臣の基本的な教育

観は，後に井上毅が評したように「国体教育主義」であった。森大臣の国家主義的教脊施策は，

「小学校令」により進められていった。 1888年に改訂「小学校令」が勅令により公布された。こ

れによって，勅令主義による教育の中央集権的行政が確立され，戦後の「教育基本法」の成立

まで続けられた。小学校令では，道徳教育，国民教育という立場が鮮明にされた。明治以来の

欧米万能主義的教育政策の行き過ぎを是正する反動文教政策がすすめられていった。それらの

主なものには， 1879年に「教学大旨j，1882年の「幼学綱要」・「軍人勅論j，1890年の「教育勅

語j，1891年の「教育勅語街義」等である。北海道では， 1893年尋常師範学校の教科書として

r教育勅語街義』が採用されている。

1886年には，北海道庁が設置され岩村通俊が初代長官に就いた。岩村長官は，開拓優先のダ

ンピング教育政策を進めた。北海道の初等教育は，国体教育主義に添いながらも，教授法を中

心に質的向上を図る機運が出てきた矢先の教育軽視施策は r教育の暗黒時代Jを生みだしてい

くのである。その施策は，度々見てきたょっに，教育の程度を下げて，ほとんどの学校を簡易

科に切り替え，英和j勧業主義教育と生活主義による教育である。

1887年から 1894年当時 r北海道師範学校教科用図書(1886.12，北海道庁甲第14号)j， i教

員検定府参考書(1897.7.北海道庁告示第55号)j， i北海道尋常師範学校教科用図書(1893度)j

に示された教育書名には次のようなものがある。これらは，教育論，教育学，教授学，学校管

理論など翻訳ものもあるが，我が閣の教育学者や心理学者による服審本が目立っている。
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r1887 ~手から 1894 年滋碍の指定教育害等J (0"北海道教育史全道編-.IJpp.775-776.より作成)

主奪 名 著訳者名 発行年 備 考

教育学 伊沢修ニ 1882 

改正教授術 若林虎二郎他 1884 

訳註如氏教育学 有望~l美雄、訳 1883 J. J ohonot; Principl日sand practies of T巴aching，1873 

我氏新式教授術 本荘太一郎訳 1891 C.D巴Garmo;Essentials of Method， 1889 

麟氏教授学 有資長雄訳 1891 F. W. Lindner; Allgemeeine Unterrchtslhre" 1886 
実験教授論 松本愛他 1892 

新式教授学 国分寺新作他 1892 

根氏教授法 能勢栄訳 1892 ]. G. Compayre; Cursde Pedagogic Theorique et 

根氏教授論 能勢栄訳 1893 pratique， 1885 

普通d心理学 矢島錦蔵 1890 

学校管理法 峰是三郎 1892 

実用教育学及教授法 谷本富 1894 

来図氏教育学 能勢栄訳 1895 W. Rein; Padagogik in Grundriss， 1893 
応用J心理学 湯本武比古 1895 

倫氏教育学 湯原元一訳補 1893 F. W. Lindner; Allgemeine Rrziehungsslehre， 1890 

前述したように，ジョホノット， J.の翻訳書である『如氏教育学.1， 0"訳投如氏教育学』は，

北海道師範学校の創立当初に教科用関書として採択され，三県時代から道内に普及していたと

思われる。道庁時代に入り，岩村初代長官による教育方針が r日常近接の教脊J，r実利勧業的

教育」に切り替わったことにより r実用主義的教育論jの本書は大いに普及していったと考え

られよう。明治の初期から 10年代頃までの教育論は，英米仏中心の自由主義や実利主義が主流

であったが， 1880年代頃から国家主義体制jが敷かれるよつになった。 1882年伊藤博文の欧米回

遊を袈機として，国家の方針は英米の実利主義から独逸流の国家主義に改められた。従って，

政治・軍事・思想・哲学なども独逸的なものへと改革されていった。 1887年，ハウスクネヒト，

E.が東京帝国大学文科大学の教育学教師として招特された。彼は，ライン・ケルン・リントナー

らのテキストに却してへルバルト派教授学を講義した。そこから，谷本富・本荘太一郎・稲垣

末松・岡田五兎・湯原元ーらの教育学者が育った。

北海道尋常時範学校は， 1891年に F鱗氏教授学.IJ. 0"我氏新式教授術』を， 1892年に『普通教

育学』を， 1894年に F教育学要綱J・『莱困氏教育学』を採用しているo 又， 1897年度の教員検

定参考書として r新編教授学γ 『麟氏教育学』が指定されている。これらのことから，北海道

には 1890年代にヘルバルト教授学論が入ってきたと言える。湯原克ーの『倫氏教育学』は，全

国の蹄範学校てホ採用され， 15版も重ねた。ヘルバルト教育学が盛んに取り入れられた理由につ

いて，本間米五郎(1971.3.pp. 783-787.)は，次の五つをあげて解説している。すなわち，一穂

育の重視，二科学的教育学の主抵三教授法の改善，回教師本位主義，五新しがりや

の日本人の伝統的傾向の五って治る。北海道尋常師範学校教諭の岩谷英太郎の「教授術」の口

述筆記は小林伝三郎により F北海道教育会雑誌 (1892-1893.12.).1に連載されている o 岩谷は，

教授の範囲を技芸的教授と教育的教授に区分し，教授居的を知力主義と鍛錬主義に区分して説

明している。臼常教授の段暗については，ー 準備作用(生徒ノ住意ヲ把握)，二援習作用(新

!日間観念ノ:連絡)，三教授作用(新観念ノ確収入間 練習作用(観念ノ位置ヲ整理)の四段
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に分けている。そして，教授は， 1:隻習・錬磨・教授が交互に働いて展開されると解説する。

1897年代に入ると，ヘルバルト派教育学に対する批判がおこった。 1898年に東京高等部範学

校教諭樋口勘次郎は r形式的教育の弊を論ず(If北海道教育雑誌J](69. pp.39-42.) Jと題する論

文を発表している。そこには，各教科について，形式的教育は効果がないことを批判し，子ど

もの発達は「活動させること」であると，活動主義的教育論を次のように論述している。

教育の性質は子供の有ち居るカを発達せしむるなり。発途といふ事は凡で活動に伴て生ず。放に発達を望ま

ば勉めて活動を華客す。市して活動盛なれば発達亦従て盛んなること常に主主皮にiE比例す。教育と離も金〈然り，

害事き活動を多からしむれば害事き発達之に伴なふべきや疑なし。然らば如何せば能く活動すべき。日〈子供の内

部より走塁る活動郎自動的活動を助くれば可なり。喜哲学科を学ぶにも皆各自に必要を感じ興味を主主ずる待は算術

も進み，字も上手になり，筋肉も発達し，特性もj函養せらるべし (r埼玉県教育雑誌.ll1898.より転載)

樋口勘次郎は， 1899年に『統合主義教授法』を発表して，自己活動主義日見童中心主義の教

育を提唱した。 1903年の欧州、|から帰国した樋口は，その翌年に『器家社会主義新教育学』を 1905

年に『国家社会主義教脊学本論』を著し，当時の社会主義運動と関連する教育思想を展開した。

1902年 4月には，小学校令の一部を改正し国定教科書制度を勅令で定めた。戦局が優位に進展

するにつれて，北海道では帝国主義的教育の色合いが増していった。 1904年 9月の『北海道教

育雑誌、 (140.pp.6-7.)J] tこは，岩谷英太郎が「本道教育上戦後特に注意すべき事項」と題して，

次のような主張をしているoすなわち，独立自営の道民の養成のためには，活動的人物の養成，

職賓尊重の精神のj函養，生徒の特性の発揮，体育の奨励，協同和哀の良習の養成，実業的知識

(農・工・商・氷・貿易・航海等)の養成，法制・経済・箪事その他の社会的知識に授与が必要

であるとしている。

中央では， 1906年に谷本語は r新教育講義』を， 1907年に r系統的教育学綱要』を著し，自

学輔導主義の教育論を展開した。これは，谷本がフランス留学で学んだ，社会学者ドラモン，

E.による帝国主義的教育論が基調となったといわれている。方法論としては，児童の生活活動を

E重視する新教育の提唱であった。要するに，谷本の自学輔導とは，生徒を輔導して自ら学ばせ

ること，すなわち，自学主義・自己活動主義による教授法である。

しかし，教育論や教授論が次々に打ち出されるのに従って，教育現場の授業実践はうわすべ

りで形式的教援が農関されていたようである。形式的教授への批判を f北海之教育』から拾い

上げてみる。日高官二は r教育革新の急務を論ず(1'北海之教育J]175. pp.15-20. 1907.8.) Jと

題して，形式的教授論を次のように批判している。その要点を摘記する。

教育実際界に於いては，教授は形式に支配され，教部のための教授，法のための教授である。それは，児童量

のための教授ではなく，教科書手中心で，単に知識の注入を本務として，児童の能カを鍛錬しようとせず，児童量

のカで出来ることまで教師がしているのである。一方では，自治の必要を説きながら，他方子渉を強め，自治

に反する方法をとるなど，全く矛盾した教育を施している。 j尼主主会主体とした，個性に適応した教育を施さず，

学級や学校に児童を適応させようとする，最も非教育的方法を行っている

猪川清は， 1907年8月に「現今教授上の最大欠陥(1'北海之教育J175.pp.33-36.)Jと題して，

児童の活動的天性の発揮による個性教育について，次のように主張している。

教室内に於ける児童主は死せるが如く眠れるが如し，運動場に於ける勇敢な顔蓉は何処にか雲散霧消して葉陰
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をとどめず，彼の活発なる天性，何事かを為さんとするの務気は何処にか隠れて跡を止めず，沈望書り夜然たり，

それ教育の実績をあげんは彼の僧牲を尊重し極力之を利用せきるべからず。個性の軌路を馳走せざるべからざ

るは今更寄人のi奴々を要せずして明らかなり

斎藤忠雄は， 1909 年 4 月に「教授の方法的研究と教授段階(9"北海之教育~l 207.pp.32-39.j 

と題して，教育学理論と教育英践との関連性の研究が不充分だと次のように指摘した。

学理上の根拠と実際上の運用に関する研究が不十分なため，方法的研究は線本精神を没却する結果となり，

段階教授にとらわれて，児重量の努力自学によらしむることが少なく，教授が一選通りにおわって練習復認が軽

視され，効果があがらない

明石師範学校附属小学校主事であった及川王子治は， 1912年 12月に r分間式動的教育法』を，

1915年 7月に r分間式各科動的教育法Jを著し，分間式動的教育論を提唱した。及川は，形式

的教授法による欠陥を改善する意国から，次のような主張をした。1.克輩の学留動機を惹起す

ること， 2.題材を動的に見ること， 3.題材の構造法を教授することの三つである。なかでも，

題材と教育法との統一的理解の上に立つ題材論が主要な理論であった。及川の題材論は，次の

ように理解される。学習過程は，先ず克童の要求・興味・問題，すなわち，心理的・偶然的・

経験的・現象的なものから出発する。そして，題材の構成，すなわち，児童の経験的・心理的

認識から体系的・論理的認識への発展を通じて，党章の学習による満足・充実・解決に軍る課

粧を意味している。この謀程のまとまりが「題材の単位」である。このような題材論を基底に

して，以下のようなことを主張している。

「為すこ左を通じて学iましむj，本能動力説iこ従ひ，児童の学資動機を惹起するを以て，教育の設大機能とす

るj，I児童量をして常に目的ある学習をなさしめ，児童の活動をすべて仕事となすことを主張するj，r教育の目

的を生活中におき，人は現生活に満足せず，進んで価値あるものを獲得せんがために努力するj，I感覚的経験

の欠乏は危倹である。感覚的経験は言語文学算数の内容を充たすものになることj，I知能は生活の遂呉である」

北海道における分間式動的教育法の研究は，教育関係雑誌を通覧してみて，明らかに空知地

方が群を抜いて興隆をみせた。その中心となった教育実践校は，樺戸郡浦田村主主歯小学校であっ

た。撃園小学校の沿革誌には i大正元年四月一日，動的教育法ニ拠リ教授訓練ヲ行フ。大正二

年四月一日，動的教育法第二次第三案実施」と記されてる。 1914年に同校(校長山内鹿熊)は，

F動的教育法原理之研究』を刊行した。空知教育会の機関誌『空知教育』には，空知教育の記者

の「盟国小学校参観記 (33.pp.15-16. 1913.2， 34 .pp.5-10. 1913.7. l Jや岩見沢小学校長村上壬

平(ペンネーム「繍淵Jによる「動的学習法に関して (44-48.1914.6-10.)jなどの，霊園小
学校の動的教育参観記が掲載されている。宮田春平(ペンネーム「硬羅生Jlは i教習に於け

る児童の活動配分及調整 (40.pp.4-5.1941.2，41.pp.5-6.1914.3.lj， i動的訓練 (44.pp.7-8. 

1914.6， 45.pp.5-7.1914.7.)jを投稿している。空知教育会は， 19日年8月の夏季講習会に及

川平治を招轄して i各科動的教育法」を講義させている。「聖国小学校参観記」 は，聖園小学

校の読方教授について，1.読方学習案， 2.教授の実際， 3.自学主義教授に対する感想、から構

成されている。その2.1教授の実際」の内容は五項目に分けて授業の様子を記述している。そ

の(3)には r発表応用は授業時間の大部分を占め児童相互の発潤激励に拠り劣等児の救済的確に
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行iまれ学力の等差甚だしからず」と記されている。又，その三 r@学主義教授に対する感想」

には 4.児童の実力査定は此の方法に依りて解決せらる 5.単級若しくは複式編制iの学級に

ありては特に其の必要あるは勿論なること等の感想が関されている。 3.2.に後述するように，

1910年代当時の空知教育界では，劣等児の救済，単級捜式編制i教育への関心が高<.新教育運

動の指導者として高名をはせている及川王子治の分間式動的教育法は最適な教授法として導入さ

れていったのである結26

1900王子から 1912年当時，教育雑誌に示された指定教育審は 43冊を数える。その内訳は r北

海道師範学校教科用図書 (1900年度)Jと「北海道師範学校夏季講習会用参考書(1900.7.)Jが

27情で最も多い。他に r小学正教員検定用参考書 (1901.1.北海道庁告示第 10号)Jは5冊，

r1902年度夏季講資会参考問書(1902.7.)J10冊 r北海道師範学校教科用図書・参考書 (1907

度)J7情 r教員検定用参考問書(1910.7.北海道庁告示第 58号)J1冊， r191l年度北海道師

範学校教科用図書 (1910.6.)J5冊 r尋常小学校教員検定用図審 (1913.4.北海道庁告示第 120

号)J 4冊となっている(重複する)。これらは，教育論がかげをひそめ，笑験教育学，実験教

授学，単級教授法，教育史，児童・教育心理学，教育学教科書，教育研究法など，我が国の教

育学者や心理学者による実践的内容のものが目立って多い。

1906年には，北海道各地に彰涛として結成されていた教育会が統合して，北海道聯合教育会

が設立された。 1916年 10月には，札幌師範学校主催の「北海道初等教育研究大会jが開催され

ている O ヱド問米五郎 (196l.3.)によれば， 1899年4月から 1918年8月までの 20年間に北海道

内で開催された講習会は， 150会場で34間関寵されている o 年間平均 7会場でl.7回以上開

催されていたことになる。このよっに， 1900年から 1918年代には，師範学校の教育学教授，指

定教育学教科書による教員検定試験の実施，各地の教育方法に関する教育実践研究，北海道庁・

教育会・師範学校による教育研究会や講習会の主催等，北海道の初等教育研究は活気を帯ひかて

いたことになるo

明治末期から大正初期噴は，産業・経済が低迷し，政治は混迷していたが，新しい文化や思

r1900年から 1912年当時の指定教育害等J(W北海道教育史全道編一.!Jpp.856-859.より作成)

名 著訳者名 発行年 名 著訳者名 発行年

新編教育J心理学 杉山富槌 1900 児童J心理提要 村岡宇一郎 1902 

心理的教授原則 杉山富槌 1899 教育学教科書 大瀬喜幸太郎 1901 

統合主義新教授法 植口勧次郎 1900 小学校教授法 児島為槌 1902 

実践教授法教科書 大橋唯雄 1900 社会的教育学 見島為槌訳 1901 

理論実験単級教授法 加納友一 1900 小学教授の原理 山口小太郎 1901 

尋高等単級学校教育 加納友一 1900 師範教科教育史 佐々木吉三郎 1901 

心理応用実験教授法 石原私三郎他 1900 教授法教科書 立栴教俊 1901 

実験五段教授法 育成会編 1900 近世教育史 小泉又一 1901 

教育適用児童J心理学 樋口長市 1900 教育的心理学 小泉又一 1901 

児童J心理及研究法 斎藤斐章訳 1900 普通教育学 小泉又一 1901 

理論実験学校管理法 多国麗之輔 1900 新橋学校管理法 鈴木光愛 1901 I 
内外教育史 育成会編 1900 小学校準拠実用教授法 藤井利誉 1912 
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想、が胎動し始める時代であった。武者小路実篤，志賀直哉等による白樺派の文学活動は， 1907 

年の雑誌『白樺』から始まった。白樺派の人道主義は，いち早く大正文化創出の先駆的役割を

来たしたのであった。哲学的思想は，明治末期にはドイツ新理想主義がもてはやされていたが，

大正期の主流は東西文化の統合吸収をめざす丈佑主義の方法を提供した新カント学派であっ

た。文化主義の主体的側面を強調すれば r人格主義」に帰結する c この人格主義の代表的な提

唱者は 1)ッフ。ス， T.の倫理学に依拠した阿部次郎であった。一方，西洋文化の急、激な流入を

背景として，儒教的な修養にかわって，人間の個性の内閣的な完成を意回する「教養思想」が

広まっていった。

1913年，北海道は大副作があり道民の生活は窮迫した。 1914年4月，大隈重信内捕が成立し

た。大擦は，ブルジョア・デモクラシーの思想を国民に浸透させようとして，教育者に向かつ

て r立憲帝国の国民教育上重要なことは，自由独立の大精神大元気の溺養であり，義務ばかり

でなく権利についても十分教えてほしい」と呼びかけた。けれども，政府内のイデオロギーの

対立を際立たせただけであった。 1916年頃には，第一次大戦の軍需景気などで農産物の高騰を

もたらし，北海道では，豆成金や薄荷成金などが出現したものの，農村の階級分化を一層促進

させていった切にそして，教員の生活にも深刻な影響を与えていた。 1917年のロシア革命の成

立は，世界資本主義の全般に危機的様相をもたらし，閣内では階級の対立構造が明らかにされ

ていった。教職員たちは，資本家階級による高等教育偏重政策の是正や教員待遇の改善要求を

求める戸を高めていった。その直接のきっかけとなったものは， 1918年3月に公布された i市

町村義務教育国庫負担法」である。

教員による組織的な要求運動が発生した背景には，国内外の革新思想と労働運動の潮流が

あったことは云うまでもない。その主な潮流をあげると次のようなものがある Q 1918年7月に

は「国際労働組合同盟」の創設があり，全国各地に「米騒動」がもちあがっている。間年高知

県の青年教師等が「簡明会」を結成している。 1919年に入ると 6月の「教員優遇期成同盟会J

による要求大会(不成立)の動き 9月の「足尾銅山」をはじめとする鉱山争議が頻発し，開

年11月には「室穣鉄工組合」が結成された。 1920年5月には，我が国初の「メーデー」が東京

で開催された。 1921年3月には，帝問教育会，教育雑誌記者会による「教脊擁護連盟」を結成

して，地方教育費整理割減案に反対運動を開始している。 1923年5月には，北海道大学と小樽

酪科大学による「社会科学研究会」が結成されている詰28Q 1925年にはいると，北海道各地に農

業，水力発電，各職業団体による「労働組合」が結成され i総同盟」の支部も組識されている。

これらの社会運動が興隆していく中にあって，教育関係者は，教員の社会的地位の向上と待遇

改善等の要求をかかげて結束を見せ始めていった。

1919年8月に，教育団体「啓明会j が埼玉師範学校教師下中弥三郎らにより発会した。開会

は，創立宣替によれば，人道主義・人類愛を標梼する教化団体であった。しかし， 1920年には，

「日本教員組合啓明会jへと脱皮して，労働組合的性格をおびた近代的俸給生活者団体の先駆と

なった(井野川潔 F 日本教育運動史~ p.168. 1960.9.)。

北海道においては， 1919年10月に旭川で開催された「五区小学校長協議会」の議題として「小

学校教員組合設立の件Jが室蘭区より提出された。その設立の趣旨は次のように記されている。

「小学校教員組合設立の件J

，目的 教脊殺の地位待遇を向上せしめ，笑綴を増進し，以て教育の改害事輿蜂を期するにあり。
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ー，害事業 1.教員の地位並に待遇の向上安定を計ること 2.教員の笑カ増進上使笈の処澄を講ずること，

3.教呉の充突をlZlること 4.教員の救済を行ふこと 5.教育革新の遂動機関たらしむること

三，組織本道各区の小学校教員を以て組織す。

間，維持本会の維持については一切の経費は会員の負担とす。

1!!し特志者の寄附金は受くることあるべし。 (~北海道教育~ 15. pp.55-57. 1919.11.) 

この議案は流案となり，翌年10月の「六区小学校協議会」において，再び室蘭区から提案さ

れた。しかし，趣旨賛成，実行方法困難，熟考を要すとして保留になっている(If'北海道教育』

27. pp.36-38. 1920.11.)。空知郡大夕張小学校長河野庄八はIf'空知教育 (1925.10，11.).!1に，

「全北海道教員連盟」の結成を提言している。提言の中には，官僚政治家寄りの教育会役員の姿

勢を批判して r教育者の一致問結は教育振興の基礎である」とか r次回選挙の場合は初等教

育界から代議士候補の公示をなし堂々と教育立閣の意見を発表し国家伸展の基は教育にありと

獅々札しなければならないJ，又 r今後実務者の団体力を以て教育制度を改め教育自身たらし

め教育を全国民の上に来さねばならぬJ などと，教育英務家による教育自治を主張している。

1923年9月の関東大震災は，政治経済に一層の低迷をもたらした。上記のような時代を背景

に，北海道第二期拓殖計画は， 1924年7月に衆議院で「北海道拓殖促進に関する建議案Jが可

決され 3年後の1926年 11月に成立した。しかし，北海道は， 1929年頃になると農業恐慌の

影響は深刻となり，欠食児童の増加，教員給料の不払い，教育費の強制寄附などが顕現化した。

それに対して，教員の改善要求は増大されていった。 1930年3月，各教育会，校長会，北海道

師範学校間窓会，函舘師範学校向窓会，旭川師範学校荷窓会等，北海道の教育関係者による「北

海道教育擁護聯盟」が結成された。聯盟結成の声明書には，次のように記されている。

現下教育界ノ愛フベキ情勢ニ鐙ミ本聯盟ハ~ニ左記声明ヲナス

一，本道ニ於ケル師範卒業生初任給51下ゲハ教育界ノ各般ニEリ甚大ナル影響ヲ投ジ教育界ヲ挙ゲテ恐慌不安

ニ陥ラシメントス，悶家百年ノ大計上誠ニ空軍心ニ堪ヘザlレ情勢ニ夜リ， コト教育ノ重大性ニ鐙ミルモ将タ又

国策的見地ニ1I.締スルモi誠ニ遺憾ノ点砂シトセズ此処ニ於テカ文部当局ニ引下ゲ取止メテ勧告乃33.ハ其ノ警

告アルヤニ開ク，此ノ際ニアタリテ道庁当局ハ此ノ公明ナル文教ノ府ノ勧告ニ筒キ教育界ノ現勢ニ鐙ミ笠シ

ク取i上メノ箆度宏愛ニ出ツ、ベキモノト認ム

一，町村長会ノ要求ニヨル当分笑施ハ教員待遇低下ノ恐アリ僚主義ナル王寺究ヲ重要スルモノト認ム

(f北海道教育擁護聯援の組織J W北海教育評論~ 5l. pp.20-2l. 1930.3.) 

この声明には，北海道内教育者の大岡田結を実現したものの，団結の決意や北海道教育の実

現の理想は見られない。しかし，教育の擁護と地位確保の精神は怯わってくる内容である。

1930年8月には，職分主義・機能主義的性格の「全道小学校長会」が創立された。創立宣言

と綱領には，北海道教育擁護聯盟の声明を乗り越えた主体的な団結宣言であり，拓殖教育の理

念と教育機能の発捧及び職賓の貫徹の思想が伺われる。しかし r教育勅語の聖旨Jの奉戴によ

る国民教育の推進を支柱とする教育思想は，教育運動団体としての性格に限界があったことを

示すものである。次ぎに r全道小学校長会の成JLJの宣言と綱領を再掲する。

主主 替

今ヤ我国ハ思想、的ニ経済的ニE重大危機ニE支部スIEニ関民総動員各自ソノ織分ニ1I.チ奉公ニ誠ヲ致スベキノ秋

ナリ
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就中教育勅語ノ要旨ヲ泰戴シテ国民教育ノ護費ヲ負託セラル我等教脊者ニ於テ然リトス

本道拓殖七十年間弊ヲ費スコト数億而モ米夕、ソノ半ニアリ拓殖ノ完成ハ箇ヨリ財務的投資ニ依ルベキモソノ

根本動カタル拓殖精神ノ啓培ニ倹タザルベカラズ 我等ハ現下ノ情勢ニ鑑ミ自省自苦言翻キ罰結ノ下ニ内教育ノ

榔新ヲ図 1)外教育ノ十全ナル機能発揮ノ為メソノ安回ヲ期ス

綱領

一，我等ハ一層教育勅務室皇宮ノ徹底ヲ期ス

一，我等ハ本遂拓殖完成ノ為メ教育ノ振興ヲ期ス

一，我等ノ、十全ナル教育機能発鐸ノ為メ教育ノ安箇ヲ期ス (r北海教育評論~ 56.pp.17-23. 1930.9.) 

既述してきたように，明治初期から拓地殖民教育は，実業教育を行ってきている。 1912年3

月に，北海道庁替学官梶山栄次は r有効なる教授法一一勤労学校に関する論争 ωー (W北海之教

育~230. pp.30-35.) jと題して，直観教授と作業主義教授法をあげて，生産と教育の関係づけを

強調している。更に，作業主義教育について，ケルシェンシュタイナー， G.のアルバイト・シュ

ウレの実用的活動主義とライ， W.A.' 7ゲウディッヒ， H.らのタート・シュウレの陶冶的活動

を紹介したうえで， 1911 年の「ノj、学校令」及び「小学校令焔行規則」の改正の観点がケル

シェンシュタイナー，G.の勤労教育思想に近似していることを説明している。1914王子6月には，

F帝国教育』より摘録した「学校教育ノ改葱的方案トシテノ自由作業 (W北海之教育~ 261.pp. 

36-40.)jと題する論文には，諸家の学説を引用しながら，審物学校3学習学校から作業学校，

活動学校，作用学校への転換を図ることを要望している。そして，自由作業が，先輩の創造性，

職業教育，自治心と社会牲の鞠冶，個性の伸長などに有効であると説いているo タート・シュ

ウレは，児童の自己活動を尊重する児童中心主義，現実主義， 自由主義，個人主義の教育思想

であり，学校を作業学校となし，学習を作業化しようとする新教育運動の一つであった。これ

に対して，アルバイト・シュウレは，理想主義，国家主義，全体主義に立った国家的公民教育

思想として，国家主義的教育雄策の一環として進められたのであった。

大正時代は， El出平等，民本主義，自由解放の人間主義など自由主義的教育思想が興隆した。

19日年8月の夏季講習会における八大教育主張は大きな反響を呼んだとされている。これらの

主張の背景には，欧米流の経験派によるプラグマチズムの自然的自由主義思想と， ドイツ流の

理想主義による新カント学派の理想的自由主義思想のニつの教育論があった。当時の北海道で

発行された教育雑誌には，これらの新教湾思想の紹介論文は散見さられるが，筆者の管見にも

よるが，教締による教育実践論文はみあたらない。本間末五郎(1961.3.)によれば， 1922年に

『ダルトン式教育の研究』を著した吉田惟孝は， 1925年に小樽市立中学校初代校長として来道し

た。吉間は，小樽において， 100人の生徒を四級に分け，能力別学級嬬命uによる実力養成にあた
る傍わら，道内各地において，講師としてダルトンプランの解説普及につとめたという。小学

校における教育英践例を発掘することが課題である。

体験に義づく教育論としては，堀愛之助の「体験を基礎とせる教育的活動 (W北海道教育~89. 

pp.37 -42. 1926.1. h r教育以前の考察 (W北海道教育~ 90.pp.26-32.1926.2.)jがあるo

郷土教育については，前節2.3.において僻地学校の教育英践として取り上げたので略記す

る。拓地殖民教育は， 1909年に策定された第一期拓殖計画を推進することと相まって強力に進

められた。特に，熱心な推進者は，題舘師範学校の初代校長和田喜八郎であった。和田は，拓

殖教育・郷土主義教育を教育経営方針として，学生の教育指導にあたった。この郷土教育は，

拓殖中心の北海道においては，開拓地にふさわしい愛郷心・土着心の養成を主眼として地域色
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に富んだ教育が進められた。そのような変遷のなかにあって，牧口常三郎は， 1914年6月に『教

授の統合中心としての郷土科研究 (1914.6. ニ松堂)~を発表した。牧口の郷土科は， 1945年代

の「社会科j 的性格をおびており，郷土科を教授の中心課程とする「コア・カリキュラム論」

としてすぐれた実践論であった。郷土教育が， ドイツの郷土教育や文佑教育の流れを汲み，労

作教育のみでなく，生活教育，合科教育，公民教育，職業教育などの新教育などと結びついた

ところに特質があった。空知郡歌志内小学校の沢村長三郎は，郷土教育を国家愛護精神の培養

を意図する罷家主義的郷土教脊と，社会認識，生活認識の主張する社会主義的郷土教育の二つ

があると論述している。前者による教育は，郷土の個性を阻害し，後者は固定教科書を軽視す

るなどの実践上の課題があると鋭く指摘して，両者の相互補完論を述べている。そして，従来

の教育について，次のように中央集権的画一主義の教育であると指弾して，現実重視の生活教

育を提唱した。

同一材料を全国一様に強制し，全く地方郷土の個性を多量に没却し，国民，思想を全国画ーに統制する中央集

権的酪一主義の教育である。一個人，一社会人，一公民，一国民として，主主に活動しうる人間の養成が教育作

業であるならば，地方郷土生活を離れて教育作業はなしえない。(中略)教科警の教材の自己列とその内容は，全

国どこにでも適合するようで，どこにも適合しえず，児支の実際生活とははなはだしくかけ雛れ，教授は事物・

毒事象の実態・笑棺を離れた， ZE滋な概念の注入移磁に終わり，そのため児童は，毒事物に対してIEしい認識も判

断もできない給楽になっており，現在思想、国難が叫ばれているが，この生活認識を離れた，教育の欠陥1金に侠

つ処，決して紗なくない。(中略)教材は，児童の体験知識の胎整した場所で，凡ての文化がそのまま生々しく

存在している郷土に求め，提供されるべきである。かくしてこそ， IEしい認識と真の郷土の理解を与えること

ができ，郷土愛を養い，全日僚を一丸とした処に王立の人格も形成されうるのである

(沢村長三郎「国家愛護の精神を培養『北海道教育史会道綴一~ p.961…962‘1961.3.) 

しかし，沢村長三郎が杷愛したように，北海道性とでも云える実際的実業教育や体験主義の

郷土教育は，国家公民教育思想の影響を受けて本来の性格を変質させていったのである。木村

文助の金村教育論や沢村の生活教育論に基づく教育英践は，社会主義的なヒューマニズムへと

移行し，生活綴り方的な方法をとるようになっていくのである蹴29

1935年8月には，坂本亮・小笠原文治郎イ、鮒寛らによって r北海道親方教育聯盟」が結成

された。坂本亮の「北海道綴方教育聯盟史一個の教師の精神発展塵史的な叙述として一(~北

海教育評論~56. pp.39-42. 1951.2.) Jには，綴方生活台としての北海道性を七つに性格づけて，

北海道の教育の会般的な基底としたのであるoそれは，1.開拓の政治機構と道民の生活機構の

緊密整， 2.道民としての生活の伝統が浅い， 3.文化に対して吸収性と弾力性に富む， 4.文化

の移行性と浸潤性， 5.地域的隔離性とその生活特性， 6.生産機構の特殊性， 7. El然環境の特

殊相の七項目である。 1927年8月には，城戸幡太郎を講師として札瞬で生活教育に関する

会が開催された。留蹄清男の生活綴方教育批判に端を発した教育学者と教育現場教師との論争

は r教育科学研究会」活動となって止揚されるようになる。しかし，生活綴方運動も教育科学

運動も戦時体制!のなかで中断されていった。

1920年代には，ドイツのナチズムとイタリアのファッシズムが拾頭した。日本は， 1931年9

月に満州事変， 1937年7月に日禁事変， 1941年 12月には太平洋戦争へと戦火を拡大した。そ

して，国家の方針は，戦争遂行のために園内体制jを，非常時体制から戦時体制へとファッショ

先，箪盟主義化を進めていった。これに協力した教育思想、が皇道主義の教育であった。その推
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進のために文部行政は，まず， 1932年には国民精神文佑研究所を設置した。次いで，国体明徴

実施機関として 1934年に思想局を設置したが， 1936年には鹿止して，教学局を設置した。 1937

年には，全国の学校に『関体の本義』を配布して皐道主義の教育体制を強濁なものにしていっ

た。

1926年 12月には，旭川師範学校初代校長山下直平は，皐由民族の一大信念(0"北海道教育J

100. pp.2-8. 1926.12， 102. pp.2-6. 1927.2， 103. pp.2-9. 1927.3.) Jと題する論文を発表した。

そこには，天孫降臨の精神に発する日本の世界統ーの原理が，王道の実現ゅ目的王毘の建設に

は，純美宏速なる成関の由来と，正大深厚なる道徳的統一の棋蒸とを有する我が神少卜iを措来て

他になしJ と述べられている。このような日本精神の高揚と日本教育的思潮は，思想対策の強

化に伴って高まっていった。 1930年代初期に刊行された教育雑誌からこ，三あげると，次のよ

うな論述がある0"北海道教育』には， 1930年 7月号の松本景記「昭和日本の教育(143.pp.2-9.) J 

と関年11月号の石原惣六「日本我の教育 (147.pp.2-9.) Jの論文があり， 1933年 l丹号には星雲

悦郎の「我が間体の観念の本賞 (173.pp.27-30.) Jと同年5月号の千葉愛子 '8本精神と教育

(177.pp.16…22.) J，同年8月号の佐藤文之進「国心一一そは国民教育によって育つ一一 (180.pp.

64-69.) Jがある。 1933年 4月に空知聯合教育会は，機関誌『空知教育 (202.)Jを「日本精神

の教育J特集号として編集し，空知の五方面の各代表者の日本精神論と教育に関する意見を掲

載している。後志教育会は0"後五主教育 (3-13.)J 1936年 7月号に「盟体観念と国史教育の再認

識」を特輯している。このように，菌家主義，民族主義， 日本精神が各教育会の教育思想の中

核にまで浸透されていった。

デモクラシー思想は，アメリカのデューイなどによる教育の実証的研究法を取り入れた。北

海道においても，教育に関する測定調査法や教育心理研究などが研究実践されている。その主

なものについて， 1921年 1月から 1940年 3月にかけて r北海道教育』に発表された研究論文を

拾ってみると，次のようなものがあった。

「主なi制定調査法や教宵心獲研究など」

野瀬音量顕「読番心濃の研究(29.pp.30-35.1921.1.) J，武間一郎「精神検査の実施に衡する一般的注意事項(65.

pp.20-34. 1924.1.) J，稲穂小学校「操行競奈に関する一考察 (111.pp.22-28. 1928.4. h 長堀つゆ「情意不安

定性に高唱する試み(125.pp.32-38. 1929.1.) J，平尾きだ「初入学児童のイ際性務査 (127.pp.68-74. 1929.3) J，福

図忠雄「イ慢性及特性調査 (130.pp.12-15.1929.6.h杉本益蔵「成績考査の方法に就いて (134.pp.58-62. 

1929.6.)J，坂本春吉「児霊童心意考察の一方面(137.pp.2-14. 1930.1. h 坂本春宮「兇主主学習の心理的考察(138.

pp.15-19. 1930.2. h 菅野光子「個性調査の実際的研究 (141.pp.60-65. 1930.5.) J，高間次郎「毒事四児主主の心

理学的研究(143.pp.43-50. 1930.7， 144. pp.30ゅ43.1930.8.)J，坂本春宮「学習転移からみた形式陶冶(151.pp.

12-17. 1931.3.h坂本奉安「形態心理学への序曲(184.pp.27-32.1933.12， 185.pp.9-15. 1934.1， 187.pp.9-17. 

1934.43， 188.pp.10-16.1934.4.h関本加治郎「教育診断 (191.pp.34叩36.1934.7.) J，江尻義雄「倒性調査の

再検討(222.pp.46叩48.1937.3.) J，築山iE次「児童個性観察とその指導(233.pp.8-19.1938.l.)J，近藤寿人「児

童道徳意識調査とその活用 (259.pp.38吋44.1940.3.) J 

アメリカなどから移入された心理検査や滋IJ定調査法は，ガイダンス理論や個別的党童理解と

教授法の開発のための手法として教脊界に新風をまき散らした。劣等児等の特別教育を志向す

る教師にとっては，学級編成法や教授法の科学的な手掛かりとして用いられた(後述)。

北海道における教育思想や教育実践論について，本間米五郎は「教育思想j北海道教育史全
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道編ー』のなかで rいつの時代でも，中央の情勢に左おされやすく，それに伴って，本道の教

育の情勢は，その影響を受けるところが大きかったjと述べている。初等教育行政施策が r簡

易主義」と「地方主義」のもとに r実利勧業主義」と「生活主義」の教育内容・方法により拓

地植民教育が展開され北海道教育の特質を形成していった。中央の教育思想は，この特質とは

直接的には関係なく北海道に導入されてきたが，その教育の特質を増補するように取り入れら

れていった。それは， 1879年6月の「農桑現術仮規則Jによる実施を支えた殖産興業の実業教

育論， 1881年4月に商舘師範学校で教授を開始した「実物科教技法」等に代表される。後者の

教育笑践論は，地域社会生活に役立つ卑近な生活内容を直観的な教授法である「問答法J，r庶

物指数」論並びに「実物教授J，r自学主義」によるの実用主義的実践論である。又，教授能力

の未成熟な教師や無資格の教員にとっては，ヘルバルト教育学が全部的に受け入れられたであ

ろうことは懇像に難くはない。教育雑誌に掲載された教育実践論の根底には，基礎的な教科内

容を注入する知力主義と反援練習により定着させようとする鍛錬主義的な思想が流れているこ

とが分かる O

1904年9月の岩谷英太郎の「独立自営の道民養成論」や1907年の谷本簡の「自学輔導論」に

は，児童の生活活動重視の新教育思想により構築されている o この理論は，単級援式学校の教

師たちを引きつけていた。教師たちは，教育環境の不備により，余儀なく単級複式教授を創意

工夫しなければ日々の授業は成立しないことから，自学主義や自己活動主義による教授論は自

らの授業設計を理論づける有力な手掛かりであった。しかし，教育行政施策の不備がもたらす

教育条件を新教育の理想論により改善することには限界があった。臼高官こは，学校現場にお

ける形式的教授論と教授活動の実際との踊たりにいついて， 1907年8月の教育雑誌において批

判している。更に，単級援式教授法に魅力的で力強い理論を提示したのは，及川王子治の分間式

動的教授論であった。 1912年12月に弘学館書鹿から刊行された『分間式動的教育法』は， 1916 

5月までに 12版を重ね1万部以上発売され，広く読まれた詰30。北海道の教育関係雑誌には，

分間式を取り入れた実践論や実践報告が連載されていることからも，現場教師の傾倒j振りが分

かる。

1911年6月，牧口常三郎は，郷土科を教授の中心課程とする統合中心教授論を発表した。こ

れは，生活教育，合科教育，公民教育，職業教育などを関連づけて，発展させようとするコア・

カリキュラム論の前駆的なものであった。 1912年3月に，棋山栄次は，直観教授と作業主義教

授法を論述し， 1870年代の殖産興業を支える現業教育論に新たな装いを与えている。

以上，北海道の教育実践現場において，中央から北海道内に導入され論評された教育思想や

教育実践論のなかの主要なもを概説した。この主要な教育思想と教育英践理論は，劣等児等の

特別教育や特別学級組織論に影響を与えたのである。

2.5.まとめ「北海道初等通常教育の特質と劣等児等の教育」

北海道の初等通常教育の特質は，中央政府主導の拓地殖民優先を大義名分とした北海道特例

の教育ダンピング政策により形成されたものである。特質を如実にあらわすキーワードとして

は，変則，傍系，簡易，低劣，簡便， {，品質である o その対語は，正則，正系，iE競，標準，普

通，高質となる。その特質は，教育費，教育施設・設備，就学年限，授業日数・時期，教員の

みならず，教脊目標，教育内容・方法，教育形態，習得能力と卒業進級認定基準にまで及んで

いる。
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先行研究者たちの歴史的評価は，次のように要約できる。茨城正収 (1893.4.)は，開拓主義

教育は教脊普及を意図した官保護奨励主義により，規則，学科程度を簡易イじい学校を地域性

によって幾つもの変間施設に細分した。そして，農牧漁業等の現術を課したと論述している。

田元利(1931.4.)は，頗偏搬の実際にi醸した教育であった， と評している。土谷全(1930.5.)

は，北海道の学校の本体は単級である。そして，地方の情況に適応する速成・簡易な教育を旨

とし，どこまでも実際的な指導であり，教科書の使用も免除されていたと解説している。関奥

三郎 (1927.11.)は，教育目標像について，道誌として生きてゆく力(徳性，知能・体格，農

工商のカ)の育成をあげている。安藤忠吉 (1953.9.)は，教育矯策の簡易主義と斬新主義が傍

系の教育体系を形成したと結論づけている。山崎長吉 (1969.5.)は，中央依存と補助政策から

脱皮できない後進性の体質，道民は自力・自主性が薄弱であり，地域格差と生活構造の多様化

による内部的二重構造が教育の組織運営にひずみをもたらしていると厳しく指摘している。

室長者は，次の三つの観点と教育思想、の浸透情況から検討して，その特質は「教育ダ、ンピング」

政策により形成されたと論述した。三つの観点による特質とは，①教育行政施策等における「簡

易主義j，r地方主義」 による教育，②教育内容・方法における「実利勧業主義j，r生活主義」

による教育，③学校所在地の「僻地性」と教育組織の「単級模式編命IjJによる教育である。

これらの特質と劣等先等の特別教育との関係性を検討する意図は，三つある。一つは，北海

道における劣等児等の特別教育は，初等通常教育の成立過程と関わりながら成立したとの仮説

によって，初等通常教育の成立と発展過程を把握することである。ニつには，北海道における

劣等児等の特別教育は，他府県と比較して顕現化が弱<，しかも，顕在化も遅れていることの

要閣を明らかにすることである。三つ自には，劣等児等の特別教育英践の理論的根拠を明らか

にすることである。これらの総括は，終章「総論」で論述する o

第2主義のまとめとしては，ニつ自にあげた，劣等児等の特別教育の顕現北と初等通常教育の

特質の関係性について検討する。通常教育の成立と発展過程を特費的に捉えた内容と劣等克等

の特別教育の定説となっている教育的特徴とを比較検討する。従って，その検討は，学校にお

ける実践資料による実証の手続きがとれないことから，枕上における推論の域を出ないために

限界がある。

北海道の初等通常教育は，次のような情況にあった。1.擁設・設備は簡易で教材は繋ってい

ない。 2.教育組織としては単級複式編爺Ijで，教員の資格や資質に問題があった。 3.就学年限

は標準より短く，授業日数数や教授時間配当時数も少なし児童の在校時間も短時間であった。

4.教科内容は， と算術が中心教科で，他に遊戯・体操・実業科などに波定され，教科書を

使用する学校は少なかった。 5.その内容は，日常生活卑近のもので，居住地域生活に適応、でき

るものに限定されていた。 6.指導は基礎的な事項を反復練習させ，成績不振のものには時間外

に補習指導により学力の定着を関った。不就学児童(年長児，児守児童，被傭児童，居留児童

等)， ，日土人の子弟に対しては，通常学級とは別学の「特別学級j や「特別教授」及ぴ r，日土入

学校」により対処していた。この不就学児童のなかには，撞害の程度が軽度・中度の劣等児等

も含まれていたと思われる(後述)0 7.僻遠の開拓部落の単級複式学校は，就学猶予・免除の

対象児童を法令により事務的に処理して排除することは出来なかったと推測されるo 従って，

単級複式学校・学級には，軽・中度の劣等児等が就学していたことになる。

劣等児等の特別教育との関係性で最も重要な情況は r単級複式編常Ijjによる教育組識と教育

内容・方法である。単級複式編制教育は， 2.3.及ぴ2.4.において論述したとおり，北海道の初
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等通常学校のうちの 80%以上が該当し，その笑践をしていたのである。単級援式編制教育は，

学年・年齢・性別・学習の習熟度・適性・卒業後の進路などの個別性を考慮、した教授法を指導

原理としている。個別性を考癒した教授法は，劣等児と優等児による学資分間の繍成，教科の

組み合わせ，指導時間割配分，二部教授，ゲー 1)ー・システム詑31 個別と集団指導の配分など，

多様な指導形態を工夫して取り組まれていた。教育内容としては， 日常生活と地域社会生活に

必要な基礎教科と生活内容並ぴに将来の生活自立のための実業科目に限定している。教育方法

としては，基礎的教科を反復練習により理解させ，実際の生活を通して定着させる生活経験主

義的方法である。

このように，単級捜式編制教育が展開される学校においては，軽・中程度の劣等見等に対し

でも相応の指導が可能で、あったと考える。

我が国の劣等見等の特別教育は， 1890年後半から 1910年のかけて r特別学級」の第二興隆

期に当たる時期である。各府県は，就学歩合成績の向上という課題は，不就学児童への就学督

よる教育を保轄することで解決を図ろうとした。その解決方策は，実施の法的根拠を模索

しながら，二部授業による特別教授方法や「特別学級」を繍成して救済することなどがあった。

長野県，群馬県，高知県等は，そのために文部省と協議して，県独自の「特別学級規程」を制

定している。そして r特別学級」を編成して劣等児等を含めた不就学児童の就学を保障してい

る。北海道では r簡易教育規程J，r年長児童児守児童ノ学級編爺IJ及其ノ教授法J，r特別教育規

程j 等の法制により，二部教授(半日学校，夜間学校，季鮪学校などに発展した)が笑識され，

盛んに論議されていたが，劣等見等を含めた不就学児童の救済措置として顕在イじすることはな

かった(後述)。

第二次世界大戦前における我が閣の劣等児等の特別教育の主な教育内容・方法について，杉

浦守邦(1978.3.)，迫ゆかり・清水寛・志賀兼充 (1985.3.)，戸崎敬子 (2000.2.)らの研究内

容から参照して取り上げると，次のようなものがある。

杉浦は，明治前期には学業不振児の救済として学力向上を悶る教育であったが，明治後期か

ら大正期には個性・能力に応じた教育が展開され，昭和期には国民資質の造成と職業教育が主

に行われたと述べている。迫らは，劣等児学級が開設された当初は，学力向上を目的に始業前

の時間に個人的な指導であった。次第に，教科書の教材を取捨選択して基礎的諌習と基礎的観

念の樹立を目指すようになり，次いで，へルバルトの個人主義的・児童中心主義的教育思想に

〈実践と国家有益な人材を養成・教化する国家主義的教育思想、に基づく実践が官民一体と

なって進められたと論述している。戸時は，時代を明治期，大正期，昭和期に分けて，次のよ

うに概説しいている o 明治期には，学業成績不良児・落第生の学力向上を図るために教育組織

や教授法を改饗した。低能児に対する教育は，感覚訓練・手工・遊戯・運動等により知力を活

性化し，あわせて実際生活への準備教育を行ったが定着しなかった。同じく低能児教育の実践

例として，東京高等師範学校附属小学校の初期の実践を紹介している。それによると，基本目

標は「自活せしむる人Jすなわち職業人の育成におき，技能教科を重視し，直観や実物による

特徴ある教育を実践した。大正期には，教育理論や児童研究が進み，児童の儲性・自主性を尊

重する「新教育」が特別学級においても実践された。そして，職業指導や生活指導を重視した。

昭和期には，戦時体制下の教育が進められるなかで，虚弱児学級の開設が急増した。一方，知

能検査法.IQ概念の重視，将来就くべき職業を考癒した技能教科の重視による教育が援関され

た。又，生活と教脊の結合，教育内容や教材の生活化の重視による教育法が開発された。しか
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し，菌民学校令の目的である「泉氏錬成」に収数されるようになり r特別学級」 は戦争の激fむ

のなかでほとんど消滅した。

以上，北海道の初等通常教育の特質を分析検討した。そして，代表的な劣等児教育研究者の

研究文献から，我が簡の劣等児等特別教育のおもな教育内容・方法の特徴を集約・整理した。

北海道における初等通常教育施設である小学校では，教育ダ、ンピング施策により教育環境条件

がもたらす僻地性を抜本的に改善することはなかった。従って，教育経営上，単級援式編告IJ教

育をすすめるほかはなく，劣等児等の特別教育のために教育組織を別学として組織編成するこ

とは不可能で、あった。しかし，教育ダンピング政策がもたらした教育内容・方法の特質は，劣

等児等の学鷲適性に応じた個別北教育や社会防衛思想による将来の社会自立を目指す準備教育

を可能にしていたと評価される。

第2草案 註

1.ダンピング dumpingは，一般的には採算を無視した低価格で商品を投げ売りすることをいうが，厳密な

意味では餓格差別，すなわち国内市場と外国市場とで異なった価格で販売することをさす。差別儀格という

意味の厳密、なダンピングではないが，為替ダンピング，ソーシャル・夕、ンピングと呼ばれるものがある。ソー

シャル・夕、ンピングとは，長時間労働や劣悪な労働条件・社会条件のもとに，生産能率に比べて賃金水準を

低位に保つことによって安値輸出をしていることに対する非難のことばとして使われる。

障主害児教育や福祉の専門領域においては， 1980年代後半頃から主にアメリカで，障害児の教育や障答者処

遇と関わる用諮「投げ捨て」の意味で佼われるようになった。清水貞夫は中学校進学時のダンピング (W障

害手児教育改革の展望~p.105. 1995.8.)Jのなかで小学校待代に隊答児学級に;fr籍した児支が中学校に進学

したときに，際主害児学級が開設されていないために普通学級にグ、ンピングされることを余儀なくされている

ケースがあるJと使用している。松本了「インクルージョンの理念と実現への動向 (W月刊福祉J6. pp.64-69. 

1996.6. lJ，松本了・山訂正和「共に学ぶ (W福祉労働~ 78.pp.12-26. 1998.8.)Jは，次のように使用してい

る。「インテグレーションやメインストリーミングは形式的な統合である。統合の場関での支援はなく，障害

児は投げ捨てられた(ダンピング， dumping) ものである」と o このように，特別教育においては，メイン

ストリーミングやREI(regu]ar education initiative :通常学級主導主義)，更には，フルインクルージョン

(full inclusion :完全一体化)が主張されるなかで，多くの障害児が通常の学級に在籍することとなった。そ

の中には，ただ通常の学級に就学しているだけで，途切な教育支援がなされない児童量がいた。このような児

童の状態を教脊約なダンピングであるとして，批判や反省がなされるようになった。

筆者は，戦前における北海道初等教育行政施策と，それによって展開きられた教育内容・方法は，遂民の

義務教育zを受ける権利を保障しないものであったことから，北海道教育の特質を「教育ダンピングJ と名づ

けた。この特質は，初等教育における就学歩合向上施策を徹底するために劣惑条件」のなかで北海道の子

女をして実利勧業的な拓地植民を養成する安上がりの教育であった。それは，教育の機会均等の筏点からす

れば，教育機会の差別的「切り捻て」であり，教育水準の維持向上の視点からすれば，学び・発達する権利

を与えずに開拓市場に「投げ捨て」た教育行政そのものであったと考えるからである。又，劣等!尼等が通常

の学級に統合されていたことについては，一定の評備を与えることが出来ようが特別学級」等による特別

教育が顕現化しなかったことは， とりもなおさず劣等児等のダ、ンピングがなされていたと指摘できる。

2.岩村通俊の施政一般方針演説内容 (W北海道教育史会選編一Jpp.178-180. 1971. 3.) 

3.奨学告諭 今般各村へ祭事事教側ヲ被告霊広ク強化ヲ被施条一向御趣意ヲ聴認シ各子弟共ヲ入学セシメ其親へ

厳重督促致シ可申尤教締タルモノハ専ラ方今ノ時勢ヲ弁へ上朝廷御隠拓ノ;御趣旨ニ恭キ自己ノ;職業ヲ不失様

総テ有用ノ学ヲ務メ急務ノ術ヲ修ムル様可心j怒挙

一，差是夫ノ、幾業ヲ務ムルハ導要事ナレ共文字ヲ知ラサレハ空シクカヲ尽シテ収穫少キハ勿論告寺上ヨリ御触逮

前モ了解シ難ケレハ不覚科ニ泌リイ渓儀モ可有之誠ニ憐然ノ更付篤ト此御趣旨ヲ弁へ可申毒事

ニ，学校ハ村中使1r.ノ地ヲ選ミテ村内合カヲ以テ営構可致事仮シ教師ノ宅ニテモ妨ナシ

壬E担十一月十八日 開墾局
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r北海道における校種別初等教育学校数の発達」
(安藤忠吉.pp.340-307. 1955.5.と「北海道庁統計書j により作成)

快
尋常
尋?小者分数場 教育所 毒字高苦事小学校

分
高等
私 /品~、一

イ蒲 考
教場 立 立

校学

計
学 学 等 学

北海道 全 国校 校 校

1875 
4崎山_.μ 附栴ト句争 M 帯、4 自明副司自由

16 19 1875…1881年(開拓 1872年 「学術IJJの小学校の
仲肉'・ ーーーーーー目脚

1876 l 使時代)は全道 種類尋常小学，変則小

1877 3 47 学校数 学，女児ノj、学，村落小学，

1878 7 79 1878年村落小学 貧人小学，小学私学，幼

1879 3 94 教員リ笑施 稚小学

1880 3 133 1880年変郎小学 1879年教育令
1881 15 152 教員せ笑施

公立206校の内訳 1880年改正教育令
1882 16 206 立則六年 37 1881年小学校教則綱領

変異日四年 168
不明 1 

ーーーーーーー ー-ーーーーーー-------. ーー-.四回開 柿』州司骨骨..-ーーーーーー司柄 場 W 刷刷榊輪自..

公立229校の内訳
八年最Ij 13 

1883 12 229 六年期j 70 
三年制j 139 
不明 7 

#骨由---- ーーーーー・ー.捗 .崎崎明峰崎輔副帳場 酔噌._-ーー

1884 10 254 
1885 10 262 
1886 7 261 3 13 271 1886年小学校令
1887 7 252 4 27 263 1887年小学簡易 尋常・高等，簡易科
1888 13 254 9 36 276 科教則実施
1889 19 264 9 52 292 
1890 21 276 12 62 309 
1891 30 ¥ 275 17 74 322 
1892 304 25 47 329 
1893 329 28 1 51 358 
1894 46 369 
1895 41 377 1895年小学校教
1896 266 34 54 32 1 30 388 llU実施(尋常科
1897 282 28 66 64 3 31 443 一類，ニ類)
1898 312 45 78 62 3 500 
1899 330 46 80 85 50 3 594 1898年簡易教育
1900 379 24 165 95 48 3 27 714 規定実施 1900年小学校令改正
1901 422 18 228 115 35 4 25 822 1901年簡易教育
1902 433 37 296 129 10 7 19 911 規定改正，教育
1903 446 27 325 138 23 7 19 966 所設澄規定実施
1904 475 24 343 139 10 6 17 997 
1905 491 16 368 152 28 7 15 1，062 1903年特別教育
1906 496 30 400 182 13 7 1，128 規定実施
1907 493 24 407 214 13 5 1，156 1907年小学校令改正
1908 554 33 367 212 25 1 1，182 1908年特別教育
1909 592 27 346 206 39 8 1，210 規定改正
1910 615 30 328 218 46 6 1，237 
1911 
1912 656 33 324 237 53 4 1，303 
1913 673 34 319 241 55 6 1，322 
1914 690 35 314 244 53 6 1，336 
1915 735 36 286 247 55 8 1，359 
1916 781 36 273 252 53 1，395 1916年特別規程
1917 807 37 273 265 51 1，433 改正
1918 817 30 281 285 54 1，467 小学校教科医教
1919 821 30 300 305 56 1，512 授ノ稜度及教授
1920 835 25 283 328 59 1，530 時数ニ関スル規
1921 820 25 287 361 62 1，555 定実施
1922 820 17 276 395 65 1，573 
1923 809 16 217 431 62 1，535 
1924 850 20 216 455 61 1，602 
1925 847 12 206 483 65 1，611 
1926 885 14 203 520 68 1，690 
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核家支庁「奨学告諭」は 1874if 5月に，函鎗支庁「奨学告諭」は 1875年3月にそれぞれ通達きれている

4.文部省答議 北海道学事文部省議按ヲ若手按スルニ彼地開拓創業己釆逐年人民繁娘スルモ皆移住ノ人民各所

ニごと着シ各山野ノ業ヲ営ミ其主主計ノ道旦猶未夕立ス半ハ官ノ扶助ヲ仰キ当使専ラ其産業ヲ督励シ米タ他府県

ト向ク学語IJ施行スヘカラス尤~館ニ中小学其他有有珠余市こ郡ヲ始メ各所ニ郷校ノ設アリ漸次文学術jニ拳拠

スヘキモ現今主義ニ其成規ヲ幾エカラスJl本IT並当出張所学校ノ、協ヨ 1)農工等ノ現術教習ノ所ニテ自ラ別ア 1)

国テ管内教育ノ;事ハ普ク施行スヘキノ時ニヨ三リ!湾省へ協議処分スへシ

5.下表を参照

6.就学歩合 (f文部省統計惑わ『北海道庁統計審』により作成した)

7. 1922年の北海道庁務例規の主な改燦 「小学校設置区域及小学校ノイ立援指定に隠スル規則(庁令第 32号.

1901. 3.) j， '18土人児護教育規定(庁令第 12号.1901.3.)j，'学事会規JlU(庁令第 19号.1901.4.) j， '普通

教育ニ関スル注意事演(第 13号.1903.2.lJ， '18土人教育施設ニ関スル手続(訪I1令第4号.1904.1.) J， '王手

長児童及!日土人児童ノ教育ニ関スル心得(iiJll令第92号.1904.8.)j

8. B量部教一策1掌註13.参照

9.高間不ニ夫「札幌地方初等教育t雑記i援(ー)-(三)jr~知教育~ 214. pp.14-14. 1934.7， 215. pp.13…17. 

「校種別初等教育機関の設置割合の変遷(山崎長吉 1969.5.p.53.より作成)J (%) 

区分 尋常小学校 高等小学校 分教場 教育所 私立小学校

1886 (明19) 2.5 91.5 4.6 100 
1900(明33) 51.1 12.6 9.7 23.1 3.6 100 
1907(明40) 42.4 18.8 3.2 35.0 0.7 100 
1917 (大 6) 56.3 18.5 6.1 19.1 100 
1926(昭元) 52.4 30.8 4.9 12.0 

「年度別北海道の小学校就学者数，就学歩合，出席歩合友会園小学校就学歩合，出席歩合」

は
~t 海 選 全 国

就学者数(人) 就学率(%)
出席率

就学率(%) 出席率

男 女 男 女 計
(%) 

男 女 計
(%) 

1875 997 25 50.49 18.58 35.19 

1878 4，552 1，226 57.59 23.51 41.26 

1880 6，208 1，718 58.72 21.91 41.04 

1882 10，035 3，922 50.0 21.2 38.1 67.16 33.64 51.08 

1887 16，246 5，737 57.3 23.0 41.9 60.31 28.26 45.00 

1891 21，504 8，553 57.4 27.3 43.7 65.14 31.13 48.93 

1892 25，463 10.709 64.4 32.1 49.7 77.62 66.72 32.23 50.34 75.90 

1895 40，081 19，327 61.0 35.0 49.2 76.65 43.87 61.24 

1897 44，587 41，578 51.0 35.7 48.7 82.90 80.67 50.86 66.65 81.09 

1898 49，301 24，115 60.3 38.4 50.8 82.42 53.73 68.98 

1901 63，156 40，078 84.4 67.6 76.0 93.78 81.80 88.05 
1902 65，331 43，734 89.2 73.6 76.0 86.88 95.80 87.00 91.57 85.91 

1903 71，096 51，856 93.0 83.3 88.7 96.59 89.58 93.23 

1906 94，906 75，816 97.3 94.0 95.8 89.40 98.16 94.84 96.51 91.34 

1908 117，554 98，990 98.3 96.9 97.7 98.73 96.86 97.83 

1912 132，048 108，121 98.7 97.6 98.2 91.09 98.81 97.54 98.20 93.14 

1916 162，661 138.199 99.2 98.5 98.9 99.01 98.18 98.61 

1917 173.121 149.020 99.0 98.3 98.7 93.14 99.05 98.38 98.73 94.63 

1925 219，267 203，640 99.7 99.6 99.6 99.47 99.38 99.43 

1926 224，699 209，600 99.7 99.6 99.7 99.47 99.39 99.44 
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1934.9， 216. pp.20-25. 1934.10聞神山茂『函館教育史Jpp.1-150. 1971. 8. 

10.北海道の例外規定「北海道教脊行政はすべて文部省と協議の上総行する」前掲詮4.

11.安藤忠官「関拓教育史Jr教脊文化史大系XJ pp.295-296. 1955.12. 

12.北海道の教育費(下表)

13.溝口謙三 f教育のへき池一一過疎と過密の中の子どもーっ pp.94-96. 1972.3. 

14. p.128.図「小学校数及び再生級複式小学校の比率に推移J，p.129.表I公立王手級複式尋常小学校学級別学校数」

参照

「地方費歳出決算割合(%) (北海道教育史- p.306.より引用)J

よ~ 教育費
郡佐及 土木 衛生及

獄事警諸費 業の他 言十
歳出合計

警察諸費 営繕費 病院費 実額(丹)

1885 (明18)年 5.0 38.6 37.5 4.2 3.8 10.9 100.0 37-，370 

1886(明19)年 6.1 45.6 14.3 16.3 4.6 13.1 100.0 745，832 

1897 (明20)年 5.0 47.9 17.9 12.0 6.2 11.0 100.0 668，388 

1898(明21)年 3.8 50.4 16.6 10.8 6.0 12.4 100.0 642，441 

1899(明22)年 5.2 50.2 12.2 16.7 5.6 10.1 100.0 657.569 

「年度到内務省所智北海道斤歳出総額と教育費(北海道教育史 p.307.より作成)J

よぞ!
1891 (明24)

1892 (明25)

1893(明26)

1894(明27)

1895 (明28)

1896 (明29)

1897(明30)

1898(明31)

1899 (明32)

1900(明 33)

よぞ
1887 (明20)

1889(明22)

1895(明28)

1899(明32)

1901(明34)

1903 (明36)

1909(明42)

1913(大 2)

1917(大 6)

1925(大14)

1927 (昭 2)

1935(昭 10)

教育費(円) 北海道庁 経 ?者 総額(経常部費 A/B 
本庁費(円) 部費(円) 十嵐待部費)

(A) (B) (C) (D) (円) (%) 

19，779 1，038，275 1，538，528 1，709，742 1.9 

19，785 1，039，769 1，562，542 1，805，411 1.9 

19，638 978，419 1，523，651 1，796，026 2.0 

19，732 950，339 1，462，473 1，904，246 2.1 

34，410 990，374 993，023 1，736，949 3.5 

39，856 1，011，848 1，014，914 1，935，731 3.9 

47，084 1，334，692 1，337，763 3，570，006 3.5 

55，610 1，544，647 1，753，392 4，902，121 3.6 

77，581 1，679，784 2，134，044 4，306，920 4.6 

84，844 1，723，168 2，456，224 4，542，998 4.9 

T年度別北海道と全国平均の歳出総額に対する教育費の割合

(北海道教育史全道編- pp.311.より引用)J

A/C 

(%) 

1.3 

1.3 

1.3 

1.3 

3.5 

3.9 

3.5 

3.2 

3.6 

3.6 

北 海 道 全国王子均

町村 市 遂 総額 町村 市 府県

41.2 16‘1 5.0 10.7 

35.1 7.7 5.2 10.4 32.9 25.2 5.2 

45.2 18.1 3.5 14.7 34.1 21.4 6.9 

46.4 29.1 2.6 17.2 34.6 22.4 13.5 

33.3 28.8 8.3 27.7 39.0 21.5 20.6 

41.3 31.6 14.0 31.5 39.0 21.3 18.4 

47.3 28.0 15.9 32.8 46.8 14.8 20.5 

46.6 32.0 23.3 36.8 39‘O 14.0 17.0 

51.8 23.9 20.9 36.4 40.0 13.0 18.0 

49.7 35.7 27.6 39.6 47.0 14.0 22.0 

43.8 32.9 25.5 35.8 45.0 12.0 21.0 

33.4 31.1 18.2 29.4 40.1 12.5 14.5 

A/D 

(%) 

1.2 

1.1 

1.1 

1.0 

2.0 

2.1 

1.3 

1.1 

1.8 

1.9 

総額

17.4 
21.1 

24.0 

28.1 

27.0 

29.3 

24.0 

24.9 

27.1 

23.2 

19.7 
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15. r特別学級」は，劣等児等の特別学級組織ではなく，不就学児童，子守児童量等の別学組織による学級である。

対象児童を通常学級と特別学級に区別して異なる教育組織を編成していることが注目される。この不就学児

蚤や子守児童の中には，劣等児等も含まれていたことは推測されるが，その笑践資料は発掘していない。

特別教授又は特別学級について，文部省大在官房文芸害課編纂 r自明治三十年主大正十ニ年 文部省19IJ規類

纂.11924.12. Iこは，次の案件が取り扱われている。新潟県照会と普通学務局回答の「学級特設方Jp.204，長

野県薬取と普通学務局通燥の「特別学級規穏設定方Jpp.204-205，群馬県伺と普通学務局通燦の「特別教授方J

pp.276-277，高知県伺通牒の「特別教授施行JPp.736…738.がされている。長野県菓申と普通学務局通燦の「特

別学級規程設定方Jについては，序章の 0.3.2.r用語」の務理， 1.2. r特別学級」参照

16.単級複式編完封に関しては，第 1需主註16.，第2牽の 2.3.参照

17.松浦秀雄『北海道教育史全道線三.1pp.368-369. 1963.3. 

18.援本守恵『近代官事地教育の研究.1pp.41ω43.1990.9. 

19.牧口常三郊「単級教授言葉潔筆記大要(一)-(十一)JW北海道教脊雑誌.136-47. (一)36. pp.5-8. 1895.10， 

(二)37 . pp.6-10. 1895.11， (三)38.pp.18…20.1895.12，(四)39. pp.6-12. 1896.1， (五)40. pp.9-12. 1896.2， 

(六)41. pp.8-9. 1896.3， (七)42. pp.4-10. 1896.4， (八)43.pp.11叩 16.1896.5，(九)44. pp.7-13. 1896.6， (十)

46.pp.10日15.1896.8， (十一)47 .pp.3-5. 1896.9. 

20.石白書毒三「単級教授の研究JW北海之教育.1232. pp.15-18. 1912.5. 

21.会長佐上億一訓示「本遂教育に関し所懐を述$Jr北海道教育.1170.pp.2-7. 1932.10. 

記述者名無記名 r(会道支庁子紳見学・櫛範学校長裁に師範学校F付属小学校主導事会議)佐上長官の訓示と視学

会議・佐上長官訓示要旨Jr北海教育評論.18. pp.10-13. 1932.1. 

佐上信一「第一回全遂小学校長ニ於ケル長官訓示JW北海道教育.1195.pp.2…7.1934.11. 

佐上信一「第二回全道小学校長に於ける長官訓示JW北海道教育.1206. pp.2-13. 1935.10. 

佐上信一「会選主幹級小学校教育研究会及単級小学校長会議ニ於ケル長官訓示J209. pp.2-13. 1936.1. 

22.札幌師範学校代用i約潟平岸小学校の実践研究 北海道部範学校『北海道締範学校五十年史.1PβO. 1936.7. 

23. j@)11師範学校代用鮒潟衿居小学校の実践研究 r北海道教育史会選編三.1pp.419…420. 1963.3. 

24.函館師範学校代用隙潟茂辺地小学校の実践研究『北海道教育史全選編二.1p.1025. 1960.3. 

25. W単級複式編青IJ教育研究録』は，第三斡まで発行された。第一輯は 1933年10月に，第ニ斡は 1934年8月

に，第三懇は 1935 年 10 月に，それぞ、れ東京神田の宕崎印刷所が~p，\þU製本し，発行所は札幌の北海出版社で

ある

26.及)11平治「能力不同の毒事実的見地JW分図式動的教育論.lpp.161…190，r動的教育の適用としての分図式教育」

f分間式各科動的教育法.1pp.154-158. 

中野光「及川平治の教育理論と実践JW世界教育選集分閉式動的教育法.1pp.317-326. 1976.6. 

i交尾紘也「精神薄弱児教育における分間教脊の歴史的考察 大正新教育との接点について一一Jr精神薄

弱問題史研究紀要.15.pp.69-74. 1967.5. 

北海道における劣等児等の特別教育と分図式教育法については， II部第3主誌に論述した

27.豆成金，若草荷成金『新北海道史年表.1p.414. 1992.9. 

28.北海道内の社会運動の動向吋七海道社会遂動史.1pp.383-386. 1966.5. 

29.木村文劾「村の教育JW北海道教育.1156. pp.19-29. 1931.8， 157. pp.8-19. 1931.9. 

30.中野光「編者 はしがきJW世界教育選集分図式動的教育法.1Pふ 1976.6.

31.第3章設28.参照

(第 I部終)


